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熊本市都市政策研究所の使命の一つに情報の受発信があります。そし

てこれに続き最も重要なのが「情報の活用」です。情報化社会の到来と共

に様々な職域、職業、業務で情報活用能力が問われるようになり、行政に

おいてもこれが必然として強く求められています。そこでこの資質・能力

を高めることが喫緊の課題となっています。こうした今日的状況を背景

に、それに資するものとして編纂を試みたのが本書です。根拠・証拠・裏

付けを意味するエビデンス evidenceに基づく政策立案が当たり前となり、
あらゆる政策立案においてこの方法が採用されるようになっています。

行政の各部局が担当する政策は様々であり、その根拠となるデータも多

様です。そしてデータの処理方法も一様でありません。そこで編集の骨格

をどうするかについて色々と迷い思案しました。 
その結果が本書のタイトル『データで考える熊本市の都市政策』に込

められています。都市政策の基本的な方向を探し当てるためには、都市の

本質に係る議論がまず必要です。また、成熟社会を迎えた国では、都市生

活を豊かにする政策が強く求められています。心と体と人のつながりの

三位一体のウェルビーイングを日常的に耳にするようになったのもその

表れと言えましょう。そして活力があり、持続可能な都市には確実な産業

政策が無くてはなりません。そのような考えから都市政策の大枠を捉え

る観点として、「都市の本質、都市の生活、都市の産業」の 3つを仮設し
て本書全体の構成を考えました。内容の骨組みは、この３つのトライアン

グルで構成された構造になります。また、都市政策の立案で最も重要なの

は創造性に満ちた思考だと考え、その発想の素となり、創造的政策展開に

活用されることを念頭に整えることとし、そのデータを本書では「政策思

考データ」と捉え体系的整理に取りかかりました。 
本書の編集を思い立った時点で、類似のデータ集が東京都港区（2012）

や三鷹市（2004）などに散見されました。三鷹市の場合は、「三鷹市を考
える論点データ集」の標題を持つものでした。 
また少し話題は外れますが、オープンデータと言う概念も良く耳にす

るようになっていました。日本では公的データが誰でも容易に入手して

使える状況では必ずしもなかったことから、オープンデータは新しい概

念のように思われがちでした。しかし、以前から様々な統計書が発行され

てきた歴史を知るなら、公的データのオープン化は市政施行のかなり早

い時期からなされたとみることができます。そうしたデータを機械判読

に適合した形式に整え活用を容易にして二次利用に進め、かつ利用ルー

ル公開の下で提供されることでオープンデータと概念付けしたものでし
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た。このオープンデータが社会に広がっている時代背景もあっての編纂

着手であったと振り返ることができます。 
 

１．データ社会の到来と新たな政策展開 

デジタル庁の設置が話題となった頃から、行政におけるデジタル改革

の動きは激しくなりました。そこで政府においても、これを特別に推進す

る機関を整備することになったわけです。デジタル庁の設置を含め、一連

の流れの中で令和３（2021）年 5月 12日にデジタル改革関連六法が成立
しています。デジタル社会形成基本法、デジタル庁設置法、デジタル社会

形成整備法、地方公共団体システム標準化法、公金受取口座登録法、預貯

金口座管理法の 6つの法律です。急速かつ急激に進むデジタル化社会は、
私たちにどのような便益をもたらすのでしょうか。そうした疑問と、それ

以上の期待が編纂の動機にはありました。つまり単一ではなく幾つかの

動機と狙いがあってこの作業は始まっています。しかし、このような企画

を実行に移すには大義が必要で、これを探し当てなければなりません。こ

こでは、デジタル社会の到来を次の二点に要約して認識したいと思いま

す。一つは国際競争力を高めるためだと言われてきたことに関係します。

そしてもう一つは国民の利便性が向上することを目標としてのことです。

国際競争力に関してはグローバル化が進む中で、その最大のツールとな

るのがデジタルシステムによる情報の交換、すなわち全世界瞬時の交信

による情報の受発信です。これは地球レベルの見方だけでなく、限られた

地域社会でも言えることで、汎用性が高い大義だと言えます。もう一つの

国民の利便性については、相当広範に期待が持てるという予感がありま

した。アナログ時代における役所等での様々な書類請求と交付の場面を

思い起こすと容易に納得できる便利な手段でした。申請申込書等に記入

し、窓口の人を通した入手の煩雑さを回避することが期待できました。重

ねて個人情報保護の観点から住民情報の取り扱いが煩雑になってきてい

ることがありました。一連のデータ改革を通じて煩雑さを避け対面での

負担や弊害を減らすことになります。これを以て住民の利便性の向上に

つなげ行政サービス改革の効果が期待されたわけです。デジタル化とマ

イナンバーカードの普及が制度設計の通りに進むことで、従来の押印に

よる書面交付が簡素化されると見込まれました。周知のように日本では

長年にわたり行政のデジタル化を拒んできた要因が幾つか指摘されてき

ています。業務プロセスの改革が成されることによる市民サービスの向

上が一番の意義だということを念頭に置き、デジタル化ができない理由

でなく、いかにしたらそれが可能かを考えるべきです。その中の一つには、
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中途半端な取り組みがあったように思います。種々課題はありますが、定

型的な手続き業務においてデジタル化を進めることで、業務の効率化が

図れることは確実です。これで生じた余裕人材をデジタル化に不向きな

業務に振り向けることができるなら行政改革の一つの風穴を開けること

になります。要は、データが社会共通の財産になってきて、知的な共有地・

コモンズとして注目されるようになってきた Society5.0 の現在に正対す
ることです。 
データを行政の資産とする 

従来の情報社会を超えて、次なる変革を期待し行政への情報力導入を

図る時、行政組織自体にも新戦略が必要です。その一つとしてデータを行

政で駆使する取り組みがあります。換言するなら熊本市においても本市

に関わる様々な「データを行政の資産」にしていくことが重要と考えます。

そうした思いも抱きながら本書を皆様のお手元にお届けします。学術研

究等でも言えることですが、データを集め分析することにより新しい発

見に気づきます。新たな発見は何時の時代もどのような分野においても

これからの挑戦や次の展望の糧となります。社会の変化を読み解くこと

で将来を展望し、市場の変化を読み解くことで十分なマーケティングに

根差した都市経営が展開できます。市民の意識をデータ解析することで

対策レベルを超え課題の本質に迫った新しい政策の方向が発見できます。

長期の歴史データを紐解くことで将来展望のヒントが得られるのは良く

あることです。「歴史は繰り返す」や「振り返れば未来」の諺が使われる

のは、そのためです。データのオープン化が意味を持つ時代になったこと

で、データは政策と市民との接点・インターフェイスになること間違いあ

りません。 
 

２．データ社会の進展とデータ科学の隆盛 

データ社会が世間一般で標榜されるようになり、データ科学・データサ

イエンスへの関心が高まり、その広がりも見られるようになりました。当

然のことながら高等教育でもデータサイエンス教育を盛んに取り入れる

ようになってきました。データ社会到来の背景には、情報通信技術（ICT）
の飛躍的な進歩があります。しかしその技術的進歩も社会的需要無しに

はなかったはずです。進歩の陰には活用分野が著しく拡大するという予

測がありました。高度なデータ処理能力と分析力を駆使することで社会

に大きな変革をもたらすことがわかり、情報分野への科学技術の導入が

あったことです。そうした流れの中で、行政の効率化や利便性向上要求も

必然的に起こってきているのです。統計に始まり情報科学を駆使して AI
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の活用も視野に入れた社会を思い描くことです。情報科学は情報伝達の

理論から情報の収集・整理・蓄積・処理について研究する学問体系で、近

年は特にコンピュータの利活用技術を中心に進歩が目まぐるしい状況で

す。1950年代にコンピュータ科学の誕生があり、その後は急速に拡大発
展してきたことは周知のことです。これに伴い情報科学の学問体系も目

覚ましい発展と変貌を遂げ、誕生から半世紀後の世紀の変わり目には、私

たちの生活の全てに影響を及ぼす状況になりました。 
情報科学と統計学に注目 

そしてこの情報科学と共に近年改めて一躍注目されているのが統計学

です。大学教育において教養課程が明確だった半世紀前に統計学が必修

科目として存在したことを思い出します。私が学んだ自然科学分野では

大事な基礎科学で重要なカリキュラムの単位でした。統計学の入門書に

目を通すと、統計解析に用いる手法が順次紹介されています。平均値や分

布に始まって統計的仮説検定、相関分析や多変量解析等、科学的に物事を

捉える手法として統計学に臨んだように思います。基本となるのは、記述

統計学と推計統計学です。集めたデータ・標本の特徴を明らかにするため

に平均やバラつき、分布などを求めて表やグラフ等で整理するのが記述

統計学です。一方の推計統計学は、実験や調査などで観測入手したデー

タ・標本を使って、その背景にある全体・母集団の特徴を推測するもので

す。 
行政の政策推進においては記述統計でもいろいろな傾向を把握するこ

とができますし、より精度の高い傾向を見るためには推計統計学の力が

必要になります。ランダムモデル、サンプリング調査による効率的な全体

の読み、因果関係の解明における因子分析や重回帰分析、マーケティング

分析、テキストマイニング等々色々な用語が、少しこの専門分野に関心が

出ると眼にし耳にすることになります。 
 

３．行政と統計データ 

医学が専門で生物統計学専攻の西内 啓（2013）の『統計学は最強の学
問である』は、近年のデータ社会の到来を受けて、多くの読者を集めてい

ます。この一面からも統計学が今日的隆盛を示していると言えるのでは

ないでしょうか。 
ここで行政における統計の歴史と現状について少しだけ触れておきま

す。明治政府の誕生と共に始まった行政官による記録が現在の政府統計

の原点のようです。その後、政府に調査局が置かれ、明治 14（1881）年
には統計院となり、続いて統計局時代を経る中で現在の基礎が築かれて
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います。統計の代表格である人口統計についてみると日本近代人口セン

サスは大正９（1920）年の第一回国勢調査に始まっています。国勢調査
をはじめ日本政府の統計を種々担当しているのが総務省統計局です。政

府レベルだけでなく、日本の行政組織に照らしてみますと、広域自治体で

ある都道府県レベル、基礎自治体である市町村レベルで統計を担当する

部署が置かれています。都道府県では統計センターや統計課、統計調査課

などの部署名が見られ、統計年報や統計年鑑等を刊行しています。どの行

政においても統計は重要なものとして位置づけられています。統計とい

う言葉を耳にすると数字がイメージされ親しみにくい存在かもしれませ

んが、この数字をしっかり読み込み加工することで様々な発想に繋がる

ことを伝えておきたいと思います。 
都市成長と共に歩んだ統計行政 

熊本市に統計課が置かれたのは、明治 33（1900）年７月のことで、翌
年 4月には熊本市統計書を発行しています。以来、熊本市においては、統
計課を中心に市の人口や土地利用など都市の本質にかかわるデータはも

とより都市の生活、更には産業に係る基本となる統計データを継続して

収集記録公表してきています。 
統計は行政が施策を推進するうえで客観性を高めるために非常に重要

な位置にあります。このような事実から、かねてより統計の必要性は認識

されてきていますが、その利活用についての関心はあまり高くないので

はないでしょうか。 
行政の施策の推進でどの程度、どのように使われているのだろうかと

いう素朴な疑問を多くの人が感じているのではと思います。一般的に施

策の推進は、企画構想段階に始まって、計画立案、事業実施評価の３段階

を主に歩みます。それぞれの段階で、有用な基礎情報として上手に合理的

にデータが使われての行政推進となっているかどうか点検評価が必要だ

と思います。構想企画では発想の源となるデータ、計画立案では具現化す

る根拠となるデータ、事業実施評価では、例えば費用対効果の測定など事

前評価と事後評価の双方で活用可能なデータの準備となります。これま

では、統計データを調えることに注目も集まり、熱心に着実になされてき

ました。しかしこれからは統計データを使うことが肝要です。エビデンス

に基づく行政執行の時代だからです。 
 

４．データを如何に読むか 

序列とランキング：データが集計されると詳細な分析とはいかないま

でも、単純明快でよくなされて有用なのが順位づけです。序列化は政策を

5



 

考える時の目標を掲げる一つとして便利です。あえて一つとしたのは、そ

れだけが目的になるのに違和感があるからです。しかし意味があること

を否定しません。序列化は一つの規準を基に順位付けをすることですか

ら、数値目標としては単純明快なのです。良い方向からの順序がベストラ

ンキングで逆のワーストランキングもよく使われます。国際比較では経

済大国に係る国内総生産 GDPがよく使われてきましたが、いつの頃から
か幸福度ランキングが国際比較として見られるようになりました。国土

の大きさや人口だけでなく、国別の社会情勢に係る諸元を比較してラン

キングすることで、当該国にとってどのような政策目標を掲げるのが意

味を持つかを考える便（よすが）になるでしょう。国別でなく国内におけ

る都道府県別ランキングも色々となされています。面積や人口、生産額や

消費量、企業数や観光客数、平均年収などの量で序列化できるランキング

だけでなく、魅力度や幸福度などの地域の質に関わるランキングもなさ

れています。 
本書では、政令指定都市の中での熊本市の位置を知るために、この序列

とランキングについてのデータ整理を試み現状が読めるようにしていま

す。 
トレンドを読み将来を予測展望する：趨勢や潮流、傾向や流行を意味す

るトレンド TREND は、統計の折れ線や棒グラフで示すことで、その姿
を端的に見ることができます。人口推計ではこれまでの実数を年度毎に

示しトレンドを読み解き、これを参考に推計した予測式を組み立てます。

人口減少が前提となるこれからの時代に持続可能な経営が鍵となるのに

公共施設があります。利用統計や入場者・入園者統計を基として過去の推

移を基に増加要因や逆の減少要因を解明し、これを加味した上で予測を

確実なものにし経営資料にしていくことが重要です。賢い経営では、推移

分析を基に将来の傾向を探ることが肝要ですのでトレンドは大事なキー

ワードだと言えます。 
世界の人口トレンドを見てみましょう。世界人口は 2022年に 80億人
を突破しました。1950年の世界人口は 25億人ですので、73年で 3.2倍
になりました。世界人口は増加傾向ですが、国別人口のトレンドはどうで

しょう。先進国は移民政策を導入しない限り人口減が必至です。世界人口

の増加は食糧問題を考えるときに重要な要素ですし、エネルギー問題に

も直結しています。日本の人口は、江戸幕府成立の 1603年で 1227万人、
1868 年の明治維新時で 3330 万人、大戦終戦の 1945 年で 7199 万人、
2000 年 12692 万人と推移し、2004 年 12 月の 12784 万人をピークに減
少となっています。そして、このピーク時の高齢化率は 19.6％でしたが、

 

います。統計の代表格である人口統計についてみると日本近代人口セン

サスは大正９（1920）年の第一回国勢調査に始まっています。国勢調査
をはじめ日本政府の統計を種々担当しているのが総務省統計局です。政

府レベルだけでなく、日本の行政組織に照らしてみますと、広域自治体で

ある都道府県レベル、基礎自治体である市町村レベルで統計を担当する

部署が置かれています。都道府県では統計センターや統計課、統計調査課

などの部署名が見られ、統計年報や統計年鑑等を刊行しています。どの行

政においても統計は重要なものとして位置づけられています。統計とい

う言葉を耳にすると数字がイメージされ親しみにくい存在かもしれませ

んが、この数字をしっかり読み込み加工することで様々な発想に繋がる

ことを伝えておきたいと思います。 
都市成長と共に歩んだ統計行政 

熊本市に統計課が置かれたのは、明治 33（1900）年７月のことで、翌
年 4月には熊本市統計書を発行しています。以来、熊本市においては、統
計課を中心に市の人口や土地利用など都市の本質にかかわるデータはも

とより都市の生活、更には産業に係る基本となる統計データを継続して

収集記録公表してきています。 
統計は行政が施策を推進するうえで客観性を高めるために非常に重要

な位置にあります。このような事実から、かねてより統計の必要性は認識

されてきていますが、その利活用についての関心はあまり高くないので

はないでしょうか。 
行政の施策の推進でどの程度、どのように使われているのだろうかと

いう素朴な疑問を多くの人が感じているのではと思います。一般的に施

策の推進は、企画構想段階に始まって、計画立案、事業実施評価の３段階

を主に歩みます。それぞれの段階で、有用な基礎情報として上手に合理的

にデータが使われての行政推進となっているかどうか点検評価が必要だ

と思います。構想企画では発想の源となるデータ、計画立案では具現化す

る根拠となるデータ、事業実施評価では、例えば費用対効果の測定など事

前評価と事後評価の双方で活用可能なデータの準備となります。これま

では、統計データを調えることに注目も集まり、熱心に着実になされてき

ました。しかしこれからは統計データを使うことが肝要です。エビデンス

に基づく行政執行の時代だからです。 
 

４．データを如何に読むか 

序列とランキング：データが集計されると詳細な分析とはいかないま

でも、単純明快でよくなされて有用なのが順位づけです。序列化は政策を

6



 

これが 2030年には 31.8％、2050年には 39.6％と推計されています。高
齢化率のトレンドから労働人口の減少も予測でき、民生費の増加も予測

できるわけです。高齢化の一方で少子化も行政運営に大きな影響を与え

ています。少子化の進み具合を合計特殊出生率のトレンドで押さえてお

くべきです。労働人口の減少や少子化では、急速な減少と漸減とがあり、

この違いは政策立案に大きく影響します。限りある財源の中での政策の

選択と集中に大きく関係するからです。 
プロファイリングで施策のターゲットを明確にする：プロファイリン

グはデータを収集して類型化した上で特徴を捉えることです。個々のプ

ロフィールを作ることから始まります。プロフィールは横顔であり、輪郭

や姿勢などを意味します。そうしたことから自己紹介をプロフィールと

表現することもあります。個々人の様々な属性表示を通し特徴として捉

えることです。これにより多くの人の集団をグループ化することができ

ます。これがプロファイリングの概念です。政策や施策の展開において対

象をどのように設定するかで政策の効果は異なります。つまりプロファ

イリングは効果的な施策の展開にとって非常に大事なことなのです。誰

のための政策かを明確にして的を絞ることで効果の見える化も可能です。

最近はプロファイリングマネジメントという概念もよく聞かれますが、

これは昨今の自治体等の総合計画やひと・まち・しごと創生の長期ビジョ

ンで使われています。特に 2030 年を目標とする SDGｓとの関係づけを
することで必ずと言って良いくらい用いられています。持続可能な開発

目標を意味する SDGｓは、気候変動、環境劣化、貧困と平等、食糧問題
など17の世界共通の課題解決に向けた目標と具体的な取り組みについて
の 169 の達成基準・ターゲットで構成されています。持続可能な開発に
つながるグローバルな取り組み対象を明確にすることで誰でも取り組め

るようにしたものと受け止めることができ、各プロフィールを捉えるこ

とで効果的効率的施策を打つのに役立つことから、そのような考えをプ

ロファイリングマネジメントとして分析する試みも見られるようになり

ました。 
熊本市は、この SDGｓに関しては、平成 30（2018）年度より内閣府の

SDGｓ未来都市の選定を受け、その中でも特に先進的な取り組みをする
自治体 SDGｓモデル事業の選定を受け、以降積極的に SDGｓへの取り
組みに邁進しています。特に熊本地震の経験と教訓を生かした地域（防災）

力の向上を主題として取り組んでいます。 
永井祐二他（2020）：『SDGｓ未来都市におけるプロファイリングマネ
ジメントの分析』、JIAP2M 15巻 1号、pp.85-100 
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５．経験に基づく政策から「データに基づく政策」決定へ 

以上述べてきたことで解るように、データ利活用の重要性はますます

高まっています。そのような中で、多様化する行政課題に限りある行政資

源で対処し、市民の需要に応え納得性を高めて政策への理解を得るため

には、科学的視点で政策決定を行うことが肝要です。そこで登場したのが

エビデンスを根拠とした政策立案、いわゆる EBPM （Evidence-based 
Policy Making）で、これを推進することが不可欠あり、合意形成に有用
とみなされてきました。エビデンスは、「客観的な証拠」と訳されます。

エピソード（経験）・ベースから、統計データ等の客観的な根拠によるエ

ビデンス・ベースへの転換です。 
熊本市においても、「データなどの客観的な証拠に基づく政策立案

（EBPM）」を推進する方針が示され、これによる行政推進を明確に打ち
出しています。EBPMに関してはたくさんの良書が出版されていますが、
中でも大橋 弘編（2020）の『EBPMの経済学 エビデンスを重視した政
策立案』、東京大学出版会は大変参考になります。同書の はしがき には、
EBPMについて、「政策立案プロセスの体系化の一助とし、政策課題を見
つけ、それに対する複数のオプションを比較考量することを通じて課題

解決につなげる一連のプロセス」と述べています。 
熊本市にあっては、令和 5（2023）年度に EBPMの推進体制を担う組
織としてデータ戦略課を設置したことで全庁的な EBPMへの取組は本格
化し、今後さらに進んでいくものと考えられます。 
本書では、熊本市の各種データについて、都市の本質関係で 9項目 21

データ、生活関係で 13項目 30データ、産業関係で 6項目 20データの合
計 71データを取り上げています。そして、各項目について政令指定都市
間でのランキングや経年的データの推移を集計するなどで、熊本市の特

徴を描き出す作業をしています。若干のばらつきや偏りはお許しいただ

くとして分野ごとに各執筆者が本市を特徴づけるデータとして選択し掲

載したものです。EBPM の本質に照らし、様々なデータを活用した「政
策の質の向上」につなげていくことが重要ですので、このデータ集が継続

し進化していくことを願うものです。本書を、EBPM 推進に向けた現状

把握のためのデータとして、あるいは、政策発想の素として活用されるこ

とを大いに期待したいと思います。 
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第１編 都市の本質 
 

 

 
従来の都市政策では、人口増加社会におけるインフラ整備や住環境の保全

等を計画的に実施してきました。しかし、人口減少や少子高齢化をはじめ社会

環境が大きく変化し、新たな政策の立案が求められています。そこで、「第１編 

都市の本質」では、「第１章 人口」と「第２章 都市基盤」を取り上げます。 

「第１章 人口」では、「国勢調査結果」（2020）のデータを使用します。本市の

人口は約 74 万人（男性約 35 万人、女性約 39 万人）ですが、他にも年齢別、世

帯別、人口動態（自然増減・社会増減）、移動人口（転入・転出）、合計特殊出生

率等、様々な観点から本市の特徴を考えます。なお、国勢調査は 5 年に 1 回で

あるため、人口推移等では、毎年公開される「大都市比較統計年表」のデータも

使用します。 

「第 2 章 都市基盤」では、「土地利用」、「都市交通特性」、「建物（住宅）」、「上

下水道」、「地域防災」に関するデータを取り上げます。それぞれ、大都市・政令

指定都市の比較や本市における経年推移等から、本市の特徴を探ります。 
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•

•

•

•

（凡例）

• 本書『データで考える熊本市の都市政策2023』は、原則として令和4年度末（2023年3月現在）までに公
表されたデータを使用してグラフを作成し、令和5（2023）年度に編集・印刷・刊行するものです。

• グラフは、出典に掲載・公開されたデータに基づいて、都市政策研究所の研究員が独自に作成しました。
このうち、2種以上のデータを使用して作成したグラフ（例：人口1人当たりの算出等）の「出典」の末
尾には、「○○より作成」と明記しています。

• 大都市や政令指定都市の「人口1人当たり」は、5年に1回実施される国勢調査のうち、最新（2020年）
の人口データに基づいて、都市別に算出・比較したものです。

• 「大都市」データは「政令指定都市」（20都市）データと「東京都区部」のデータを合わせたものです。

• 「大都市比較統計年表」から引用したデータであっても、特に東京都区部の数値が突出する（グラフ上
での格差が大きく他都市が見えづらい）場合は、あえて東京都区部を除外し、「政令指定都市」だけで
作成・比較したグラフもあります。

• 毎年定期的に報告されるデータから複数年分を引用したグラフでは、出典（ ）内の年表記を省略しま
した。

• 年号は原則として西暦を用いましたが、「平成28年熊本地震」等の固有名詞の場合は和暦を使用してい
ます。

• ページ右上のSDGｓアイコンは、「熊本市第7次総合計画」の各章掲載分を参考にしつつ、本書で取り上
げたテーマ・データ等を勘案してそれぞれ選択・掲載したものです。

• 「R」（ランキング）は都市間の比較・順位を、「T」（トレンド）は経年変化を、「P」（プロファイ
リング）は類型化した特徴をグラフで表したものです。

• 「R」（ランキング）のグラフでは、それぞれ数値が高い（低い）方が望ましいと考えられる順番に並
べて掲載しています。望ましい基準が明確でない場合は、数字が大きい順番に並べて掲載しています。

テーマ リード文

項目

対象地域

SDGｓ T（トレンド）、R（ランキング）、
P（プロファイリング）など
グラフの種類

グラフから読み取れる
主なポイント

データからみえる
熊本市の特徴

本書の見方
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①男女別人口
②市町村合併支援プラン等※に基づく政令指定都市の人口比較
③年齢3区分※ 別人口
④世帯状況

現在、わが国全体で人口が減少している。国勢調査※結果を
見ると、本市においても2020年度から人口減少に転じたことが分
かる。そこで、2020年度の国勢調査結果等をもとに、本市の人口
について、政令指定都市等と比較するなど、本市の特徴につい
て考える。

 熊本市の人口は、大都市中18位である。
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第１章 人口
１ 人口の現状
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人口の現状

から考える
熊本市の都市政策

１

大都市

 熊本市は男性より女性が多く、女性人口比
では大都市中5位である。

 熊本市では経常的に男性より女性が多い。
 男女数の差は広がる傾向にあるが、2020年

では女性が減少に転じ、傾向に変化がみえる。
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 第2次ベビーブーム世代の推移をみると、20
代前半までは男性が多いが、20代後半に男
性が約3千人減少したことで、それ以降は女
性の多い年代が継続する。
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第１章　人口

１　人口の現状



第１章 人口
１ 人口の現状

②市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の人口比較

３

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

 静岡市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2005年度）と比較して減少している。

 全3区の中で駿河区のみ人口増加傾向であ
り、他2区は減少傾向にある。特に清水区は
最大時から約1万7千人減少している。

 区毎の最大人口差は約3万6千人である。

 堺市全体の人口は、政令指定都市指定年度
（2006年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に南区は最大時から約1万9千
人減少している。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。

 新潟市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全8区の中で人口増加傾向は6区、減少傾向
は2区あり、いずれも1万人以上の増減は無い。

 区毎の最大人口差は約13万7千人である。

 浜松市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に中区は最大時から約1万1千
人減少である。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。
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（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

第１章 人口
１ 人口の現状

２

7,000 5,000 3,000 1,000 1,000 3,000 5,000 7,000
0歳

4歳

8歳

12歳

16歳

20歳

24歳

28歳

32歳

36歳

40歳

44歳

48歳

52歳

56歳

60歳

64歳

68歳

72歳

76歳

80歳

84歳

88歳

92歳

96歳

100歳以上
1990年人口ピラミッド

日中戦争の動員
による昭和13,14
年の出生減
51,52歳

終戦前後に
おける出生減
44、45歳 昭和22～24

年の第1次ベ
ビーブーム
41～43歳

昭和41年
(ひのえう
ま) の出生
減 24歳

昭和46年～49
年の第2次ベ
ビーブーム
16～19歳

男 女

熊本市

7,000 5,000 3,000 1,000 1,000 3,000 5,000 7,000
0歳

4歳

8歳

12歳

16歳

20歳

24歳

28歳

32歳

36歳

40歳

44歳

48歳

52歳

56歳

60歳

64歳

68歳

72歳

76歳

80歳

84歳

88歳

92歳

96歳

100歳以上
2020年人口ピラミッド

日中戦争の動員
による昭和13,14
年の出生減
81,82歳

終戦前後にお
ける出生減
74、75歳

昭和22
～24年
の第1次
ベビー
ブーム
71～73
歳

昭和41年
(ひのえ
うま)の
出生減
54歳

昭和46年～
49年の第2次
ベビーブー
ム
46～49歳

男 女
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 1965年から2020年にかけて、ピラミッド下部が広い三角形の形状からピラミッド上部が広い形状へ
変化しており、人口構造に偏りがみられる。

 2020年の20代後半には、2015年の20代前半にないくびれがある。その間を比べると、男女それぞ
れ約3,000人減少している。
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第１章 人口
１ 人口の現状

②市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の人口比較

３

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

 静岡市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2005年度）と比較して減少している。

 全3区の中で駿河区のみ人口増加傾向であ
り、他2区は減少傾向にある。特に清水区は
最大時から約1万7千人減少している。

 区毎の最大人口差は約3万6千人である。

 堺市全体の人口は、政令指定都市指定年度
（2006年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に南区は最大時から約1万9千
人減少している。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。

 新潟市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全8区の中で人口増加傾向は6区、減少傾向
は2区あり、いずれも1万人以上の増減は無い。

 区毎の最大人口差は約13万7千人である。

 浜松市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2007年度）と比較して減少している。

 全7区の中で人口増加傾向は5区、減少傾向
は2区あり、特に中区は最大時から約1万1千
人減少である。

 区毎の最大人口差は約12万2千人である。
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（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(1990)

 1965年から2020年にかけて、ピラミッド下部が広い三角形の形状からピラミッド上部が広い形状へ
変化しており、人口構造に偏りがみられる。

 2020年の20代後半には、2015年の20代前半にないくびれがある。その間を比べると、男女それぞ
れ約3,000人減少している。
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第１章 人口
１ 人口の現状

③年齢3区分別人口

５

 男女別の年少人口比では、熊本市は大都市中男性で1位、女性で2位である。

 年少人口比では、熊本市は大都市中1位である。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

大都市

第１章 人口
１ 人口の現状

４

 岡山市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2010年度）と比較して増加している。

 全4区の中で東区のみ人口減少傾向であり、
他3区は増加傾向にあり、特に北区は最少時
から1万2千人増加している。

 区毎の最大人口差は約22万2千人である。

 熊本市全体の人口は、政令指定指定年度
（2012年度）と比較して増加傾向である。ただ
し、平成28年熊本地震後は減少傾向である。

 全5区の中で人口増加傾向は3区、減少傾向
は2区である。いずれも1万人以上の増減は
無い。

 区毎の最大人口差は約9万8千人である。

 相模原市全体の人口は、政令指定都市指定
年度（2010年度）と比較して増加している。

 全3区の中で緑区のみ人口減少傾向であり、
他2区は増加傾向にある。いずれも1万人以
上の増減は無い。

 区毎の最大人口差は約11万1千人である。

 市全体人口が増加傾向の都市のうち、区毎
の最大人口差が10万人以上あるのは相模原
市と岡山市で、10万人未満なのは熊本市の
みである。

 市全体人口が減少傾向の都市のうち、区毎
の最大人口差が10万人以上あるのは堺市、
新潟市、浜松市で、10万人未満なのは静岡
市のみである。
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市町村合併支援プラン等に基づく
政令指定都市の人口比較まとめ

区毎の最大人口差 (2020年度時点)

10万人以上10万人未満

相模原市 (2010,3区)
岡山市 (2010,4区)
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（注）市名の括弧内は指定都市移行年度と区数

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。
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③年齢3区分別人口

５

 男女別の年少人口比では、熊本市は大都市中男性で1位、女性で2位である。

 年少人口比では、熊本市は大都市中1位である。
（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)
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１ 人口の現状

４

 岡山市全体の人口は、政令指定都市指定年
度（2010年度）と比較して増加している。

 全4区の中で東区のみ人口減少傾向であり、
他3区は増加傾向にあり、特に北区は最少時
から1万2千人増加している。

 区毎の最大人口差は約22万2千人である。

 熊本市全体の人口は、政令指定指定年度
（2012年度）と比較して増加傾向である。ただ
し、平成28年熊本地震後は減少傾向である。

 全5区の中で人口増加傾向は3区、減少傾向
は2区である。いずれも1万人以上の増減は
無い。

 区毎の最大人口差は約9万8千人である。

 相模原市全体の人口は、政令指定都市指定
年度（2010年度）と比較して増加している。

 全3区の中で緑区のみ人口減少傾向であり、
他2区は増加傾向にある。いずれも1万人以
上の増減は無い。

 区毎の最大人口差は約11万1千人である。

 市全体人口が増加傾向の都市のうち、区毎
の最大人口差が10万人以上あるのは相模原
市と岡山市で、10万人未満なのは熊本市の
みである。

 市全体人口が減少傾向の都市のうち、区毎
の最大人口差が10万人以上あるのは堺市、
新潟市、浜松市で、10万人未満なのは静岡
市のみである。
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市町村合併支援プラン等に基づく
政令指定都市の人口比較まとめ

区毎の最大人口差 (2020年度時点)

10万人以上10万人未満

相模原市 (2010,3区)
岡山市 (2010,4区)

熊本市 (2012,5区)

増
加
傾
向

市
全
体
の
人
口
動
態

(

政
令
指
定
都
市
移
行
時
と

2
0
2
0
年
度
を
比
較
し
て)

堺市 (2006,7区)
新潟市 (2007,8区)
浜松市 (2007,7区)

静岡市 (2005,3区)

減
少
傾
向

（注）市名の括弧内は指定都市移行年度と区数

政令指定都市

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。

（注）2001年の市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の区
別人口推移(指定順)。 文章は全て2020年度時点の視点による。
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 本市の世帯毎人員数は、大都市中5位である。

世帯毎人員数

 本市の母子世帯割合は、大都市中１位である。

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

大都市

(人)

 本市の母多子世帯割合は、大都市中2位である。
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１ 人口の現状

６

 本市の総人口に占める老年人口（65歳以上）割合は増加し続けており、2020年には25％を超えた。
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 本市の世帯毎人員数は、大都市中5位である。

世帯毎人員数

 本市の母子世帯割合は、大都市中１位である。

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」(2020)
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６

 本市の総人口に占める老年人口（65歳以上）割合は増加し続けており、2020年には25％を超えた。

13.8 14.4 
13.9 

12.7 12.3 
13.2 

13.8 14.0 13.1 12.2 

11.4 
10.8 10.7 10.4 9.9 

25.4 
28.7 

30.7 

34.1 

37.1 

39.4 

42.3 

44.6 
46.6 

48.5 48.6 48.2 
47.4 

45.8 

42.9 

2.1 2.4 2.8 3.4 4.0 4.8 
5.8 

6.9 
8.3 

10.1 

12.1 
13.8 

15.4 

17.9 
19.1 

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

年少人口・生産年齢人口・老年人口の推移
（万人）

生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳）

老年人口（65歳以上）

33.4
31.6

29.4

25.3
23.1 23.0 22.4

21.3
19.3

17.2

15.8 14.9
14.5 14.0 13.8

61.5

63.1

64.7

68.0

69.4

68.6 68.2 68.1 68.5 68.5 67.5
66.1

64.5
61.8

59.7

5.1

5.3 6.0
6.7

7.5
8.4

9.4 10.5
12.2

14.3

16.8
19.0

21.0

24.2
26.6

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020

年齢3区分別人口の割合

生産年齢人口（15～64歳）

年少人口（0～14歳）

老年人口（65歳以上）

 生産年齢人口（15～64歳）は2000年頃をピークに減少傾向である。
 老年人口（65歳以上）は増加し続け、年少人口（0～14歳）は減少傾向である。

(％)

（注）2020年は社人研ベース

熊本市

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（注）2020年は社人研ベース

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

22

第１章　人口

１　人口の現状



第１章 人口
２ 人口動態
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人口 転入者 転出者 出生数 死亡数

飽託4町(北部,河内,飽田,

天明町)合併(1991)

城南･植木町合併

(2010)

リーマンショック、

富合町合併

(2008)

中核市移行

(1996)

阪神･淡路大震災(1995)

バブル崩壊

(1991～1993)

プラザ合意

(1985)

第2次オイルショック(1979)

第1次オイルショック(1973)

九州縦貫自動車道

(熊本～植木)開通(1971)

東京オリンピック

(1964)

熊本空港開港(1960)

昭和の大合併

(田迎,御幸,高橋,池上,城山,秋津,

松尾,中島村,小島町,託麻村(一部))

(1953～1958)

熊本大水害(1953)

サンフランシスコ講和条約(1951)

熊本大空襲、

太平洋戦争終結(1945)

昭和(戦前期)の合併

(白坪,画図,健軍,清水,日吉,力

合村,川尻町) (1931～1940)

出水村合併

(1925)

熊本市電開通

熊本市上水道通水

(1924)

11町村(春日町,黒髪,池田,花園,島崎,横手,古町,本荘,春竹,大江,本山村)と合併(1921)

熊本交通センター開所(1969)
転入者数・転
出者数の推移

平成28年

熊本地震

(2016)

政令市移行、

九州北部豪雨

(2012)

東日本大震災、

九州新幹線全線開業

(2011)

出生数・死亡
数の推移

アメリカ同時多発

テロ事件(2001)

大阪万博、

託麻村合併(1970)

出生・死亡数転入・転出数
（万人）

総人口
（万人）

①自然増減と社会増減

人口動態

から考える
熊本市の都市政策

９

人口の変化を分析するには、自然増減※と社会増減※の両方の
影響を分析する必要がある。そこで、自然増減と社会増減の推
移を整理した上でその影響を分析する。

①自然増減と社会増減

 人口の推移は、最後に合併した2010年以降横ばいだったが、2020年は減少している。
 転入者数・転出者数は、いずれも1990年代後半以降減少傾向にある。
 出生数・死亡数は、2016年に死亡数の超過となって以降、自然減が進んでいる。

（出典）熊本市「熊本市統計書」、「熊本市の保健福祉」より作成

熊本市
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１ 人口の現状

８

熊本市

• 本市は、大都市の中で女性人口の割合が高く、20代後半以降で男性よりも女性が
多いことが特徴である。ただし、2020年では20代後半で女性にも減少がみられる。

• 市町村合併支援プラン等に基づく政令指定都市の中では、人口推移や区毎の人口
差について、バランスが取れている方だといえる。

• 本市は、大都市の中で年少人口（0～14歳）割合が最も高い。ただし、本市の年齢別
構成の推移を見ると、年少人口（0～14歳）割合は減少し続けている。

• 母子世帯割合が大都市の中で最も高く、そのうち母多子世帯割合も高い。さらに、
ひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向にある。ひとり親世帯の支援が重要で
ある。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

 単独世帯割合が増加する一方、夫婦と子から成る世帯割合が低下している。
 夫婦のみ世帯とひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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①自然増減と社会増減

人口動態

から考える
熊本市の都市政策

９

人口の変化を分析するには、自然増減※と社会増減※の両方の
影響を分析する必要がある。そこで、自然増減と社会増減の推
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 出生数・死亡数は、2016年に死亡数の超過となって以降、自然減が進んでいる。

（出典）熊本市「熊本市統計書」、「熊本市の保健福祉」より作成
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８

熊本市

• 本市は、大都市の中で女性人口の割合が高く、20代後半以降で男性よりも女性が
多いことが特徴である。ただし、2020年では20代後半で女性にも減少がみられる。
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構成の推移を見ると、年少人口（0～14歳）割合は減少し続けている。

• 母子世帯割合が大都市の中で最も高く、そのうち母多子世帯割合も高い。さらに、
ひとり親と子から成る世帯の割合は増加傾向にある。ひとり親世帯の支援が重要で
ある。
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第１章 人口
３ 出生率

①子どもの出生状況

出生率

から考える
熊本市の都市政策

１１

人口の自然増減を考えるためには、出生数の把握が重要であ
る。そこで、出生数が変化する要因である子どもの出生状況と女
性の結婚年齢から本市の状況を考える。

①子どもの出生状況
②女性の結婚年齢と出産

 近年、本市の出生数は減少傾向で、合計特殊出生率は増加傾向である。

 本市の合計特殊出生率は、大都市中2位である。
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（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」(2020)

（出典）熊本市「熊本市の保健福祉」

大都市

熊本市

（注）熊本市、熊本県の実線は１年毎、点線は5年毎のデータを示したものである。

第１章 人口
２ 人口動態

１０

熊本市

 自然増減については、2016年以降継続して自然減となっている。
 社会増減については、2017年以降どちらかといえば社会増となっている。
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（出典）熊本市「熊本市統計書」より作成

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市では、過去合併を繰り返し、自然増かつ社会増もあり、2010年頃までは人口
は増加し続けてきた。それ以降も横ばいで推移し、減少傾向とまでは言えなかった
が、2020年に減少した。

• 自然増かつ社会増は1993年まで続くが、1994年以降は自然増かつ社会減となる
年も見られるようになり、近年の自然増減と社会増減を合わせてみると、すでに人
口減少局面に入っていると考えられる。

• 継続して自然減であることに対して近年は社会増の傾向であることから、人口減少
の進行には自然減が要因となっていることがわかる。
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①子どもの出生状況

出生率

から考える
熊本市の都市政策

１１

人口の自然増減を考えるためには、出生数の把握が重要であ
る。そこで、出生数が変化する要因である子どもの出生状況と女
性の結婚年齢から本市の状況を考える。

①子どもの出生状況
②女性の結婚年齢と出産

 近年、本市の出生数は減少傾向で、合計特殊出生率は増加傾向である。

 本市の合計特殊出生率は、大都市中2位である。

1.52 1.51
1.42 1.41 1.40 1.39 1.33 1.30 1.29 1.28 1.27 1.27 1.24 1.22 1.21 1.20 1.20 1.17

1.11 1.10

0.00

0.20

0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

北
九
州
市

熊
本
市

広
島
市

浜
松
市

岡
山
市

堺
市

名
古
屋
市

さ
い
た
ま
市

静
岡
市

新
潟
市

川
崎
市

神
戸
市

横
浜
市

千
葉
市

京
都
市

仙
台
市

福
岡
市

相
模
原
市

大
阪
市

東
京
都
区
部

合計特殊出生率※

5863 

7343 

8252 

7294 
6978 

6462 

6101

1.99

1.86 1.78
1.65 1.47

1.34 1.51 

2.89

2.19

1.85

1.61

1.46

1.60 

2.37

2.14

1.91

1.76

1.42

1.26

1.33 

    1.00

    1.20

    1.40

    1.60

    1.80

    2.00

    2.20

    2.40

    2.60

    2.80

    3.00

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000

1955 1958 1961 1964 1967 1970 1973 1976 1979 1982 1985 1988 1991 1994 1997 2000 2003 2006 2009 2012 2015 2018

出生数と合計特殊出生率の推移

出生数 熊本市 熊本県 全 国

出生数（人） 合計特殊出生率

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」(2020)

（出典）熊本市「熊本市の保健福祉」

大都市

熊本市

（注）熊本市、熊本県の実線は１年毎、点線は5年毎のデータを示したものである。
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１０

熊本市

 自然増減については、2016年以降継続して自然減となっている。
 社会増減については、2017年以降どちらかといえば社会増となっている。
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データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市では、過去合併を繰り返し、自然増かつ社会増もあり、2010年頃までは人口
は増加し続けてきた。それ以降も横ばいで推移し、減少傾向とまでは言えなかった
が、2020年に減少した。

• 自然増かつ社会増は1993年まで続くが、1994年以降は自然増かつ社会減となる
年も見られるようになり、近年の自然増減と社会増減を合わせてみると、すでに人
口減少局面に入っていると考えられる。

• 継続して自然減であることに対して近年は社会増の傾向であることから、人口減少
の進行には自然減が要因となっていることがわかる。
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第１章 人口
４ 移動人口

①常住地別人口移動

移動人口

から考える
熊本市の都市政策

１３

人口の自然増減を変えることは難しいが、社会増減については
対策が可能である。そこで、2020年度の国勢調査の結果をもとに、
本市における人口移動の特徴について考える。

①常住地※別人口割合
②男女別人口移動
③年齢別人口移動
④移動先別転入・転出者

 本市では、自市町村内での移動割合が全国よりも約7％多い。

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

 本市の常住者※の約3割が5年間で住所を移動している。

現住所（移動なし）
熊本市内から

県内他市町村から

他県から

国外から

（注） 不詳補完値による。

現住所（移動なし）
自市町村から

県内他市町村から

他県から

（注） 不詳補完値による。

国外から

第１章 人口
３ 出生率

②女性の結婚年齢と出産

１２

 近年の本市における女性の平均初婚年齢は、約29歳で横ばいである。

 女性の有配偶率は若いほど低く、いずれの
年代も低下傾向にあり、特に20代後半が大
きく低下している。ただし、近年はいずれも横
ばいの傾向にある。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成
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 女性の有配偶出生率は若いほど高く、いず
れの年代も上昇傾向である。ただし、2020年
の調査では特に20代前半で大きく低下した。

熊本市

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 全国、特に大都市の中では本市の合計特殊出生率は高い。ただし、近年の本市
の出生数は減少傾向にあり、この状況が継続すると更なる人口減少につながる恐
れがある。

• 本市では、近年の女性の平均初婚年齢と有配偶率は横ばいの傾向にあり、初婚
年齢は高止まりし、若い女性の結婚率は低い状態で推移しているといえる。また、
女性の有配偶出生率が若いほど高いことから、若い時期に結婚しているほど出産
しているといえる。ただし、2020年の有配偶出生率については20代前半で特に大き
く低下しており、出産の高齢化の傾向が伺える。

27

第１章　人口

３　出生率



77.3 

76.6 

10.9 

11.7 

4.9 

5.1 

6.2 

6.1 

0.8 

0.5 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2020年

2015年

（％）

5年前の常住地別人口の割合―全国

70.6 

70.8 

17.6 

17.4 

4.4 

4.5 

6.9 

7.0 

0.5 

0.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

2020年

2015年

（％）

5年前の常住地別人口の割合-熊本

第１章 人口
４ 移動人口

①常住地別人口移動

移動人口

から考える
熊本市の都市政策

１３

人口の自然増減を変えることは難しいが、社会増減については
対策が可能である。そこで、2020年度の国勢調査の結果をもとに、
本市における人口移動の特徴について考える。

①常住地※別人口割合
②男女別人口移動
③年齢別人口移動
④移動先別転入・転出者

 本市では、自市町村内での移動割合が全国よりも約7％多い。

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

 本市の常住者※の約3割が5年間で住所を移動している。

現住所（移動なし）
熊本市内から

県内他市町村から

他県から

国外から

（注） 不詳補完値による。

現住所（移動なし）
自市町村から

県内他市町村から

他県から

（注） 不詳補完値による。

国外から

第１章 人口
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②女性の結婚年齢と出産

１２

 近年の本市における女性の平均初婚年齢は、約29歳で横ばいである。

 女性の有配偶率は若いほど低く、いずれの
年代も低下傾向にあり、特に20代後半が大
きく低下している。ただし、近年はいずれも横
ばいの傾向にある。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

0.35

0.40

0.45

0.50

1955 1965 1975 1985 1995 2005 2015

女性の有配偶出生率※の推移

35～39
歳

25～29歳

30～34
歳

20～24歳

40～44歳

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

 女性の有配偶出生率は若いほど高く、いず
れの年代も上昇傾向である。ただし、2020年
の調査では特に20代前半で大きく低下した。

熊本市

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 全国、特に大都市の中では本市の合計特殊出生率は高い。ただし、近年の本市
の出生数は減少傾向にあり、この状況が継続すると更なる人口減少につながる恐
れがある。

• 本市では、近年の女性の平均初婚年齢と有配偶率は横ばいの傾向にあり、初婚
年齢は高止まりし、若い女性の結婚率は低い状態で推移しているといえる。また、
女性の有配偶出生率が若いほど高いことから、若い時期に結婚しているほど出産
しているといえる。ただし、2020年の有配偶出生率については20代前半で特に大き
く低下しており、出産の高齢化の傾向が伺える。
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第１章 人口
４ 移動人口

③年齢別人口移動

１５

 年齢5歳階級別人口に占める5年前からの移動人口の転入と転出をみると、男女の総計で、転入
超過は15～19歳で2,172人と最も多く、転出超過は25～29歳で3,143人と最も多い。

 15～19歳の転入超過は、県内他市町村からの転入が転出を大きく上回っていることが要因である。
 25～29歳の転出超過は、他県への転出超過が4,062人となっていることが大きな要因である。
 転入者と転出者を合計した移動者数が最も多いのは20～24歳であり、次いで多いのは25～29歳

である。
 20～24歳の移動者数は、他県との転入転出者数が22,061人となっていることが大きな要因である。
 25～29歳の移動者数も、他県との転入転出者数が17,696人となっていることが大きな要因である。
 20代の他県との転入転出者数をさらにみると、他県からの転入者数が16,697人であるのに対し、

転出者数は23,060人であり、その差は6,363人の転出超過である。
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総数

市外移動実態（男女，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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②男女別人口移動

１４

 男女を合わせた総数の人口移動をみると、2015年時点では1,959人転入超過となっているが、
2020年時点では508人の転出超過に転じている。

 県内他市町村との転入・転出超過数は、2015年時点で5,859人転入超過となっていたものが、
2020年時点では7,069人転入超過となっており、県内他市町村からの転入超過がより増加してい
る。

 他県との転入・転出超過数は、2015年時点で3,900人転出超過していたものが、2020年時点では
7,577人転出超過となっており、他県への転出超過が、県内他市町村からの転入超過以上に増加
している。

 男性については、2015年時点で303人転出超過となっていたものが、2020年時点では303人転入
超過となっている。そのため男女の総数とは異なり、この5年間での熊本市における男性の社会
増減は社会増に転じている。その内訳をみると、他県との転入転出状況に変わりはないが、県内
他市町村からの転入超過が増加しているため、社会動態として男性の人口が増加しているといえ
る。

 女性については、2015年時点で2,262人転入超過となっていたものが、2020年時点では811人転
出超過となっている。そのため男女の総数と同様に、この5年間での熊本市における女性の社会
増減は社会減に転じている。その内訳をみると、県内他市町村から転入する以上に他県への転
出が増加しているため、社会動態として女性の人口が減少しているといえる。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市
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③年齢別人口移動

１５

 年齢5歳階級別人口に占める5年前からの移動人口の転入と転出をみると、男女の総計で、転入
超過は15～19歳で2,172人と最も多く、転出超過は25～29歳で3,143人と最も多い。

 15～19歳の転入超過は、県内他市町村からの転入が転出を大きく上回っていることが要因である。
 25～29歳の転出超過は、他県への転出超過が4,062人となっていることが大きな要因である。
 転入者と転出者を合計した移動者数が最も多いのは20～24歳であり、次いで多いのは25～29歳

である。
 20～24歳の移動者数は、他県との転入転出者数が22,061人となっていることが大きな要因である。
 25～29歳の移動者数も、他県との転入転出者数が17,696人となっていることが大きな要因である。
 20代の他県との転入転出者数をさらにみると、他県からの転入者数が16,697人であるのに対し、

転出者数は23,060人であり、その差は6,363人の転出超過である。
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総数

市外移動実態（男女，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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②男女別人口移動

１４

 男女を合わせた総数の人口移動をみると、2015年時点では1,959人転入超過となっているが、
2020年時点では508人の転出超過に転じている。

 県内他市町村との転入・転出超過数は、2015年時点で5,859人転入超過となっていたものが、
2020年時点では7,069人転入超過となっており、県内他市町村からの転入超過がより増加してい
る。

 他県との転入・転出超過数は、2015年時点で3,900人転出超過していたものが、2020年時点では
7,577人転出超過となっており、他県への転出超過が、県内他市町村からの転入超過以上に増加
している。

 男性については、2015年時点で303人転出超過となっていたものが、2020年時点では303人転入
超過となっている。そのため男女の総数とは異なり、この5年間での熊本市における男性の社会
増減は社会増に転じている。その内訳をみると、他県との転入転出状況に変わりはないが、県内
他市町村からの転入超過が増加しているため、社会動態として男性の人口が増加しているといえ
る。

 女性については、2015年時点で2,262人転入超過となっていたものが、2020年時点では811人転
出超過となっている。そのため男女の総数と同様に、この5年間での熊本市における女性の社会
増減は社会減に転じている。その内訳をみると、県内他市町村から転入する以上に他県への転
出が増加しているため、社会動態として女性の人口が減少しているといえる。
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(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市
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④移動先別転入・転出者
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 本市と政令指定都市との人口移動で転入超過となっているのは4市のみで、残り15市は全て転出
超過となっている。東京都区部においても2,728人の転出超過となっている。

 本市と九州各県との人口移動で転出超過となっているのは2県のみで、残り5県は全て転入超過
となっている。
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本市と大都市間の移動（男女）

転入 転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

大都市

九州

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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１６

 男女の総計と年齢別人口移動の傾向に大きな違いはない。
 転入・転出超過者数において明らかな違いが見られるのは、30～34歳で男性は86人の転入超過

であるのに対し、女性は688人の転出超過であるところである。それ以降の年代では大きな差は
ないものの、60代までは男性が転入超過であることが多いのに対し、女性は転出超過であること
が多い。
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市外移動実態（男，年齢別）
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(移動数，人) (増減数，人)
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女

市外移動実態（女，年齢別）

県内他市町村から転入 県内他市町村へ転出 他県から転入 他県へ転出 増減

(移動数，人) (増減数，人)

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

熊本市

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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 男女の総計と年齢別人口移動の傾向に大きな違いはない。
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が多い。
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（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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住宅地区, 

5,788 , 

(71.7%)

その他, 

1,933 , 

(23.9%)

工業地区, 

261 ,(3.2%) 商業地区, 

92 , (1.1%)

宅地の内訳（ha）

住宅地区 その他 工業地区 商業地区

宅地, 8,073 , 

(32.8%)

田, 7,465 , 

30.3%

畑, 4,291 , 

(17.4%)

山林, 3,150 , 

(12.8%)

その他, 

1,629 , (6.6%)

土地利用の内訳（ha）

宅地 田 畑 山林 その他

第２章 都市基盤
１ 土地利用

本市の都市基盤を考える第1歩として、土地利用について、可
住地※や土地利用（地目別）、都市計画区域（市街化区域・市街
化調整区域）や用途地域といったデータから、本市の特徴を考
える。

① 可住地、土地利用（地目別）
② 都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）、用途地域

①可住地、土地利用（地目別）

政令指定都市

土地利用

から考える
熊本市の都市政策
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熊本市

 本市の土地利用を地目別にみると、宅地、田、畑、山林の順に大きい。
 宅地の内訳をみると、住宅地区が約72％と高い割合を占めており、土地利用の全体でみると、約

23.52％を占めている。一方で、工業地区は約3.2％や商業地区は約1.1％であり、土地利用の全
体でみると、工業地区は約1.1％、商業地区は約0.4％と極めて小さい。

 本市の可住地の割合は、政令指定都市のなかでは8番目に高く、約84.1％である。
 本市の可住地面積は、政令指定都市のなかでは8番目に広い。
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（出典）総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた」（2022）より作成

（注）免税点未満の面積は除く。
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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 県内市町村数は多いため、小規模な人口移動（増減200人未満）を除いてグラフにしている。そのう
ち、本市から県内市町村への転出超過となっているのは3市町のみである。残り15市町村は全て
転入超過となっている。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」

県内市町村

熊本市

 市内の他区との移動総数が最も多いのは東区で、最も少ないのは西区である。
 市内の他区との移動で、最も転入超過になっているのは東区で、最も転出超過になっているのは

南区である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市の常住者の約3割が2015年から2020年の5年間で住所を移動しており、市内間
での移動が多くを占めている。

• 2015年と平成28年熊本地震後の2020年を比べると、人口動態で社会減になってい
る。それは男性の他県との転入・転出超過数に変わりがない一方、女性の他県へ
の転出超過数が5年前の3.6倍に増加したことが要因の一つである。

• 5年前からの市外移動実態を見ると、20代後半の転出超過が最も多いことが分かる。

• 福岡市への流出が多く、県内市町村からは流入が多い。市内間移動では、東区の
転入超過が特に多いことが分かる。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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1,933 , 

(23.9%)

工業地区, 

261 ,(3.2%) 商業地区, 

92 , (1.1%)

宅地の内訳（ha）
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土地利用の内訳（ha）

宅地 田 畑 山林 その他

第２章 都市基盤
１ 土地利用

本市の都市基盤を考える第1歩として、土地利用について、可
住地※や土地利用（地目別）、都市計画区域（市街化区域・市街
化調整区域）や用途地域といったデータから、本市の特徴を考
える。

① 可住地、土地利用（地目別）
② 都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）、用途地域

①可住地、土地利用（地目別）

政令指定都市

土地利用

から考える
熊本市の都市政策
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 本市の土地利用を地目別にみると、宅地、田、畑、山林の順に大きい。
 宅地の内訳をみると、住宅地区が約72％と高い割合を占めており、土地利用の全体でみると、約

23.52％を占めている。一方で、工業地区は約3.2％や商業地区は約1.1％であり、土地利用の全
体でみると、工業地区は約1.1％、商業地区は約0.4％と極めて小さい。

 本市の可住地の割合は、政令指定都市のなかでは8番目に高く、約84.1％である。
 本市の可住地面積は、政令指定都市のなかでは8番目に広い。
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（出典）総務省統計局「統計でみる市区町村のすがた」（2022）より作成

（注）免税点未満の面積は除く。
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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 市内の他区との移動総数が最も多いのは東区で、最も少ないのは西区である。
 市内の他区との移動で、最も転入超過になっているのは東区で、最も転出超過になっているのは

南区である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市の常住者の約3割が2015年から2020年の5年間で住所を移動しており、市内間
での移動が多くを占めている。

• 2015年と平成28年熊本地震後の2020年を比べると、人口動態で社会減になってい
る。それは男性の他県との転入・転出超過数に変わりがない一方、女性の他県へ
の転出超過数が5年前の3.6倍に増加したことが要因の一つである。

• 5年前からの市外移動実態を見ると、20代後半の転出超過が最も多いことが分かる。

• 福岡市への流出が多く、県内市町村からは流入が多い。市内間移動では、東区の
転入超過が特に多いことが分かる。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における移動状況を示している。
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第２章 都市基盤
２ 都市交通特性

本市の主要な都市課題として、公共交通の利用促進等が挙
げられ、本市では公共交通の利便性向上等に取り組んでいる。
今回は、外出率や移動の回数等をはじめ、代表的な交通手段
や移動の目的といった主要な都市交通特性値※について、平
日・休日での違いに着目して、本市の特徴を考える。

① 外出率※及び移動回数、移動に係る距離・時間
② 代表交通手段別・目的種類別の構成比
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 本市の平日・休日の外出率をみると、平日が休日より約20％高い割合で外出している。
 平日・休日の外出率を全国と比較すると、若干高い。
 本市の1人1日当たりの移動回数をみると、平日が多い。
 1人1日当たりの移動回数を全国と比較すると、ほぼ同じ値である。
 本市では、平日の方が休日よりも人は移動しており、移動の回数も多い。

なおこれらの値は全国と比較すると、ほとんど同様の値である。
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 本市のトリップ長をみると、休日が平日よりも距離・時間ともに長い。
 トリップ長を全国と比較すると、本市のトリップ長（距離）は平日・休日ともに短く、特に休日は

2.8km短い。またトリップ長（時間）について、平日は2分ほど短く、休日はほとんど同様である。

②都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）、用途地域

熊本市

第２章 都市基盤
１ 土地利用

政令指定都市

 用途地域をみると、住居系の用途地域（赤字箇所）が約77.1%と割合が大きい。そのなかでも特に
「第1種中高層住居専用地域」、「第2種中高層住居専用地域」の割合が大きい。これらは中高層
住宅のための地域であり、病院や大学、一定規模の店舗等を建てることができる地域である。

 一方で工業系の用途地域（工業専用地域、工業地域、準工業地域）の割合は小さく、工場を建て
られる地域の割合は小さい。次いで商業系の用途地域（商業地域、近隣商業地域）と続く。

 本市の都市計画区域面積は、政令指定都市のなかで11番目に大きい。（なお都市計画区域外が、
河内町や城南町の一部にある。）

 本市の都市計画区域における市街化調整区域の割合をみると、政令指定都市のなかで4番目に
大きく、市街化区域より市街化調整区域の方が大きい。

• 本市の可住地面積は、総面積の約84.1%を占めており、人が住んだり、田や畑を営
むことができる潜在的な可能性が高いと考えられる。

• 実際の土地利用をみると、宅地・田・畑は、約80％を占めており、可住地の大半を
利用できていると考えられる。

• 都市計画区域における市街化区域と市街化調整区域をみると、市街化調整区域
（市街化を抑制すべきとしている区域）が約69.5%を占めており、政令指定都市と比
較してもこの割合は高い。

• 本市の用途地域は、住居系、工業系、商業系の地域の順に大きく、宅地内の内訳
と同様の順に大きい。また住居系でも中高層住居専用地域の割合が大きい。
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第１種低層住居専用地域, 

1,068 , 9.9%

第２種低層住居専用地域, 

107 , 1.0%

第１種中高層住居専用地域, 

2,562 , 23.7%

第２種中高層住居専用地域, 

2,552 , 23.6%

第１種住居地域, 1,175 , 

10.9%

第２種住居地域, 641 , 5.9%

準住居地域, 224 , 2.1%

近隣商業地域, 542 , 5.0%

商業地域, 392 , 3.6%
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第２章 都市基盤
２ 都市交通特性

本市の主要な都市課題として、公共交通の利用促進等が挙
げられ、本市では公共交通の利便性向上等に取り組んでいる。
今回は、外出率や移動の回数等をはじめ、代表的な交通手段
や移動の目的といった主要な都市交通特性値※について、平
日・休日での違いに着目して、本市の特徴を考える。

① 外出率※及び移動回数、移動に係る距離・時間
② 代表交通手段別・目的種類別の構成比
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 本市の平日・休日の外出率をみると、平日が休日より約20％高い割合で外出している。
 平日・休日の外出率を全国と比較すると、若干高い。
 本市の1人1日当たりの移動回数をみると、平日が多い。
 1人1日当たりの移動回数を全国と比較すると、ほぼ同じ値である。
 本市では、平日の方が休日よりも人は移動しており、移動の回数も多い。

なおこれらの値は全国と比較すると、ほとんど同様の値である。
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 本市のトリップ長をみると、休日が平日よりも距離・時間ともに長い。
 トリップ長を全国と比較すると、本市のトリップ長（距離）は平日・休日ともに短く、特に休日は

2.8km短い。またトリップ長（時間）について、平日は2分ほど短く、休日はほとんど同様である。

②都市計画区域（市街化区域・市街化調整区域）、用途地域
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１ 土地利用

政令指定都市

 用途地域をみると、住居系の用途地域（赤字箇所）が約77.1%と割合が大きい。そのなかでも特に
「第1種中高層住居専用地域」、「第2種中高層住居専用地域」の割合が大きい。これらは中高層
住宅のための地域であり、病院や大学、一定規模の店舗等を建てることができる地域である。

 一方で工業系の用途地域（工業専用地域、工業地域、準工業地域）の割合は小さく、工場を建て
られる地域の割合は小さい。次いで商業系の用途地域（商業地域、近隣商業地域）と続く。

 本市の都市計画区域面積は、政令指定都市のなかで11番目に大きい。（なお都市計画区域外が、
河内町や城南町の一部にある。）

 本市の都市計画区域における市街化調整区域の割合をみると、政令指定都市のなかで4番目に
大きく、市街化区域より市街化調整区域の方が大きい。

• 本市の可住地面積は、総面積の約84.1%を占めており、人が住んだり、田や畑を営
むことができる潜在的な可能性が高いと考えられる。

• 実際の土地利用をみると、宅地・田・畑は、約80％を占めており、可住地の大半を
利用できていると考えられる。

• 都市計画区域における市街化区域と市街化調整区域をみると、市街化調整区域
（市街化を抑制すべきとしている区域）が約69.5%を占めており、政令指定都市と比
較してもこの割合は高い。

• 本市の用途地域は、住居系、工業系、商業系の地域の順に大きく、宅地内の内訳
と同様の順に大きい。また住居系でも中高層住居専用地域の割合が大きい。
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第２章 都市基盤
３ 建物（住宅）

本市では、住宅施策の展開を図るため、平成28年熊本地震
の影響や社会情勢の変化を踏まえて、2020年3月に熊本市住
生活基本計画を改定し、住宅施策を推進している。今回は、住
宅における建て方や所有といった基礎的な事柄をはじめ、耐震
化に着目して、本市の特徴を考える。

① 建物（住宅）の建て方・所有
② 住宅における耐震化の促進

①建物（住宅）の建て方・所有

建物（住宅）

から考える
熊本市の都市政策

熊本市

 熊本市の建物において種別の内訳をみると、棟数・床面積ともに住宅が7割以上を占めている。
 種別でみると、住宅、工場・倉庫、事務所・店舗、旅館・ホテル、その他の順となっている。

政令指定都市

 住宅の建て方別の割合をみると、本市は、政令指定都市のなかで6番目に一戸建※の住宅の割
合が大きい。

 本市においては、建て方別住宅割合として、共同住宅の割合が一番多く、一戸建が3％弱の差で
続いている。
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（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成
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第２章 都市基盤
２ 都市交通特性

熊本市

 平日・休日ともに自動車（運転）での移動が一番多く、40％以上を占めている。
 平日・休日ともに鉄道・バスは5％未満であり、平日より休日の公共交通の利用割合が少ない。
 平日と休日を比べると、自動車（同乗）での移動の割合が休日で大きくなっている。

 平日は、帰宅を除くと「通勤」の割合が一番多く、休日は、「私事（その他）」の割合が一番多い。
 平日から休日で割合が5％以上減少したのは「通勤」、「通学」、「業務」であり、増加したのは「私

事（買物）」、「私事（食事）」、「私事（その他）」である。

（出典）国土交通省「平成27年度全国都市交通特性調査結果」より作成

• 平日・休日ともに自動車での移動割合が大きく、公共交通（電車・バス）での移動割
合が小さいため、特に自動車から公共交通へ交通手段の転換施策を考える必要
がある。

• 平日・休日では、移動の特徴が異なるため、施策を分けて考える必要があると考え
られる。

• 平日は、移動の回数が多いため公共交通の利用促進は重要である。特に、「通勤」
「通学」「業務」での移動割合が大きいため、これらに着目した施策が有効ではない
かと考えられる。

• 休日は、乗合での自動車移動割合が大きく、「私事（買物）」、「私事（食事）」、「私事
（その他）」を目的とした移動が多い点に着目した施策が有効ではないかと考えられる。
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熊本市
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（出典）国土交通省「平成27年度全国都市交通特性調査結果」より作成
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本市では、住宅施策の展開を図るため、平成28年熊本地震
の影響や社会情勢の変化を踏まえて、2020年3月に熊本市住
生活基本計画を改定し、住宅施策を推進している。今回は、住
宅における建て方や所有といった基礎的な事柄をはじめ、耐震
化に着目して、本市の特徴を考える。

① 建物（住宅）の建て方・所有
② 住宅における耐震化の促進

①建物（住宅）の建て方・所有

建物（住宅）
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 熊本市の建物において種別の内訳をみると、棟数・床面積ともに住宅が7割以上を占めている。
 種別でみると、住宅、工場・倉庫、事務所・店舗、旅館・ホテル、その他の順となっている。

政令指定都市

 住宅の建て方別の割合をみると、本市は、政令指定都市のなかで6番目に一戸建※の住宅の割
合が大きい。

 本市においては、建て方別住宅割合として、共同住宅の割合が一番多く、一戸建が3％弱の差で
続いている。
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 平日・休日ともに自動車（運転）での移動が一番多く、40％以上を占めている。
 平日・休日ともに鉄道・バスは5％未満であり、平日より休日の公共交通の利用割合が少ない。
 平日と休日を比べると、自動車（同乗）での移動の割合が休日で大きくなっている。

 平日は、帰宅を除くと「通勤」の割合が一番多く、休日は、「私事（その他）」の割合が一番多い。
 平日から休日で割合が5％以上減少したのは「通勤」、「通学」、「業務」であり、増加したのは「私

事（買物）」、「私事（食事）」、「私事（その他）」である。

（出典）国土交通省「平成27年度全国都市交通特性調査結果」より作成

• 平日・休日ともに自動車での移動割合が大きく、公共交通（電車・バス）での移動割
合が小さいため、特に自動車から公共交通へ交通手段の転換施策を考える必要
がある。

• 平日・休日では、移動の特徴が異なるため、施策を分けて考える必要があると考え
られる。

• 平日は、移動の回数が多いため公共交通の利用促進は重要である。特に、「通勤」
「通学」「業務」での移動割合が大きいため、これらに着目した施策が有効ではない
かと考えられる。

• 休日は、乗合での自動車移動割合が大きく、「私事（買物）」、「私事（食事）」、「私事
（その他）」を目的とした移動が多い点に着目した施策が有効ではないかと考えられる。
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②住宅における耐震化の促進

 本市の一戸建木造住宅の数・割合は、どの
年も大きな割合を占めている。

• 本市の建物を種別にみると、棟・床面積のどちらでも住宅の割合が多く、建物に関
する政策を考えるうえで、住宅を対象とすることが基本となると考えられる。

• 本市は、住宅の建て方に着目すると、共同住宅の割合が一戸建よりわずかに大き
いものの、数の偏りがあまりない。また住宅の所有でみると、持ち家の割合が大き
く、そのうち一戸建は持ち家、共同住宅は借家の割合が大きい。

• 本市の耐震化率の推移をみると、 2013年から2018年では一戸建木造住宅の耐震
化率が他の年の3倍近く上昇しており、平成28年熊本地震の影響が考えられる。

• 本市では、熊本市建築物耐震改修促進計画において、2026年度末までに住宅の
耐震化を概ね解消することを目標としており、耐震性が十分でない戸数が多く、耐
震化率が低い 「一戸建木造住宅」を対象に、補助金交付等を行っている。目標達
成のため、経済的な支援に加え、今後は、耐震化が進まない理由等を様々な面か
ら把握し、耐震化を促す方策を検討していくことが考えられる。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

 本市において、住宅の耐震化率は住宅総数でみると、年々上昇している。
 一戸建木造住宅は、どの年においても住宅総数より、耐震化率が低い。
 一戸建木造住宅の耐震化率の推移をみると、2013-2018年で他の年の3倍近く上昇している。
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（出典）国土交通省「平成30年住宅・土地統計調査」（2020）より作成

 本市の2000年以前に建築された一戸建木造
住宅において、主に家計を支える者の年齢
別に世帯数をみると、約62％が65歳以上と
なっており、高齢者の割合が大きい。
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 住宅における所有の内訳をみると、本市は政令指定都市のなかで、14番目に持ち家の割合が大
きい。

 本市においては、持ち家の方が借家より割合が大きい。

 本市の住宅において、建て方別に所有状況をみると、一戸建の9割ほどが持ち家である。
 一方で共同住宅は、8割ほどが借家である。
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なお分譲マンションの戸数は、36,017戸というデータがある点に留意する必要がある。（令和3年度熊本市分譲マンション実態調査報告書）
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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②住宅における耐震化の促進

 本市の一戸建木造住宅の数・割合は、どの
年も大きな割合を占めている。

• 本市の建物を種別にみると、棟・床面積のどちらでも住宅の割合が多く、建物に関
する政策を考えるうえで、住宅を対象とすることが基本となると考えられる。

• 本市は、住宅の建て方に着目すると、共同住宅の割合が一戸建よりわずかに大き
いものの、数の偏りがあまりない。また住宅の所有でみると、持ち家の割合が大き
く、そのうち一戸建は持ち家、共同住宅は借家の割合が大きい。

• 本市の耐震化率の推移をみると、 2013年から2018年では一戸建木造住宅の耐震
化率が他の年の3倍近く上昇しており、平成28年熊本地震の影響が考えられる。

• 本市では、熊本市建築物耐震改修促進計画において、2026年度末までに住宅の
耐震化を概ね解消することを目標としており、耐震性が十分でない戸数が多く、耐
震化率が低い 「一戸建木造住宅」を対象に、補助金交付等を行っている。目標達
成のため、経済的な支援に加え、今後は、耐震化が進まない理由等を様々な面か
ら把握し、耐震化を促す方策を検討していくことが考えられる。

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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 一戸建木造住宅の耐震化率の推移をみると、2013-2018年で他の年の3倍近く上昇している。
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（注）2000年6月の建築基準法改正（耐震基準の改正）より前に建築されたものが対象
（出典）国土交通省「平成30年住宅・土地統計調査」（2020）より作成

 本市の2000年以前に建築された一戸建木造
住宅において、主に家計を支える者の年齢
別に世帯数をみると、約62％が65歳以上と
なっており、高齢者の割合が大きい。
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 住宅における所有の内訳をみると、本市は政令指定都市のなかで、14番目に持ち家の割合が大
きい。

 本市においては、持ち家の方が借家より割合が大きい。

 本市の住宅において、建て方別に所有状況をみると、一戸建の9割ほどが持ち家である。
 一方で共同住宅は、8割ほどが借家である。
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なお分譲マンションの戸数は、36,017戸というデータがある点に留意する必要がある。（令和3年度熊本市分譲マンション実態調査報告書）
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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（出典）熊本市上下水道局「数字で見る熊本市の上下水道」

 下水道未普及の区域等では浄化槽が設置されている。下水道の普及が進んでいることもあり、浄
化槽の数は減少している。

 単独処理浄化槽※が減少し、合併処理浄化槽※が増加している。2001年からは単独処理浄化槽
の新設は禁止されており、本市では単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に補助金を
交付し、転換を図っている。

 本市は計画的に下水道の整備を進めたことで処理区域内人口が増加し、普及率も上昇している。

熊本市

 本市の下水道の普及率は、2020年で約89.6%となっている。
 大都市の中では、相対的にみると下位に位置する。

熊本市

14,438 13,687 13,100 12,600 11,940 

11,097 10,692 10,250 
9,792 9,293 

11,415 11,611 11,834 12,040 12,177 

12,704 13,043 13,225 13,267 13,289 

25,853 25,298 24,934 24,640 24,117 23,801 23,735 23,475 23,059 22,582 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

種類別浄化槽数の推移

単独処理浄化槽 合併処理浄化槽 浄化槽 合計 （出典）熊本市「市政概要」

（基）

第２章 都市基盤
４ 上下水道

都市施設の1つとして上下水道がある。本市は、「日本一の地
下水都市」と称されるように、水道水源の全てを地下水で賄っ
ている。また良好な生活環境を守るため、下水道整備等が進め
られてきた。ここでは、上下水道や浄化槽の普及、管路の整備
や耐震化等のデータから、本市の上下水道の特徴を考える。

① 上水道・下水道等の普及
② 管路の計画的・適切な管理

①上水道・下水道等の普及

大都市

上下水道

から考える
熊本市の都市政策

熊本市

100 100 100 100 100 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 99.8 99.7 99.7 99.7 99.6
99.2 99.2

98.3

97 97

96.1

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

東
京
都
区
部

横
浜
市

名
古
屋
市

大
阪
市

堺
市

岡
山
市

札
幌
市

京
都
市

さ
い
た
ま
市

川
崎
市

相
模
原
市

仙
台
市

北
九
州
市

福
岡
市

新
潟
市

神
戸
市

静
岡
市

広
島
市

浜
松
市

千
葉
市

熊
本
市

上水道：給水区域面積※と普及率

給水区域の面積 普及率 （出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

（ ％ ）（km2）

692,456 

695,171 
696,539 

698,967 

701,336 

704,557 
705,889 

706,963 

708,616 

94.1
94.3 94.4

94.6

95.2
95.4

95.6
95.8

96.1

90.0

91.0

92.0

93.0

94.0

95.0

96.0

97.0

98.0

99.0

100.0

680,000

685,000

690,000

695,000

700,000

705,000

710,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

上水道：給水区域内人口と普及率の推移

給水人口 普及率

（ ％ ）（ 人 ）
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 本市は普及率を高め、給水人口も増加させてきた。（2020年で約96.1％）

 本市の水道の普及率は、約96.1％と高いようにみえるが、大都市のなかで相対的にみると最下位
である。
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（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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 下水道未普及の区域等では浄化槽が設置されている。下水道の普及が進んでいることもあり、浄
化槽の数は減少している。

 単独処理浄化槽※が減少し、合併処理浄化槽※が増加している。2001年からは単独処理浄化槽
の新設は禁止されており、本市では単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換に補助金を
交付し、転換を図っている。

 本市は計画的に下水道の整備を進めたことで処理区域内人口が増加し、普及率も上昇している。

熊本市

 本市の下水道の普及率は、2020年で約89.6%となっている。
 大都市の中では、相対的にみると下位に位置する。
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都市施設の1つとして上下水道がある。本市は、「日本一の地
下水都市」と称されるように、水道水源の全てを地下水で賄っ
ている。また良好な生活環境を守るため、下水道整備等が進め
られてきた。ここでは、上下水道や浄化槽の普及、管路の整備
や耐震化等のデータから、本市の上下水道の特徴を考える。

① 上水道・下水道等の普及
② 管路の計画的・適切な管理

①上水道・下水道等の普及
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給水区域の面積 普及率 （出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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 本市は普及率を高め、給水人口も増加させてきた。（2020年で約96.1％）

 本市の水道の普及率は、約96.1％と高いようにみえるが、大都市のなかで相対的にみると最下位
である。
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 水道管（基幹管路）の耐震適合率を大都市で比較すると、本市は、約79.6％と3位となっている。
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（出典）熊本市「熊本市上下水道事業年報」

 水道管路の耐震化率は、2021年で30.3％、10年間で13.7％耐震化が進んでいる。
 下水道管路の耐震化率は、10年間で8.9％耐震化が進んでいる。

• 上下水道は、整備開始から給水区域や処理区域を拡大させ、普及率を高めてきた
結果、普及率は90％を超えている。これらの数字は高い割合ではあるが、未整備
区域解消のために今後も整備を進めていく必要はある。特に下水道の普及率は大
都市でみると、下位に位置することもあり、計画的に進める必要がある。また下水
道の未整備地域等では、浄化槽が設置されているが、推移をみると全体的には減
少している。また浄化槽のなかでも単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換
が図られている。

• 上下水道の普及率は高くなっているものの、管路の更新を進めていく必要もある。
また更新の際には、耐震性を持ったものにしていくことが望ましい。上水道の基幹
管路は、大都市で比較すると耐震性適合率は3位となっているが、水道管や下水道
管の全体でみると、これから耐震化を進めていく必要がある。
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熊本市

 下水道管の老朽化率をみると、2021年度時点で、標準耐用年数（50年）を経過したものが約
173km（約6.3％）ある。

 布設年度をみると、1970年から1990年をピークに布設されているため、今後更新を必要とする管
路は、増加していくものと考えられる。

 熊本市上下水道事業経営戦略前期実施計画では、これらの管路は、計画的に改築更新していく
こととしており、検証指標として下水道管路改築更新延長を設定している。
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（出典）熊本市「熊本市上下水道事業経営戦略前期実施計画」（2020）、上下水道局提供データ（2022）

（出典）熊本市「熊本市上下水道事業経営戦略前期実施計画」（2020）、上下水道局提供データ（2022）
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※

 水道管の老朽化率をみると、2021年度時点で、標準耐用年数※（40年）を経過したものが約828km
（約23.1％）、標準耐用年数の1.5倍（60年）を経過したものが、約276km（約7.7％）あり、約15km/
年ペースで非耐震性管路を更新していく計画を立てている。

②管路の計画的・適切な管理
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 水道管（基幹管路）の耐震適合率を大都市で比較すると、本市は、約79.6％と3位となっている。
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（出典）熊本市「熊本市上下水道事業年報」

 水道管路の耐震化率は、2021年で30.3％、10年間で13.7％耐震化が進んでいる。
 下水道管路の耐震化率は、10年間で8.9％耐震化が進んでいる。

• 上下水道は、整備開始から給水区域や処理区域を拡大させ、普及率を高めてきた
結果、普及率は90％を超えている。これらの数字は高い割合ではあるが、未整備
区域解消のために今後も整備を進めていく必要はある。特に下水道の普及率は大
都市でみると、下位に位置することもあり、計画的に進める必要がある。また下水
道の未整備地域等では、浄化槽が設置されているが、推移をみると全体的には減
少している。また浄化槽のなかでも単独処理浄化槽から合併処理浄化槽への転換
が図られている。

• 上下水道の普及率は高くなっているものの、管路の更新を進めていく必要もある。
また更新の際には、耐震性を持ったものにしていくことが望ましい。上水道の基幹
管路は、大都市で比較すると耐震性適合率は3位となっているが、水道管や下水道
管の全体でみると、これから耐震化を進めていく必要がある。

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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 下水道管の老朽化率をみると、2021年度時点で、標準耐用年数（50年）を経過したものが約
173km（約6.3％）ある。

 布設年度をみると、1970年から1990年をピークに布設されているため、今後更新を必要とする管
路は、増加していくものと考えられる。

 熊本市上下水道事業経営戦略前期実施計画では、これらの管路は、計画的に改築更新していく
こととしており、検証指標として下水道管路改築更新延長を設定している。
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（出典）熊本市「熊本市上下水道事業経営戦略前期実施計画」（2020）、上下水道局提供データ（2022）

（出典）熊本市「熊本市上下水道事業経営戦略前期実施計画」（2020）、上下水道局提供データ（2022）

（km）

※※

※

 水道管の老朽化率をみると、2021年度時点で、標準耐用年数※（40年）を経過したものが約828km
（約23.1％）、標準耐用年数の1.5倍（60年）を経過したものが、約276km（約7.7％）あり、約15km/
年ペースで非耐震性管路を更新していく計画を立てている。

②管路の計画的・適切な管理
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• 本市では、指定緊急避難場所として300を超える施設が指定されている。これにつ
いての認知度は90％を超えるが、最寄の指定避難所の認知度は、81.2％にとど
まっている。特に20-30代、居住年5年未満の市民への認知度が相対的に低く、こ
れらの層に周知が必要と考えられる。

• 地域の防災力の向上として、地域・行政等で組織される地域防災連絡会は平成28
年熊本地震後に結成が進んでいる。また2013年から自治会単位で地域版ハザード
マップの作成も進められ、南区では89.6％の自治会で作成されており、地域防災力
を高めている。これらとあわせて防災拠点や避難所において耐震化やマンホールト
イレ設置等の対策が進められている。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

②地域防災力の向上

 地域版ハザードマップの作成を進めており、
熊本市（合計）では46.6％で作成されている。
また区別にみると、南区が89.6％と作成率が
突出しており、中央区・北区は20％台と作成
率は低い。

 指定防災拠点施設（建物）の耐震化率は、
2021年において92.3%となっている。熊本市建
築物耐震改修促進計画では、2026年度まで
に耐震化率を100％にすることを目指している。

熊本市

 校区防災連絡会の設置状況をみると、2017
年から設置が開始され、2021年度には93件
の結成と、設置件数を増やしている。

 2015年度より災害用マンホールトイレの設置
を開始し、平成28年熊本地震では活用され、
2018年度からは、避難所である小中学校へ
10箇所ずつ設置が進められている。
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近年、本市は平成28年熊本地震をはじめとする自然災害に見
舞われている。このような災害においては、市民1人ひとりが自
ら安全で速やかに避難することが重要であり、防災意識の啓発
や地域防災力の向上を図っていく必要がある。ここでは、地域
防災に関するデータから、本市の特徴について考える。

① 防災意識の啓発
② 地域防災力の向上

①防災意識の啓発

熊本市

地域防災

から考える
熊本市の都市政策
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 本市では、指定緊急避難場所として合計303
箇所指定されており、小中学校は134校や公
園は49箇所、その他公共施設等は120箇所
指定されている。

 「最寄の指定避難所を知っているか」年齢別
に回答をみた場合、「知っている」割合が最も
低いのは、25-29歳（58.5%）であり、30-34歳、
20-24歳と続いている。

熊本市

 2021年度市民アンケート結果より、学校や公
園が避難場所として指定されていることを知っ
ている人は、92％だが、最寄の指定避難所※

を知っている人は、81.2％と相対的に低い。
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 同じ質問において居住年数別に「知ってい
る」割合をみると、居住年数が浅い5年未満
が51.6%であり、5-10年未満が65.5%と続いて
いる。
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• 本市では、指定緊急避難場所として300を超える施設が指定されている。これにつ
いての認知度は90％を超えるが、最寄の指定避難所の認知度は、81.2％にとど
まっている。特に20-30代、居住年5年未満の市民への認知度が相対的に低く、こ
れらの層に周知が必要と考えられる。

• 地域の防災力の向上として、地域・行政等で組織される地域防災連絡会は平成28
年熊本地震後に結成が進んでいる。また2013年から自治会単位で地域版ハザード
マップの作成も進められ、南区では89.6％の自治会で作成されており、地域防災力
を高めている。これらとあわせて防災拠点や避難所において耐震化やマンホールト
イレ設置等の対策が進められている。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

②地域防災力の向上

 地域版ハザードマップの作成を進めており、
熊本市（合計）では46.6％で作成されている。
また区別にみると、南区が89.6％と作成率が
突出しており、中央区・北区は20％台と作成
率は低い。

 指定防災拠点施設（建物）の耐震化率は、
2021年において92.3%となっている。熊本市建
築物耐震改修促進計画では、2026年度まで
に耐震化率を100％にすることを目指している。

熊本市

 校区防災連絡会の設置状況をみると、2017
年から設置が開始され、2021年度には93件
の結成と、設置件数を増やしている。

 2015年度より災害用マンホールトイレの設置
を開始し、平成28年熊本地震では活用され、
2018年度からは、避難所である小中学校へ
10箇所ずつ設置が進められている。
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近年、本市は平成28年熊本地震をはじめとする自然災害に見
舞われている。このような災害においては、市民1人ひとりが自
ら安全で速やかに避難することが重要であり、防災意識の啓発
や地域防災力の向上を図っていく必要がある。ここでは、地域
防災に関するデータから、本市の特徴について考える。

① 防災意識の啓発
② 地域防災力の向上

①防災意識の啓発
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 本市では、指定緊急避難場所として合計303
箇所指定されており、小中学校は134校や公
園は49箇所、その他公共施設等は120箇所
指定されている。

 「最寄の指定避難所を知っているか」年齢別
に回答をみた場合、「知っている」割合が最も
低いのは、25-29歳（58.5%）であり、30-34歳、
20-24歳と続いている。

熊本市

 2021年度市民アンケート結果より、学校や公
園が避難場所として指定されていることを知っ
ている人は、92％だが、最寄の指定避難所※

を知っている人は、81.2％と相対的に低い。
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第３章 健康・福祉
１ 健康づくり

①健康づくりに関する市民の意見

健康づくりに関する市民の意見
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エ

オ

カ

カ

カ

カ

 健康づくりに関する市民の意見を可視化した結果、検診（ア）、健康診断（イ）、むし歯・医療費（ウ）、
喫煙（エ）、取組の周知（オ）、食（カ）等に関するキーワードが多く見られた。

熊本市

（注）ｎ＝1,845 自由意見 ｎ=270をKhcoderで共起ネットワーク作成。
図中の円が大きいほど、その単語の出現頻度が高いことを表している。

一緒に出現する頻度の高い単語同士は線でつながれている。
（出典）熊本市「健康づくりに関する市民アンケート調査」 （2018）より作成
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本市では年々増加する生活習慣病※に対処するため、乳幼児
からのむし歯予防や健診の受診率向上等、ライフステージごと
に様々な健康づくりに関する施策を展開している。市民のニー
ズや現状に沿った健康づくりを推進するため、 健康づくりに関
する市民の意見の可視化と、各種健診の状況と課題について
考える。

① 健康づくりに関する市民の意見
② こどものむし歯
③ 健診等、がん検診受診率

健康づくり

から考える
熊本市の都市政策
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③健診等、がん検診受診率

政令指定都市
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（％）
健診等※の受診率

（注）健診等の受診率＝「受けた」回答数/回答総数×100
健診等：市区町村が実施した健診、勤め先又は健康保険組合等が実施した健診、学

校が実施した健診、人間ドック、その他を指す。
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第３章 健康・福祉
１ 健康づくり

（注） 「国民生活基礎調査」においてがん検診受診率は3年に1度調査されている。

 本市のがん検診受診率は、胃がん検診過去2年間（51.1％）が最も高く、大腸がん検診（40.5％）が
最も低い。

（注）全国を100とした場合の受診率＝該当地区の受診率/全国の受診率×100
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(％)
がん検診受診率

胃がん検診過去1年間(40～69歳) 肺がん検診(40～69歳) 大腸がん検診(40～69歳)

胃がん検診過去2年間(50～69歳) 子宮がん（子宮頸がん）検診(女性20～69歳） 乳がん検診（女性40～69歳）

政令指定都市

（出典）厚生労働省「国民生活基礎調査 国民生活基礎調査 健康 都道府県編」（2019）より作成

 本市の健診等受診率は政令指定都市中
ワースト6位である。

 本市の受診率は子宮がん、胃がん以外の項
目で全国平均を下回っている。

 本市の受診率は全ての項目で熊本県を下
回っている。

市区町村が実施した健診のみならず、全体の傾向を把握するため、勤め先又は健康保険組合等が実施した健診、学校が実施した健診、人間ドック、その他を含む、国民生
活基礎調査のデータを用いた。この数値は、対象者の回答に基づく。 実際に検診を受診した人数を集計したものではなく、対象者の記憶違いなどによる誤差が含まれている。
がん健診受診率＝各がん検診対象年齢のがん検診受診状況「受けた」回答数/各がん検診対象年齢の「受けた」「受けていない」「不詳」回答総数×100
大腸がん検診および肺がん検診は、過去1年間の受診有無を、乳がん検診、子宮がん（子宮頸がん）検診は過去2年間の受診有無を、胃がん検診は過去1年間および過去2
年間の受診有無の両方を調査対象としている。
受診率の算定対象年齢は、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月）に基づき40～69歳（子宮頸がん検診は20～69歳）とする。また2019年以降の胃がん検診（過去2年間）
については、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」に基づき50～69歳とする。子宮頸がん、乳がんは女性のみの数値を利用。
入院者は集計から除外。

（出典）厚生労働省「 国民生活基礎調査健康都道府県編」（2019）より作成

②こどものむし歯

（注）むし歯のある者の割合＝むし歯のある人員／受診実人員×100
（出典）厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告(地域保健編)市区町村編」（2020）より作成

政令指定都市

 本市は、2020年における1歳6か月児でむし歯のある者の割合が政令指定都市中ワースト2位で
ある。

熊本市

 本市の3歳児のむし歯のある者の割合は減少傾向にある。
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 本市は、2020年における3歳児でむし歯のある者の割合が政令指定都市中ワースト1位である。
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（出典）厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告(地域保健編)市区町村編」（2020）より作成
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（注） 「国民生活基礎調査」においてがん検診受診率は3年に1度調査されている。
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受診率の算定対象年齢は、「がん対策推進基本計画」（平成24年6月）に基づき40～69歳（子宮頸がん検診は20～69歳）とする。また2019年以降の胃がん検診（過去2年間）
については、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」に基づき50～69歳とする。子宮頸がん、乳がんは女性のみの数値を利用。
入院者は集計から除外。

（出典）厚生労働省「 国民生活基礎調査健康都道府県編」（2019）より作成

②こどものむし歯

（注）むし歯のある者の割合＝むし歯のある人員／受診実人員×100
（出典）厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告(地域保健編)市区町村編」（2020）より作成

政令指定都市

 本市は、2020年における1歳6か月児でむし歯のある者の割合が政令指定都市中ワースト2位で
ある。

熊本市

 本市の3歳児のむし歯のある者の割合は減少傾向にある。
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 本市は、2020年における3歳児でむし歯のある者の割合が政令指定都市中ワースト1位である。
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（出典）厚生労働省「地域保健・健康増進事業報告(地域保健編)市区町村編」（2020）より作成
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「超高齢社会※」を迎え、介護サービス基盤の整備が進むと
同時に保険給付費やその財源である介護保険料の大幅な増額、
介護人材不足が深刻化する等、制度の持続性が危惧される。
また、認知機能の低下がみられる高齢者は増加傾向にあり、
2018年時点で、高齢者全体の約12.2％を占めている。以上の課
題を踏まえ、より持続的な介護サービスの実現を目指して、本
市の高齢者福祉や介護サービス等の今後について考える。

① 高齢者福祉
② 介護人材
③ 介護予防
④ 認知症

①高齢者福祉

大都市

（注）要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成

 本市の要介護認定者数（人口100人当たり）
は、大都市中10位である。

 本市の要介護者構成割合は、大都市平均と
比較して、要介護1の割合が高く、要介護2～
5の割合が低い。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （2020）より作成

（注）老人福祉施設数（要介護認定者1万人当たり）＝要介護認定者数/老人福祉施設等数×10,000
要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数

老人介護施設には、要支援を対象とした施設も含まれるため、要支援者を含めた要介護認定者数を計算に用いた
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （2020）より作成

 本市における老人福祉施設数（要介護認定者1万人当たり）は、大都市中6位である。
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（注）がん検診が行われているがんのみ抽出
（出典）厚生労働省「人口動態調査 人口動態統計

確定数 死亡」

• 文書形式のデータを可視化するテキストマイニングという手法を用いて、健康づくり
に関する市民の意見を分析した結果、検診、健康診断、喫煙、医療費、食に関連
するニーズが抽出されたことから、これらのニーズに沿った健康づくりが求められる。

• 本市はこどものむし歯が多く、3歳児は政令指定都市の中で最下位となっている。
むし歯のある者の割合は年々減少しているものの、政令指定都市と比較すると依
然として高い。2023年度からは「こどものフッ化物塗布事業」を開始し、1歳、1歳6か
月（幼児健診時）、2歳、2歳6か月、3歳（幼児健診時）と計5回のフッ化物塗布を受
ける機会を設け、むし歯予防に取り組んでいる。

• 本市では、がんによる死亡率は他の政令指定都市と比較して低いものの、がん検
診の受診率、健診等の受診率は全国、熊本県、他の政令指定都市と比較して低い
ことから、健診受診率向上に向けた取組が重要である。

 本市のがんによる死因別死亡率は、2015年と2020年を比較すると胃、直腸の悪性新生物は減少、
肺、乳房、子宮の悪性新生物については増加している。

 5項目のがんの中では、気管、気管支及び肺の悪性新生物の死亡率が最も高い。

熊本市

（注）がん検診が行われているがんのみ抽出
（出典）厚生労働省「人口動態調査 人口動態統計 確定数 死亡」（2020）

 本市のがんによる死因別にみた死亡率は政令指定都市中5位である。
 本市の胃の悪性新生物による死亡率は政令指定都市中最も低い。
 本市の乳房の悪性新生物による死亡率は政令指定都市中ワースト5位である。

政令指定都市

35

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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「超高齢社会※」を迎え、介護サービス基盤の整備が進むと
同時に保険給付費やその財源である介護保険料の大幅な増額、
介護人材不足が深刻化する等、制度の持続性が危惧される。
また、認知機能の低下がみられる高齢者は増加傾向にあり、
2018年時点で、高齢者全体の約12.2％を占めている。以上の課
題を踏まえ、より持続的な介護サービスの実現を目指して、本
市の高齢者福祉や介護サービス等の今後について考える。

① 高齢者福祉
② 介護人材
③ 介護予防
④ 認知症

①高齢者福祉

大都市

（注）要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成

 本市の要介護認定者数（人口100人当たり）
は、大都市中10位である。

 本市の要介護者構成割合は、大都市平均と
比較して、要介護1の割合が高く、要介護2～
5の割合が低い。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （2020）より作成

（注）老人福祉施設数（要介護認定者1万人当たり）＝要介護認定者数/老人福祉施設等数×10,000
要介護認定者数：要支援1～要介護5までの認定者数

老人介護施設には、要支援を対象とした施設も含まれるため、要支援者を含めた要介護認定者数を計算に用いた
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」 （2020）より作成

 本市における老人福祉施設数（要介護認定者1万人当たり）は、大都市中6位である。
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がん検診と対応するがんによる死因別死亡率（人口10万対）

胃の悪性新生物＜腫瘍＞ 気管，気管支及び肺の悪性新生物＜腫瘍＞

直腸Ｓ状結腸移行部及び直腸の悪性新生物＜腫瘍＞ 子宮の悪性新生物＜腫瘍＞

乳房の悪性新生物＜腫瘍＞

（注）がん検診が行われているがんのみ抽出
（出典）厚生労働省「人口動態調査 人口動態統計

確定数 死亡」

• 文書形式のデータを可視化するテキストマイニングという手法を用いて、健康づくり
に関する市民の意見を分析した結果、検診、健康診断、喫煙、医療費、食に関連
するニーズが抽出されたことから、これらのニーズに沿った健康づくりが求められる。

• 本市はこどものむし歯が多く、3歳児は政令指定都市の中で最下位となっている。
むし歯のある者の割合は年々減少しているものの、政令指定都市と比較すると依
然として高い。2023年度からは「こどものフッ化物塗布事業」を開始し、1歳、1歳6か
月（幼児健診時）、2歳、2歳6か月、3歳（幼児健診時）と計5回のフッ化物塗布を受
ける機会を設け、むし歯予防に取り組んでいる。

• 本市では、がんによる死亡率は他の政令指定都市と比較して低いものの、がん検
診の受診率、健診等の受診率は全国、熊本県、他の政令指定都市と比較して低い
ことから、健診受診率向上に向けた取組が重要である。

 本市のがんによる死因別死亡率は、2015年と2020年を比較すると胃、直腸の悪性新生物は減少、
肺、乳房、子宮の悪性新生物については増加している。

 5項目のがんの中では、気管、気管支及び肺の悪性新生物の死亡率が最も高い。

熊本市

（注）がん検診が行われているがんのみ抽出
（出典）厚生労働省「人口動態調査 人口動態統計 確定数 死亡」（2020）

 本市のがんによる死因別にみた死亡率は政令指定都市中5位である。
 本市の胃の悪性新生物による死亡率は政令指定都市中最も低い。
 本市の乳房の悪性新生物による死亡率は政令指定都市中ワースト5位である。

政令指定都市
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④認知症

大都市

 本市と人口規模が近似する大都市の認知症対応型共同生活介護件数（人口1,000人当たり）は、
年々増加している。

（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
2018のデータは熊本市介護保険課確認後修正

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

③介護予防

 全国や熊本県と異なり、本市の通いの場は
すべて住民主体で運営されている。

（出典）厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査結果」 （2020）より作成

 本市の通いの場の活動は、会食や茶話会な
ど、喫食を伴う割合が多い。
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 本市と人口規模が近似する大都市の認知症対応型通所介護件数（人口1,000人当たり）は、岡山
市以外、年々減少している。

（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
2018のデータは熊本市介護保険課確認後修正

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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（主な運営主体別）

住民個人 住民団体 社会福祉協議会

行政 その他 把握していない

 本市の要介護者数は、2012年以降要介護1が増加傾向である。

熊本市

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

②介護人材

（注）統計協議会「大都市比較統計年表／Ⅲ事業所」総務省統計局「平成28年経済
センサス－活動調査（基幹統計調査）」（2020）より作成

（出典）総務省統計局「国勢調査 / 令和2年国勢調査 / 人口等基本集計」

政令指定都市

（出典）熊本市「WEB熊本市統計書」、「大都市比較統計年表」

熊本市

 本市の社会保険・社会福祉・介護事業従事
者数（65歳人口100人当たり）は10.2人で、政
令指定都市中12位である。

 本市の要介護認定者数と社会保険・社会福
祉・介護事業従事者数は共に増加しているが、
要介護認定者数と比較して従事者数の増加
幅は小さい。
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数（65歳以上人口100人当たり）

 本市や他都市の要介護認定者数（人口100人当たり）は、増加傾向にある。
 本市の要介護認定者数は、2018年からほぼ横ばいとなっている。
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（人） 要介護認定者数の推移（人口100人当たり）

相模原市 新潟市 静岡市 浜松市 岡山市 熊本市

（注）大都市２１都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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④認知症

大都市

 本市と人口規模が近似する大都市の認知症対応型共同生活介護件数（人口1,000人当たり）は、
年々増加している。

（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
2018のデータは熊本市介護保険課確認後修正

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

③介護予防

 全国や熊本県と異なり、本市の通いの場は
すべて住民主体で運営されている。

（出典）厚生労働省「介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査結果」 （2020）より作成

 本市の通いの場の活動は、会食や茶話会な
ど、喫食を伴う割合が多い。
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 本市と人口規模が近似する大都市の認知症対応型通所介護件数（人口1,000人当たり）は、岡山
市以外、年々減少している。

（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、浜松市、岡山市のデータのみ表示
2018のデータは熊本市介護保険課確認後修正

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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 本市の要介護者数は、2012年以降要介護1が増加傾向である。

熊本市

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

②介護人材

（注）統計協議会「大都市比較統計年表／Ⅲ事業所」総務省統計局「平成28年経済
センサス－活動調査（基幹統計調査）」（2020）より作成

（出典）総務省統計局「国勢調査 / 令和2年国勢調査 / 人口等基本集計」

政令指定都市

（出典）熊本市「WEB熊本市統計書」、「大都市比較統計年表」

熊本市

 本市の社会保険・社会福祉・介護事業従事
者数（65歳人口100人当たり）は10.2人で、政
令指定都市中12位である。

 本市の要介護認定者数と社会保険・社会福
祉・介護事業従事者数は共に増加しているが、
要介護認定者数と比較して従事者数の増加
幅は小さい。
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 本市や他都市の要介護認定者数（人口100人当たり）は、増加傾向にある。
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（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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本市は、障がい※のある方が身近な地域で質の高い相談支援
を受けられるように、総合的・専門的な相談支援の実施及び地
域の相談支援体制を強化している。また、「障がい者の社会参
加を支える取組」を基本理念に、福祉施設の利用者のうち一般
就労に移行する者の増加につなげる就労移行支援事業等を推
進している。上記の取組のより効果的な推進を目指し、障がい
者（児）の状況、相談支援の状況とその結果としての障がい者
雇用率の状況について考える。

① 障がい者（児）
② 相談支援
③ 障がい者雇用率

（出典）熊本市「第6期熊本市障がい福祉計画」 「保健福祉」（2022）

熊本市

 精神障害者保健福祉手帳、療育手帳保持者数は増加している。
 身体障害者手帳保持者数は全障害者手帳保持者数の中で最も多い。

①障がい者（児）

（出典）熊本市「第6期熊本市障がい福祉計画」

 18歳未満では療育手帳保持者数が最も多く、
年々増加している。

40

第３章 健康・福祉
３ 障がい者（児）福祉

 18歳以上では、身体障害者手帳保持者数が
最も多い。

 精神障害者保健福祉手帳保持者数と、療育
手帳保持者数はともに増加している。

（出典）熊本市「第6期熊本市障がい福祉計画」
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から考える
熊本市の都市政策

 認知症外来新患者数は増加している一方で、認知症サポーター養成実績数は減少している。

• 本市の要介護者のうち要介護2以上の割合は、大都市平均と比較して低い。一方
で、本市の要介護1の人数は年々増加傾向であり、本市の人口ピラミッド（第1章参
照）では68 ～ 76 歳人口が多くなっているため、今後要介護2以上の割合が増加
する可能性がある。

• 本市の65歳以上人口100人当たりの社会保険・社会福祉・介護事業従事者数は、
他の政令指定都市と比較して若干少なく、年次推移においても要介護認定者数と
比較して従業者数の増加幅は小さいことから、要介護認定者数の増加に従事者
数がさらに不足する可能性がある。今後も要介護者数の増加と介護段階の上昇
が見込まれるため、従事者の確保が急がれる。

• 本市の認知症外来新患者数、認知症対応型共同生活介護件数は増加している一
方で、認知症サポーター要請実績の減少、面接相談の減少、電話相談の増加等
の変化がみられた。これらはコロナ禍の影響によるものと考えられるが、今後はこ
うした社会情勢に応じた様々なニーズへの対応が求められる。
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 面接相談は減少傾向である一方で、認知症疾患医療センターの電話相談は増加している。

（出典）熊本市「保健福祉」（2022）
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本市は、障がい※のある方が身近な地域で質の高い相談支援
を受けられるように、総合的・専門的な相談支援の実施及び地
域の相談支援体制を強化している。また、「障がい者の社会参
加を支える取組」を基本理念に、福祉施設の利用者のうち一般
就労に移行する者の増加につなげる就労移行支援事業等を推
進している。上記の取組のより効果的な推進を目指し、障がい
者（児）の状況、相談支援の状況とその結果としての障がい者
雇用率の状況について考える。

① 障がい者（児）
② 相談支援
③ 障がい者雇用率

（出典）熊本市「第6期熊本市障がい福祉計画」 「保健福祉」（2022）

熊本市

 精神障害者保健福祉手帳、療育手帳保持者数は増加している。
 身体障害者手帳保持者数は全障害者手帳保持者数の中で最も多い。

①障がい者（児）

（出典）熊本市「第6期熊本市障がい福祉計画」

 18歳未満では療育手帳保持者数が最も多く、
年々増加している。
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 18歳以上では、身体障害者手帳保持者数が
最も多い。

 精神障害者保健福祉手帳保持者数と、療育
手帳保持者数はともに増加している。

（出典）熊本市「第6期熊本市障がい福祉計画」
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熊本市の都市政策

 認知症外来新患者数は増加している一方で、認知症サポーター養成実績数は減少している。

• 本市の要介護者のうち要介護2以上の割合は、大都市平均と比較して低い。一方
で、本市の要介護1の人数は年々増加傾向であり、本市の人口ピラミッド（第1章参
照）では68 ～ 76 歳人口が多くなっているため、今後要介護2以上の割合が増加
する可能性がある。

• 本市の65歳以上人口100人当たりの社会保険・社会福祉・介護事業従事者数は、
他の政令指定都市と比較して若干少なく、年次推移においても要介護認定者数と
比較して従業者数の増加幅は小さいことから、要介護認定者数の増加に従事者
数がさらに不足する可能性がある。今後も要介護者数の増加と介護段階の上昇
が見込まれるため、従事者の確保が急がれる。

• 本市の認知症外来新患者数、認知症対応型共同生活介護件数は増加している一
方で、認知症サポーター要請実績の減少、面接相談の減少、電話相談の増加等
の変化がみられた。これらはコロナ禍の影響によるものと考えられるが、今後はこ
うした社会情勢に応じた様々なニーズへの対応が求められる。
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 面接相談は減少傾向である一方で、認知症疾患医療センターの電話相談は増加している。

（出典）熊本市「保健福祉」（2022）
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障害や病状の理解に関する支援

健康・医療に関する支援

不安の解消・情緒安定に関する支援

福祉サービスの利用等に関する支援

熊本市

 「市町村における相談支援」件数は、毎年5,000～10,000件単位で変動している。
 2016年と2021年を比較すると、相談支援件数は6638件増加している。
 2017年と2020年は、前年度と比較して相談支援件数が増加しており、それぞれ平成28年熊本地

震、コロナ禍の影響が考えられる。

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」

 本市は全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、「福祉サービスの利用等」に関する支援の
割合が低く、「不安の解消・情緒安定」「障害や病状の理解」「家族関係・人間関係」「就労」「家計・
経済」に関する支援の割合が高い。

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」（2021）
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全国・熊本県・政令指定都市

②相談支援

全国・熊本県・政令指定都市

 本市では、全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、電話相談の割合が高く、訪問、来所相
談の割合が低い。

（注） 「市町村における相談支援」：障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう身近な市町村を中心として実施される相談支援事業
（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」（2021）

 18歳以上の身体障がい者数は、肢体不自由
が最も多い。

 全体として年々減少している。

（出典） 熊本市 「保健福祉」（2021，2022）

熊本市
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「市町村における相談支援」※件数の内訳，支援方法（重複計上）別

電話相談 関係機関 訪問 来所相談 その他

 18歳未満の身体障がい児数は、肢体不自由
が最も多い。

 全体として増減はほとんどみられない。

（出典） 熊本市 「保健福祉」（2021，2022）
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熊本市

 「市町村における相談支援」件数は、毎年5,000～10,000件単位で変動している。
 2016年と2021年を比較すると、相談支援件数は6638件増加している。
 2017年と2020年は、前年度と比較して相談支援件数が増加しており、それぞれ平成28年熊本地

震、コロナ禍の影響が考えられる。

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」

 本市は全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、「福祉サービスの利用等」に関する支援の
割合が低く、「不安の解消・情緒安定」「障害や病状の理解」「家族関係・人間関係」「就労」「家計・
経済」に関する支援の割合が高い。

（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」（2021）
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②相談支援

全国・熊本県・政令指定都市

 本市では、全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、電話相談の割合が高く、訪問、来所相
談の割合が低い。

（注） 「市町村における相談支援」：障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう身近な市町村を中心として実施される相談支援事業
（出典）厚生労働省「福祉行政報告例」（2021）

 18歳以上の身体障がい者数は、肢体不自由
が最も多い。

 全体として年々減少している。

（出典） 熊本市 「保健福祉」（2021，2022）

熊本市
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 18歳未満の身体障がい児数は、肢体不自由
が最も多い。

 全体として増減はほとんどみられない。

（出典） 熊本市 「保健福祉」（2021，2022）
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本市では、生活困窮者※をはじめとした複合的な課題を抱えた
方への支援等、社会情勢を踏まえた様々な課題への対応が求
められている。そこで、より効果的な課題解決を目指し、本市の
生活保護※の特徴を踏まえたうえで、生活保護に至る前の段階
の生活困窮者への支援について考える。

① 生活保護
② 生活困窮者への支援

①生活保護

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000対）
は人口規模が近似する政令指定都市中最も
高い。

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000対）
は、生活困窮者自立支援法※が施行された
2015年以降減少傾向である。
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（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、
浜松市、岡山市のデータのみ表示

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

（注）保護費（1人当たり）=保護費/保護実人員
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成

 本市の生活保護法による種類別保護費（1人当たり）は、大都市中12番目に高い。
 本市の医療扶助費（1人当たり）は、他都市と比較して高く、大都市中2位である。
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大都市

大都市

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000対）
は大都市中10位である。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成

熊本市

• 本市における障害者手帳保持者数は年々増加しており、増加の内訳として、18歳
以上で精神障害者保健福祉手帳保持者数が、全年齢で療育手帳保持者数が増加
している。

• 本市は全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、「市町村における相談支援
事業」の福祉サービスの利用等に関する支援の割合が低いものの、実数としては
年々増加傾向にある。

• 一般就労等を希望する障がい者に対して支援を行う就労移行支援給付、自立訓練
給付は2020年から減少している。一方、企業等の雇用に結びつかない等の障がい
者を対象とした就労継続支援給付は、年々増加しており、障がい者の就労と定着
に向けた効果的な取組が求められる。

• 本市役所における障がい者雇用率は、市長事務部局、教育委員会ともに法定雇用
率（2022年度時点）を上回っているものの、2023年度から国及び地方公共団体等
の法定雇用率が3.0％（教育委員会は2.9％）となることから、雇用率の引き上げとと
もに、引き続き障がい者が働きやすい環境づくりが重要である。

政令指定都市

③障がい者雇用率

（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」（2021，2022）

 児童への支援給付決定者数は増加しており、
特に放課後等デイサービス給付は年間約
300人ずつ増加している。

 成人への支援給付決定者数は、就労継続支
援給付、就労定着支援給付は増加しているも
のの、就労移行支援給付は減少している。

（注）医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援はｎ数が少ないため省略。
（出典） 熊本市 「熊本市の保健福祉」（2021，2022）
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（出典）2022年12月1日において各都市における市役所HPに掲示されている雇用率より作成
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 熊本市役所の障がい者雇用率は、2.67％で、
法定雇用率2.6％を上回っている。

 熊本市教育委員会の障がい者雇用率は、
データを公表している政令指定都市中3位で、
法定雇用率2.4％を上回っている。
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本市では、生活困窮者※をはじめとした複合的な課題を抱えた
方への支援等、社会情勢を踏まえた様々な課題への対応が求
められている。そこで、より効果的な課題解決を目指し、本市の
生活保護※の特徴を踏まえたうえで、生活保護に至る前の段階
の生活困窮者への支援について考える。

① 生活保護
② 生活困窮者への支援

①生活保護

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000対）
は人口規模が近似する政令指定都市中最も
高い。

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000対）
は、生活困窮者自立支援法※が施行された
2015年以降減少傾向である。
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（注）大都市21都市のうち、熊本市と人口規模が近似する相模原市、新潟市、静岡市、
浜松市、岡山市のデータのみ表示

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

（注）保護費（1人当たり）=保護費/保護実人員
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成

 本市の生活保護法による種類別保護費（1人当たり）は、大都市中12番目に高い。
 本市の医療扶助費（1人当たり）は、他都市と比較して高く、大都市中2位である。
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大都市

大都市

 本市の生活保護人員保護率（人口1,000対）
は大都市中10位である。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）より作成

熊本市

• 本市における障害者手帳保持者数は年々増加しており、増加の内訳として、18歳
以上で精神障害者保健福祉手帳保持者数が、全年齢で療育手帳保持者数が増加
している。

• 本市は全国、熊本県、政令指定都市平均と比較して、「市町村における相談支援
事業」の福祉サービスの利用等に関する支援の割合が低いものの、実数としては
年々増加傾向にある。

• 一般就労等を希望する障がい者に対して支援を行う就労移行支援給付、自立訓練
給付は2020年から減少している。一方、企業等の雇用に結びつかない等の障がい
者を対象とした就労継続支援給付は、年々増加しており、障がい者の就労と定着
に向けた効果的な取組が求められる。

• 本市役所における障がい者雇用率は、市長事務部局、教育委員会ともに法定雇用
率（2022年度時点）を上回っているものの、2023年度から国及び地方公共団体等
の法定雇用率が3.0％（教育委員会は2.9％）となることから、雇用率の引き上げとと
もに、引き続き障がい者が働きやすい環境づくりが重要である。

政令指定都市

③障がい者雇用率

（出典）熊本市 「熊本市の保健福祉」（2021，2022）

 児童への支援給付決定者数は増加しており、
特に放課後等デイサービス給付は年間約
300人ずつ増加している。

 成人への支援給付決定者数は、就労継続支
援給付、就労定着支援給付は増加しているも
のの、就労移行支援給付は減少している。

（注）医療型児童発達支援、居宅訪問型児童発達支援はｎ数が少ないため省略。
（出典） 熊本市 「熊本市の保健福祉」（2021，2022）
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第３章 健康・福祉
３ 障がい者（児）福祉

 熊本市役所の障がい者雇用率は、2.67％で、
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 熊本市教育委員会の障がい者雇用率は、
データを公表している政令指定都市中3位で、
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第４章 環境保全
１ 大気環境

大気環境

から考える
熊本市の都市政策

① 地球温暖化
② 大気環境の汚染物質

近年、世界各地で異常気象が多く発生しており、その原因と
して、温室効果ガス※などによる気候変動への影響があると言
われている。また、大気汚染物質は、健康に悪影響を与える
おそれがあるとも言われている。そこで、気温、降水日数、温
室効果ガス、大気汚染物質について把握し、本市の大気環境
について考える。

①地球温暖化

平年値（０℃）は1991年ー2020年 30年の平均値
（出典）気象庁 （https://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.htmlより作成）

 年平均気温の上昇に伴い、日降水量30mm以上の日数が増加している。
 年平均気温が上昇するほど、日降水量が多い日の頻度との関連性が強まる傾向がある。

 本市と全国の年平均気温は、共に上昇傾向にある。
 本市の年平均気温の上昇は、全国の年平均気温よりも顕著である。

年平均気温と降水日数の経年変化

本市年平均気温
本市年平均気温カーブフィッティング

降水量≥30mm の日数
降水量≥30mm の日数カーブフィッティング

降水量≥50mm の日数
降水量≥50mm の日数カーブフィッティング

降水量≥70mm の日数
降水量≥70mm の日数カーブフィッティング

降水量≥100mm の日数
降水量≥100mm の日数カーブフィッティング

（注）年平均気温上昇と日降水量30ｍｍ 50ｍｍ 70ｍｍ 100ｍｍ の日数相関係数は 0.177 0.255 0.250 0.328 である。

（出典）気象庁 （https://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.htmlより作成）

年平均気温の平年差の経年変化
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降水日数：ここでは日降水量が30mm以上であった日の年間の日数である。
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熊本市

 1人当たり保護費総額と医療扶助費は2018年
から増加している。

（注）保護費（1人当たり）=保護費/保護実人員
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

②生活困窮者への支援

• 本市の生活保護人員保護率は、生活困窮者自立支援事業※が開始された2015年
以降減少傾向であるため、自立支援事業は生活保護人員削減に一定の効果をも
たらしたといえる。

• 1人当たり生活保護費は年々増加しており、増加の一因は医療扶助費の増加であ
ると考えられる。今後も高齢人口の増加から、生活保護費の増加が見込まれる。
そのため、生活保護受給者の健康支援が重要である。

• 生活困窮者の自立相談件数は2019年コロナ禍以降急増し、増加し続けている一
方、新規支援者数、自立による支援終結者数、新規就労者数は2020年から2021
年にかけて減少している。厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援
制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（2020）ではコロ
ナ禍を受けて「支援員の負担が過大となっている」との報告があり、引き続き人員
配置の充実等、支援体制の強化が求められる。

• 就労準備支援事業については、本市の利用者数は2019年以降ほぼ横ばいとなっ
ており、コロナ禍による大きな影響は見られない。

熊本市

（注）就労率（％）＝就労者数/利用者数
（出典）熊本市 「保健福祉」（2022）

 就労準備支援事業による就労率は2017年と
比較し、2021年に増加している。
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 本市の生活保護法による保護費総額は、
2018年からほとんど変化が見られないが、
医療扶助費は増加している。

 相談件数、新規支援者数、自立による支援
終結者数は2019年から2020年にかけて急激
に増加している。
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熊本市

（出典）熊本市 「保健福祉」（2022）

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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第４章 環境保全
１ 大気環境

大気環境

から考える
熊本市の都市政策

① 地球温暖化
② 大気環境の汚染物質

近年、世界各地で異常気象が多く発生しており、その原因と
して、温室効果ガス※などによる気候変動への影響があると言
われている。また、大気汚染物質は、健康に悪影響を与える
おそれがあるとも言われている。そこで、気温、降水日数、温
室効果ガス、大気汚染物質について把握し、本市の大気環境
について考える。

①地球温暖化

平年値（０℃）は1991年ー2020年 30年の平均値
（出典）気象庁 （https://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.htmlより作成）

 年平均気温の上昇に伴い、日降水量30mm以上の日数が増加している。
 年平均気温が上昇するほど、日降水量が多い日の頻度との関連性が強まる傾向がある。

 本市と全国の年平均気温は、共に上昇傾向にある。
 本市の年平均気温の上昇は、全国の年平均気温よりも顕著である。

年平均気温と降水日数の経年変化

本市年平均気温
本市年平均気温カーブフィッティング

降水量≥30mm の日数
降水量≥30mm の日数カーブフィッティング

降水量≥50mm の日数
降水量≥50mm の日数カーブフィッティング

降水量≥70mm の日数
降水量≥70mm の日数カーブフィッティング

降水量≥100mm の日数
降水量≥100mm の日数カーブフィッティング

（注）年平均気温上昇と日降水量30ｍｍ 50ｍｍ 70ｍｍ 100ｍｍ の日数相関係数は 0.177 0.255 0.250 0.328 である。

（出典）気象庁 （https://www.jma.go.jp/jma/menu/menureport.htmlより作成）

年平均気温の平年差の経年変化
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降水日数：ここでは日降水量が30mm以上であった日の年間の日数である。
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熊本市

 1人当たり保護費総額と医療扶助費は2018年
から増加している。

（注）保護費（1人当たり）=保護費/保護実人員
（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成

②生活困窮者への支援

• 本市の生活保護人員保護率は、生活困窮者自立支援事業※が開始された2015年
以降減少傾向であるため、自立支援事業は生活保護人員削減に一定の効果をも
たらしたといえる。

• 1人当たり生活保護費は年々増加しており、増加の一因は医療扶助費の増加であ
ると考えられる。今後も高齢人口の増加から、生活保護費の増加が見込まれる。
そのため、生活保護受給者の健康支援が重要である。

• 生活困窮者の自立相談件数は2019年コロナ禍以降急増し、増加し続けている一
方、新規支援者数、自立による支援終結者数、新規就労者数は2020年から2021
年にかけて減少している。厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援
制度の実施状況の把握・分析等に関する調査研究事業報告書」（2020）ではコロ
ナ禍を受けて「支援員の負担が過大となっている」との報告があり、引き続き人員
配置の充実等、支援体制の強化が求められる。

• 就労準備支援事業については、本市の利用者数は2019年以降ほぼ横ばいとなっ
ており、コロナ禍による大きな影響は見られない。

熊本市

（注）就労率（％）＝就労者数/利用者数
（出典）熊本市 「保健福祉」（2022）

 就労準備支援事業による就労率は2017年と
比較し、2021年に増加している。
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 本市の生活保護法による保護費総額は、
2018年からほとんど変化が見られないが、
医療扶助費は増加している。

 相談件数、新規支援者数、自立による支援
終結者数は2019年から2020年にかけて急激
に増加している。
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熊本市

（出典）熊本市 「保健福祉」（2022）

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より作成
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第４章 環境保全
１ 大気環境

②大気環境の汚染物質
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 本市自排局における一酸化炭素の濃度は低く、大都市中1位である。
 本市の二酸化窒素、一酸化炭素の濃度は大都市の中では低いが、PM2.5の濃度は高い。

これは大陸からのPM2.5の飛来による地理的な問題に起因する可能性がある。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

（注）環境基準（環境省）：15μg/m3 以下

（注）環境基準（環境省） ：0.04～0.06ppm

（注）環境基準（環境省） ：10ppm以下

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

 本市の自動車排出ガス測定局※（自排局）における微小粒子状物質（PM2.5）の濃度は環境基準
値以下であるが、大都市中14位である。

 北九州市、福岡市など九州の都市も高い値を示している。

 本市自排局における二酸化窒素の濃度は低く、大都市中4位である。

大都市
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（出典）環境省「部門別CO2排出量の現況推計」(2019)

第４章 環境保全
１ 大気環境

 本市の二酸化炭素（CO2）排出量は政令指定都市中で少なく、4位である。
 しかし、本市の運輸部門のCO2排出量（1590t）は政令指定都市中で高く、15位である。
 本市の運輸部門のCO2排出量は全体に占める割合が33.2%で、他の都市と比べて最も高い。

（注）人間活動によって増加した主な温室効果ガスは二酸化炭素である。
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1.59

 産業、業務、家庭のCO2排出量は、基準年の2013年度から減少傾向である。特に2019年度におけ
る業務のCO2排出量は2013年度の半分以下になった。

 2018年度を除き、業務におけるCO2排出量は最も多い。一方で廃棄物のCO2排出量は最も少ない。
 運輸部門のCO2排出量は2010年度から減少傾向である。

（注）基準年：環境省の「地球温暖化対策計画」では、温室効果ガス削減目標に係る基準年を2013年度に設定している。

各部門における二酸化炭素排出割合

産業は、製造業、建設業、鉱業、農林水産業由来のCO2排出量である。運輸は、自動車や鉄道、船舶由来のCO2排出量である。業務は、主に事務所や小売店などの事業所由来
のCO2排出量である。家庭は、家庭で使用する電力やガス、灯油等のエネルギー由来のCO2排出量である。廃棄物は、焼却処理するごみに含まれる廃プラスチック等の焼却由
来のCO2排出量である。

（出典）環境省「部門別CO2排出量の現況推計」(2019)
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第４章 環境保全
１ 大気環境

②大気環境の汚染物質
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 本市自排局における一酸化炭素の濃度は低く、大都市中1位である。
 本市の二酸化窒素、一酸化炭素の濃度は大都市の中では低いが、PM2.5の濃度は高い。

これは大陸からのPM2.5の飛来による地理的な問題に起因する可能性がある。

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

（注）環境基準（環境省）：15μg/m3 以下

（注）環境基準（環境省） ：0.04～0.06ppm

（注）環境基準（環境省） ：10ppm以下

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

 本市の自動車排出ガス測定局※（自排局）における微小粒子状物質（PM2.5）の濃度は環境基準
値以下であるが、大都市中14位である。

 北九州市、福岡市など九州の都市も高い値を示している。

 本市自排局における二酸化窒素の濃度は低く、大都市中4位である。
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 本市の二酸化炭素（CO2）排出量は政令指定都市中で少なく、4位である。
 しかし、本市の運輸部門のCO2排出量（1590t）は政令指定都市中で高く、15位である。
 本市の運輸部門のCO2排出量は全体に占める割合が33.2%で、他の都市と比べて最も高い。

（注）人間活動によって増加した主な温室効果ガスは二酸化炭素である。
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 産業、業務、家庭のCO2排出量は、基準年の2013年度から減少傾向である。特に2019年度におけ
る業務のCO2排出量は2013年度の半分以下になった。

 2018年度を除き、業務におけるCO2排出量は最も多い。一方で廃棄物のCO2排出量は最も少ない。
 運輸部門のCO2排出量は2010年度から減少傾向である。

（注）基準年：環境省の「地球温暖化対策計画」では、温室効果ガス削減目標に係る基準年を2013年度に設定している。

各部門における二酸化炭素排出割合

産業は、製造業、建設業、鉱業、農林水産業由来のCO2排出量である。運輸は、自動車や鉄道、船舶由来のCO2排出量である。業務は、主に事務所や小売店などの事業所由来
のCO2排出量である。家庭は、家庭で使用する電力やガス、灯油等のエネルギー由来のCO2排出量である。廃棄物は、焼却処理するごみに含まれる廃プラスチック等の焼却由
来のCO2排出量である。

（出典）環境省「部門別CO2排出量の現況推計」(2019)
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①緑被率と緑被地の面積

本市では、緑に覆われている土地を自然林、人工林、竹林、果樹園、野草地、水田、畑、裸地、水域の9種類に分類し、3種類（①～③）の緑被率を算出している。
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（出典）熊本市緑の基本計画（2021）
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 種別毎の緑被地の面積をみると、水田の面積が最も大きい（人工林を樹種で分ける場合）。
 人工林（スギ・ヒノキ等）、水田、果樹園は年々減少しているが、自然林、人工林（クヌギ、コナラ

等）、竹林、野草地、畑は増加傾向にある。

第４章 環境保全
２ 緑環境

 1991年の合併で、金峰山などが加わったことにより緑被率は増加した。
 本市の緑被率①は1996年から増え続けている。また、緑被率②と③は1996年から2006年まで減

少したが、2010年の合併で大幅に増加した。
 緑被率①と②の差からみると、水田と畑の面積の割合が大きいことが分かる。

（出典）熊本市緑被率調査業務委託報告書（2019）
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緑被率①＝（自然林＋人工林＋竹林＋果樹園＋野草地 ） ÷対象区域
緑被率②＝（自然林＋人工林＋竹林＋果樹園＋野草地＋水田＋畑） ÷対象区域
緑被率③＝（自然林＋人工林＋竹林＋果樹園＋野草地＋水田＋畑＋裸地＋水域）÷対象区域

緑環境

から考える
熊本市の都市政策

① 緑被率と緑被地の面積
② 都市公園の面積と箇所数

自然がもたらしてくれる緑は、気温上昇の緩和や、都市景観
の形成など多面的な機能を持っている。本市の緑豊かな都市
環境を創造するため、緑の保全や緑化の推進、公園等の整備
に取り組んでいる。そこで、緑被率、都市公園などのデータを
収集・分析することで、本市の緑環境について考える。

（注）旧熊本市域（富合町、植木町、城南町除く）での種別ごとの比較である。
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（％）

 PM2.5とSPMの濃度は減少傾向が見られる。
 一般局と自排局のPM2.5 とSPMの濃度の差は小さい。
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（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）

（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022） （出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）

（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022） （出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）

 二酸化窒素と一酸化窒素の濃度は減少傾向が見られる。
 自排局の二酸化窒素と一酸化炭素の濃度は、自動車排出ガスの影響があるため、一般環境大

気測定局※（一般局）に比べ高い。

 二酸化硫黄と一酸化炭素の濃度は減少傾向が見られる。
 一般局と自排局の二酸化硫黄の濃度の差は小さい。

（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）
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• 本市と全国の年平均気温は共に上昇傾向にある。また、年平均気温の上昇に伴い、
強雨の日数が増加している。

• 本市の二酸化炭素の排出量は政令指定都市の中で少ない傾向がある。一方で、運
輸に起因する排出量は高い値を示しているため、今後は運輸に着目した政策が必
要と考えられる。

• 本市のPM2.5の値は政令指定都市の中では高い傾向であるが、地理的な問題だと
考えられる。また、PM2.5、二酸化窒素等の大気汚染物質の濃度は減少し、大気環
境が改善している。

データ
からみえる

熊本市
の特徴
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①緑被率と緑被地の面積

本市では、緑に覆われている土地を自然林、人工林、竹林、果樹園、野草地、水田、畑、裸地、水域の9種類に分類し、3種類（①～③）の緑被率を算出している。
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 種別毎の緑被地の面積をみると、水田の面積が最も大きい（人工林を樹種で分ける場合）。
 人工林（スギ・ヒノキ等）、水田、果樹園は年々減少しているが、自然林、人工林（クヌギ、コナラ

等）、竹林、野草地、畑は増加傾向にある。
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 1991年の合併で、金峰山などが加わったことにより緑被率は増加した。
 本市の緑被率①は1996年から増え続けている。また、緑被率②と③は1996年から2006年まで減

少したが、2010年の合併で大幅に増加した。
 緑被率①と②の差からみると、水田と畑の面積の割合が大きいことが分かる。

（出典）熊本市緑被率調査業務委託報告書（2019）

合
併

合
併

緑被率①＝（自然林＋人工林＋竹林＋果樹園＋野草地 ） ÷対象区域
緑被率②＝（自然林＋人工林＋竹林＋果樹園＋野草地＋水田＋畑） ÷対象区域
緑被率③＝（自然林＋人工林＋竹林＋果樹園＋野草地＋水田＋畑＋裸地＋水域）÷対象区域

緑環境

から考える
熊本市の都市政策

① 緑被率と緑被地の面積
② 都市公園の面積と箇所数

自然がもたらしてくれる緑は、気温上昇の緩和や、都市景観
の形成など多面的な機能を持っている。本市の緑豊かな都市
環境を創造するため、緑の保全や緑化の推進、公園等の整備
に取り組んでいる。そこで、緑被率、都市公園などのデータを
収集・分析することで、本市の緑環境について考える。

（注）旧熊本市域（富合町、植木町、城南町除く）での種別ごとの比較である。
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 PM2.5とSPMの濃度は減少傾向が見られる。
 一般局と自排局のPM2.5 とSPMの濃度の差は小さい。
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（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）

（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022） （出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）

（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022） （出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）

 二酸化窒素と一酸化窒素の濃度は減少傾向が見られる。
 自排局の二酸化窒素と一酸化炭素の濃度は、自動車排出ガスの影響があるため、一般環境大

気測定局※（一般局）に比べ高い。

 二酸化硫黄と一酸化炭素の濃度は減少傾向が見られる。
 一般局と自排局の二酸化硫黄の濃度の差は小さい。

（出典）熊本県「熊本県の大気環境の状況」 （2022）
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• 本市と全国の年平均気温は共に上昇傾向にある。また、年平均気温の上昇に伴い、
強雨の日数が増加している。

• 本市の二酸化炭素の排出量は政令指定都市の中で少ない傾向がある。一方で、運
輸に起因する排出量は高い値を示しているため、今後は運輸に着目した政策が必
要と考えられる。

• 本市のPM2.5の値は政令指定都市の中では高い傾向であるが、地理的な問題だと
考えられる。また、PM2.5、二酸化窒素等の大気汚染物質の濃度は減少し、大気環
境が改善している。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

熊本市
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 2019年における、本市の高齢者1人当たり公園面積と年少人口当たり公園面積は政令指定都
市の中位である。

 神戸市、岡山市、仙台市の1人当たり公園面積、高齢者1人当たり公園面積、年少人口当たり公
園面積は政令指定都市中上位3位である。

（出典） 国土交通省「都市公園等整備現況調査」（2019）
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（出典） 国土交通省「都市公園等整備現況調査」（2019）

（出典） 国土交通省「都市公園等整備現況調査」（2019）

1人当たりの基準（10 ㎡/人）

 本市の1人当たり都市公園面積は政令指定都市中で8位である。
 住民1人当たりの都市公園面積の標準について、都市公園法施行令第1条の2で「市全域で10㎡

以上」と定めている。本市の1人当たりの都市公園面積はこの標準に近い。
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 本市における緑被地は北、西、南区を中心に広く分布している。
 中央区と東区の緑被地は少ない。
 自然林は主に北区に分布し、人工林は主に西区に分布している。
 水田の面積は南区が最も大きく、畑の面積は北区が最も大きい。
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（出典）熊本市緑被率調査業務委託報告書（2019）

緑被率②の緑被地の分布

N

（出典）熊本市環境共生課「平成30年度緑被率調査」より作成
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 2019年における、本市の高齢者1人当たり公園面積と年少人口当たり公園面積は政令指定都
市の中位である。

 神戸市、岡山市、仙台市の1人当たり公園面積、高齢者1人当たり公園面積、年少人口当たり公
園面積は政令指定都市中上位3位である。

（出典） 国土交通省「都市公園等整備現況調査」（2019）
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（出典） 国土交通省「都市公園等整備現況調査」（2019）

（出典） 国土交通省「都市公園等整備現況調査」（2019）

1人当たりの基準（10 ㎡/人）

 本市の1人当たり都市公園面積は政令指定都市中で8位である。
 住民1人当たりの都市公園面積の標準について、都市公園法施行令第1条の2で「市全域で10㎡

以上」と定めている。本市の1人当たりの都市公園面積はこの標準に近い。
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 本市における緑被地は北、西、南区を中心に広く分布している。
 中央区と東区の緑被地は少ない。
 自然林は主に北区に分布し、人工林は主に西区に分布している。
 水田の面積は南区が最も大きく、畑の面積は北区が最も大きい。
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（出典）熊本市緑被率調査業務委託報告書（2019）

緑被率②の緑被地の分布

N

（出典）熊本市環境共生課「平成30年度緑被率調査」より作成
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①地下水の水量と水質

地下水位
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 本市の地下水位は、季節で変動がみられるが、全体的に横ばい又は回復傾向となっている。
また、場所によって変動幅も異なる。

 本市の井戸本数と年間採取量は減少傾向が見られる。
 旧富合町・旧城南町・旧植木町が本市に編入されたため、2009年度に井戸本数と年間採取量は

一旦増えたが、その後再び減少傾向となっている。

（出典）熊本市水保全課「熊本の地下水位情報」(2022)
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（出典）熊本市水保全課「熊本市水保全年報地下水量の保全」(2020)

①地下水の水量と水質
②河川の水質と分布

水環境

から考える
熊本市の都市政策

地下水は本市の生活に欠かせない重要な資源で、上水道な
どに利用される水源として重要な役割を果たす。また、河川は、
多様な生態系や文化、農業、地下水かん養などを支える重要
な水資源である。ここでは、地下水、河川、湖沼などの水量と
水質のデータなどを把握することで、本市の水環境の特徴に
ついて考える。

合併

（注）2008年度からは旧富合町を、2009年度からは旧城南町・旧植木町を含む。
第2次下水保全プランの年間採取量の目標値（2018）は11,117万㎥
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別にみると、大きく変化していることが分かる。

• 地図上から観察すると、同じ種類の緑地が特定の地域やエリアにおいて一箇所に
集まる傾向を示しており、地域の特性や環境条件などに影響される可能性がある
と考えられる。

• 本市の都市公園の1人当たりの公園面積は都市公園法の1人当たりの標準（10
㎡）に近い。また、年少人口当たり公園面積は高齢者人口当たりより低い。

• 広域公園や運動公園等の大規模な公園は少ない。街区公園の箇所数が最も多く、
面積も総計で多い。
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 広域公園は1ヶ所しかないが、種類別で面積をみると広域公園が最も大きい。
 運動公園と総合公園の箇所数は少ないが、面積が大きい。
 都市公園の種別で一番小規模な公園である街区公園の箇所数は最も多く、また、総面積の大

きさは、4番目に大きい。

 本市の都市公園の面積と箇所数は増加傾向が見られる。
 2014年に万日山緑地公園及び城山公園が開設され、 2019年には植木中央公園が開設されたこ

とで、都市公園の面積が増加した。

（出典） 「熊本市緑の基本計画」（2021）

（出典）「 都市公園整備水準調書（都市計画区域）」（2019）
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①地下水の水量と水質

地下水位

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

2018/5 7 9 11 2019/1 3 5 7 9 11 2020/1 3 5 7 9 11 2021/1 3 5 7 9 11

(m)

日向東 力合（浅） 武蔵ケ丘 御幸木部（深） 白川（浅） 長嶺 飽田（地沈）

 本市の地下水位は、季節で変動がみられるが、全体的に横ばい又は回復傾向となっている。
また、場所によって変動幅も異なる。

 本市の井戸本数と年間採取量は減少傾向が見られる。
 旧富合町・旧城南町・旧植木町が本市に編入されたため、2009年度に井戸本数と年間採取量は

一旦増えたが、その後再び減少傾向となっている。

（出典）熊本市水保全課「熊本の地下水位情報」(2022)
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（出典）熊本市水保全課「熊本市水保全年報地下水量の保全」(2020)

①地下水の水量と水質
②河川の水質と分布
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 広域公園は1ヶ所しかないが、種類別で面積をみると広域公園が最も大きい。
 運動公園と総合公園の箇所数は少ないが、面積が大きい。
 都市公園の種別で一番小規模な公園である街区公園の箇所数は最も多く、また、総面積の大

きさは、4番目に大きい。

 本市の都市公園の面積と箇所数は増加傾向が見られる。
 2014年に万日山緑地公園及び城山公園が開設され、 2019年には植木中央公園が開設されたこ

とで、都市公園の面積が増加した。

（出典） 「熊本市緑の基本計画」（2021）

（出典）「 都市公園整備水準調書（都市計画区域）」（2019）
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見られる。
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（出典）熊本市水保全課「第3次熊本市地下水保全プラン」(2020)

（出典）熊本市水保全課「第3次熊本市地下水保全プラン」(2020)

 上江津湖の流入部に位置する砂取橋で調査した水質が最も優れている。
 硝酸性窒素以外のすべての項目をみると、上江津湖は下江津湖より水質が優れている。
 江津湖周辺の地下水と比較して、江津湖の硝酸性窒素濃度は低い。

 類型A（環境基準値が２mg/L）の測定地点は市域内に均等に分布している。
 市内の河川における水質を比較すると、坪井川と白川のBODの75%水質値が低い。
 坪井川におけるBODの75%水質値は2015年から常に増加している。

（出典）水保全課「熊本市水保全年報」（2019）

②河川の水質と分布

（注）類型A（環境基準値が２mg/L）の測定地点
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 工業用水、都市活動用水、農業用水の採取量は減少傾向が見られる。
 本市における用途別地下水採取量の割合は、家庭用水の割合が最も多い。
 2009年度合併後は地下水井戸本数と年間採取量は増えて、農業用水の採取量も増加した。

 主要な地下水帯である東部地域から江津湖周辺にかけて、地下水の硝酸性窒素濃度は上昇傾
向にある。

 水道法の地下水環境基準において、硝酸性窒素は「10mg/L 以下」と定められている。東部地域
と江津湖周辺の硝酸性窒素濃度はその基準以下である。

（出典）熊本市水保全課「熊本市水保全年報地下水量の保全」(2020)
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（注）水道法の水質基準及び地下水環境基準では、「10mg/L 以下」と定められている。
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活用するため、ごみの減量化を図るとともに、リサイクルの取
組を推進する必要がある。また、ごみ排出量の減少によって、
最終処分量の減少及び環境負荷の低減につながる。そこで、
ごみに関するデータ分析を行い、本市におけるごみの特徴を
探る。

 本市のごみのリサイクル率は政令指定都市の平均に位置する。
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から考える
熊本市の都市政策

 本市の1人1日当たりのごみ排出量は多く、政令指定都市中16位に位置する。
 生活ごみをみると、本市の1人1日当たりの排出量は8位に位置する。
 各都市をみると、生活系ごみの排出量は事業系ごみより多い。しかし、北九州市と大阪市は事業

系ごみが多い。
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 本市の一級河川※は白川水系と緑川水系であり、二級河川※は坪井川水系である。
 本市における類型B、Cの測定地点の分布をみると、市域内に集中的に分布している。
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• 本市の地下水採取量は、合併等による一時的な変動は見られるものの、全体的
に減少傾向となっており、第2次熊本市地下水保全プランで定められている目標
値を達成している。

• 過剰な施肥や家畜排せつ物の不適正処理等による硝酸性窒素濃度は上昇して
いるが、水道法の水質基準及び地下水環境基準より低い。

• 江津湖湧水量は1962年より半分減少したが、回復の兆しが見られる。江津湖の
水質について、上江津湖では水の供給があるため、上流部と流出部のBODは
1mg/L以下であるが、下江津湖は湧水量が少ないため、 BODは1mg/L以上であ
る。

• 類型Dの測定地点の堀川（坪井川合流前）の影響で、坪井川は類型Aから類型C
に変わったと考えられる。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

熊本市の河川

類型A（環境基準値が2mg/L以下）

類型B（環境基準値が3mg/L以下）

類型C（環境基準値が5mg/L以下）

類型D（環境基準値が8mg/L以下）

測定地点：

熊本市
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（出典）国土交通省「国土数値情報」と
水保全課「熊本市水保全年報」（2019）より作成
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 家庭ごみ分別収集のリサイクル量は増加した。
 家庭ごみの中でリサイクル量が最も多いのは紙である。

第４章 環境保全
４ ごみ

11,880 10,683 12,007 10,569 10,936 12,932 
15,944 

4,669 
4,908 

5,467 
5,148 4,820 

5,110 

5,811 4,467 4,384 
4,279 

4,392 4,429 
4,705 

5,167 

1281 1,332
1,646

1,613 1,684
1,666

1,766

126
211

203
184 177

181

205

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（t）

家庭ごみ分別収集のリサイクル量の推移

紙 資源物 プラスチック製容器包装 ペットボトル 特定品目

• 本市のごみ総排出量は概ね横ばいの状況である。

• 1人1日当たりの家庭ごみ排出量は減少している一方、家庭ごみのリサイクル量と
リサイクル率が増加した。

• 本市では、これまでも市民のごみ減量やリサイクル活動の支援等により、ごみ減
量に取り組んできたが、引き続き家庭ごみ減量化などの施策を積極的に進める必
要がある。
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 本市の1人1日当たりの家庭ごみ排出量は減少し、リサイクル率は増加している。

②家庭ごみの分別収集とリサイクル

（出典）「熊本市一般廃棄物処理基本計画」（2022）

（出典）熊本市 「熊本市ごみレポート」
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 本市の2020年度の1人1日当たりのごみ排出量は2009年度より減少した。
 2009 年10月に家庭ごみ（燃やすごみ・埋立ごみ）収集の有料化を導入して以降、 1人1日当たりの

ごみ排出量は減少傾向が続いたが、2017年度以降、横ばいもしくは微増の傾向にある。
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（注）家庭ごみ排出量は集団回収量を含まない。

（出典）熊本市 「熊本市ごみレポート」

 ごみ総排出量をみると、どの年度でも家庭ごみの排出量は事業ごみより多い。
 本市の家庭ごみと事業ごみの排出量はおおむね横ばいの状況である。

植木地区を除く。風水害・地震のごみを除く。
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 地震関連の相談件数は次第に減少してきたが、
通常相談と合計した延べ相談件数は増加して
いる。

• いじめの認知件数は、全国で校種を問わず増加傾向にある。本市では、小学校低
学年の割合が高く、小学校における相談体制の強化が求められる。

• 平成28年熊本地震や新型コロナウイルス感染拡大等、社会を取り巻く環境の変化
に伴って、年々その相談項目の件数も変化したものと推察される。

• 本市では、いじめ、児童虐待相談、不登校などこれまでも様々な相談に対応してき
た。さらなる発生予防や早期発見のためには、学校・家庭・地域社会など様々な場
面において、より専門性の高い相談支援体制を構築し、こどもの権利擁護に取り組
んでいく必要がある。

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

 相談件数は、2019年の1,237件をピークに、そ
の後は減少傾向にある。

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」
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（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

 スクールソーシャルワーカーの人数と活動時間
は微増傾向だったが、2021年に大幅に増加し
ている。
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向で、不登校※や登校しぶり、「その他」の相
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シェルジュ※等の相談対応に関するデータを通して、こどもの権
利を守るための本市の相談体制や取組について考える。
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（出典）厚生労働省「福祉行政報告例の概況」

 養護相談、非行相談、育成相談などの件数はほぼ横ばいで推移しているが、児童虐待相談の件数
は特に2016年度以降、急増している。

 全国のいじめ認知件数の内訳の推移は、小学
校が最も多く6～8割を占め、かつ増加傾向で
ある。

こどもの権利

から考える
熊本市の都市政策

（出典）熊本市教育委員会「心のアンケート」（2022）
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（出典）文部科学省初等中等教育局「いじめの状況及び文部科学省の取組について」
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 地震関連の相談件数は次第に減少してきたが、
通常相談と合計した延べ相談件数は増加して
いる。

• いじめの認知件数は、全国で校種を問わず増加傾向にある。本市では、小学校低
学年の割合が高く、小学校における相談体制の強化が求められる。

• 平成28年熊本地震や新型コロナウイルス感染拡大等、社会を取り巻く環境の変化
に伴って、年々その相談項目の件数も変化したものと推察される。

• 本市では、いじめ、児童虐待相談、不登校などこれまでも様々な相談に対応してき
た。さらなる発生予防や早期発見のためには、学校・家庭・地域社会など様々な場
面において、より専門性の高い相談支援体制を構築し、こどもの権利擁護に取り組
んでいく必要がある。

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

 相談件数は、2019年の1,237件をピークに、そ
の後は減少傾向にある。

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」
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（注）その他は、「 暴力、虐待、友人関係、
非行、子育、心身健康、学業進路、その他」

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

 スクールソーシャルワーカーの人数と活動時間
は微増傾向だったが、2021年に大幅に増加し
ている。
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向で、不登校※や登校しぶり、「その他」の相
談は増加傾向にある。
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ルカウンセラー※、スクールソーシャルワーカー※、学校教育コン
シェルジュ※等の相談対応に関するデータを通して、こどもの権
利を守るための本市の相談体制や取組について考える。

①いじめの現状
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？
（出典）厚生労働省「福祉行政報告例の概況」

 養護相談、非行相談、育成相談などの件数はほぼ横ばいで推移しているが、児童虐待相談の件数
は特に2016年度以降、急増している。

 全国のいじめ認知件数の内訳の推移は、小学
校が最も多く6～8割を占め、かつ増加傾向で
ある。

こどもの権利

から考える
熊本市の都市政策

（出典）熊本市教育委員会「心のアンケート」（2022）
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 「今の学年でいじめられたことがある」のは小学
2年生がピークで、低学年が高い割合を占めて
いる。
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（出典）文部科学省初等中等教育局「いじめの状況及び文部科学省の取組について」
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• 少子化が進む中、就学前児童数は減少している。一方、教育・保育ニーズの多様化
に伴い、幼稚園・保育園の両方の良さを合わせ持つ認定こども園の割合が増大した。

• 待機児童数だけでなく、保留児童数を解消するためにも、「保育の受け皿の確保」、
「保育の担い手の確保」及び「保育入所業務の改善」を３つの柱とした本市の待機
児童対策の取組※をさらに進めることが求められる。

• 近年は少子化の影響等で児童扶養手当や就学援助費は減少傾向にあるが、一定
数の割合で手当や援助が必要であることから、今後も引き続き支援が求められる。

• 近年は少子化が進んで児童数が減少しているが、児童育成クラブ入会児童数は
6,000人超で推移し、むしろ利用割合は増していることから、ニーズの高さが窺える。
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②児童扶養手当、就学援助費、児童育成クラブの利用状況

 小学校の就学援助費は認定率（13.6％）、支給実
績（約4億円）ともに、近年は減少傾向がみられる。

 中学校の就学援助費の認定率（16.8％）と支給実
績（約3億8千万円）は、ほぼ横ばいとなっている。

 児童扶養手当受給資格世帯数は合併後の2010年に8,000世帯を超えた。同年8月には父子家庭も
対象となり、2011年には8,437世帯（全世帯の2.8 ％ ）を占めた。

 2011年以降は減少傾向だったが、特に2017年には7,612世帯（全世帯の2.4％）と大幅に減少した。
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 入会児童数は合計で6,000人を超えており、全
体数としては大きな増減はない。

 小学１～3年生の児童数（約20,000人）は減少傾
向にあるが、児童育成クラブの入会児童数は約
6,000人（約30％）で、横ばいの傾向がみられる。
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（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

（注）認定率はそれぞれ公立小学校児童、中学校生徒の総数に占める就学援助受給者の割合

①幼稚園・保育園・認定こども園等の利用状況

①幼稚園・保育園・認定こども園等の利用状況
②児童扶養手当※、就学援助費※、児童育成クラブ※の利用状況

子育て支援

から考える
熊本市の都市政策
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人口減少社会においては、子育て支援等の政策がますます
重要となる。ここでは就学前の幼稚園・保育園・認定こども園※

等と、就学後の支援に関するデータから、本市の子育て支援に
ついて考える。

 3～5歳児の利用施設の種別は、幼稚園・保
育園の割合が減少した一方、認定こども園の
割合が増加し、2021年に5割を超えた。

 本市の「保育所等利用待機児童」※の数は0を達成している。一方で保留児童数※は依然として一定
数存在する。
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年は減少傾向が見られる。
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（出典）熊本市教育委員会（2022）
「熊本市立幼稚園まなび創造プログラム（令和4～8年度）」

（出典）熊本市教育委員会（2022）
「熊本市立幼稚園まなび創造プログラム（令和4～8年度）」

（出典）熊本市保育幼稚園課 報道資料

81

第５章　教育・文化

２　子育て支援



• 少子化が進む中、就学前児童数は減少している。一方、教育・保育ニーズの多様化
に伴い、幼稚園・保育園の両方の良さを合わせ持つ認定こども園の割合が増大した。

• 待機児童数だけでなく、保留児童数を解消するためにも、「保育の受け皿の確保」、
「保育の担い手の確保」及び「保育入所業務の改善」を３つの柱とした本市の待機
児童対策の取組※をさらに進めることが求められる。

• 近年は少子化の影響等で児童扶養手当や就学援助費は減少傾向にあるが、一定
数の割合で手当や援助が必要であることから、今後も引き続き支援が求められる。

• 近年は少子化が進んで児童数が減少しているが、児童育成クラブ入会児童数は
6,000人超で推移し、むしろ利用割合は増していることから、ニーズの高さが窺える。
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②児童扶養手当、就学援助費、児童育成クラブの利用状況

 小学校の就学援助費は認定率（13.6％）、支給実
績（約4億円）ともに、近年は減少傾向がみられる。

 中学校の就学援助費の認定率（16.8％）と支給実
績（約3億8千万円）は、ほぼ横ばいとなっている。

 児童扶養手当受給資格世帯数は合併後の2010年に8,000世帯を超えた。同年8月には父子家庭も
対象となり、2011年には8,437世帯（全世帯の2.8 ％ ）を占めた。

 2011年以降は減少傾向だったが、特に2017年には7,612世帯（全世帯の2.4％）と大幅に減少した。
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（出典）熊本市「子どもの未来応援アクションプラン（熊本市子どもの貧困対策計画）」
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児童扶養手当受給資格世帯数 全世帯に占める割合

 入会児童数は合計で6,000人を超えており、全
体数としては大きな増減はない。

 小学１～3年生の児童数（約20,000人）は減少傾
向にあるが、児童育成クラブの入会児童数は約
6,000人（約30％）で、横ばいの傾向がみられる。
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熊本市

熊本市 熊本市

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」

（注）認定率はそれぞれ公立小学校児童、中学校生徒の総数に占める就学援助受給者の割合
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少子化が進む中、質の高い教育を維持・発展させるために
は、地域の実態に応じた最適な教育環境の整備が必要となる。
ここでは１学級当たりの児童・生徒数や、教員１人当たりの児
童・生徒数を大都市等と比較し、さらに授業等の支援に関する
近年の動向をみることで、本市の学校教育の特徴を考える。

①小・中学校の児童・生徒数及び学級編成等

学校教育

から考える
熊本市の都市政策
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①小・中学校の児童・生徒数及び学級編成等
②授業等の支援状況

 本市の小学校教員１人当たりの児童数は16.1人
で、人数が少ない順では8位である。
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 本市の小学校１学級当たりの児童数は29.4人
で、人数が少ない順では10位である。
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 本市の中学校１学級当たりの生徒数は33.3人で、
人数が少ない順は8位である。

 本市の中学校教員１人当たりの生徒数は13.9人
で、人数が少ない順では9位である。
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大都市 大都市

大都市 大都市

（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）

（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）
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 2013年（40,057人）と2022年（38,980人）の小学
校児童数を比較すると、1,077人減少している。

 小学校通常学級の１学級当たり児童数は約29
人、教諭１人当たりの児童数は約24人で推移
している。

 児童数は近年減少傾向にあるが、１学級当た
りと教諭１人当たりの児童数は横ばいである。

• １学級当たりの人数を比較すると、小・中学校の児童・生徒いずれも新潟市、静岡市、
北九州市、浜松市等では人数が少なく、一方で首都圏に近い大都市（さいたま市、
川崎市、横浜市等）では人数が多い傾向にある。

• 本市では、過去10年間に小・中学校の児童数・生徒数いずれも減少した。しかし、小
学校１学級当たり（約29人）、同教諭１人当たり（約24人）の児童数や、中学校１学級
当たり（約34人）、同教諭１人当たり（約19人）の生徒数は、平成28年熊本地震の
2016年を除いて、ほぼ一定の人数で推移している。

• 近年は学校教育でもICT機器（タブレットPC・タブレット端末）を活用する機会が増え
ており、教育目標やカリキュラムに応じた学校教育支援の体制が必要となっている。

 2013年（20,110人）と2022年（18,638人）の中学
校生徒数を比較すると、1,472人減少している。

 中学校通常学級の１学級当たり生徒数は約34
人、教諭１人当たりの生徒数は約19人で推移
している。

 生徒数は近年減少傾向にあるが、１学級当た
りと教諭１人当たりの生徒数は横ばいである。
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熊本市
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 学級支援員の人数はほぼ横ばいで推移してい
る。

（出典）熊本市教育委員会「くまもと教育要覧」
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 ICT支援員の人数は、2017年の設置当初（12人）
から毎年増加している。

②授業等の支援状況
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少子化が進む中、質の高い教育を維持・発展させるために
は、地域の実態に応じた最適な教育環境の整備が必要となる。
ここでは１学級当たりの児童・生徒数や、教員１人当たりの児
童・生徒数を大都市等と比較し、さらに授業等の支援に関する
近年の動向をみることで、本市の学校教育の特徴を考える。

①小・中学校の児童・生徒数及び学級編成等

学校教育

から考える
熊本市の都市政策

第５章 教育・文化
３ 学校教育

①小・中学校の児童・生徒数及び学級編成等
②授業等の支援状況

 本市の小学校教員１人当たりの児童数は16.1人
で、人数が少ない順では8位である。
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 本市の小学校１学級当たりの児童数は29.4人
で、人数が少ない順では10位である。
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 本市の中学校１学級当たりの生徒数は33.3人で、
人数が少ない順は8位である。

 本市の中学校教員１人当たりの生徒数は13.9人
で、人数が少ない順では9位である。
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大都市 大都市
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（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）

（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）（出典）大都市比較統計年表「学校基本調査」（2020）
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第５章 教育・文化
４ 社会教育

 動植物園の入園者数は、平成28年熊本地震の被災等の影響で、2016年度に大きく落ち込んだ。
 新型コロナウイルス感染拡大の影響前（2019年度）をみると、動植物園、現代美術館、熊本博物館、

田原坂西南戦争資料館の順に利用者数が多い。

 博物館・博物館類似施設の人口１人当たり施設利用者数（0.9回）は、政令指定都市で14位である。

政令指定都市
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（出典）文部科学省「社会教育調査」（2021）より作成
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館報（熊本博物館・塚原歴史民俗資料館）、事業報告書（現代美術館）、熊本市WEB統計書
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社会教育

から考える
熊本市の都市政策

 本市所在の博物館施設数（17館）は政令指定都市で11位である。その内訳は総合博物館2館、人
文科学（歴史9館、美術5館）、自然科学（動物園・水族館・植物園１館）で、人文科学系が多い傾向
にある。

①社会教育施設の施設数、博物館の利用状況

 博物館や博物館類似施設は横ばいの傾向、図書館は増加傾向、公民館は減少傾向にある。
 青少年教育施設※は減少傾向、女性教育施設※は横ばいの傾向にある。

政令指定都市

（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）

本市では、生涯にわたって誰もが学べる施設として、熊本博
物館、市立図書館、現代美術館、各種記念館等を整備している。
ここでは、全国の社会教育施設※数の推移や政令指定都市間
で利用者数等を比較することで、本市の社会教育の現状や特
徴を探る。
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 動植物園の入園者数は、平成28年熊本地震の被災等の影響で、2016年度に大きく落ち込んだ。
 新型コロナウイルス感染拡大の影響前（2019年度）をみると、動植物園、現代美術館、熊本博物館、

田原坂西南戦争資料館の順に利用者数が多い。

 博物館・博物館類似施設の人口１人当たり施設利用者数（0.9回）は、政令指定都市で14位である。

政令指定都市

246 

45 
9 

434 

23 

19 

4.4 

0.9 

0.3 

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

0

100

200

300

400

500

600

700

横
浜
市

京
都
市

千
葉
市

仙
台
市

静
岡
市

新
潟
市

浜
松
市

名
古
屋
市

広
島
市

大
阪
市

相
模
原
市

福
岡
市

神
戸
市

熊
本
市

札
幌
市

北
九
州
市

さ
い
た
ま
市

岡
山
市

川
崎
市

堺
市

（回）（万人）
博物館・博物館類似施設の利用者数と市民１人当たりの利用回数

博物館 博物館類似施設 人口1人あたり

（出典）文部科学省「社会教育調査」（2021）より作成

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

800,000

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

（人）実線（人）点線 博物館等の入館者数

熊本博物館 田原坂西南戦争資料館 現代美術館

動植物園 塚原歴史民俗資料館 記念館（9館合計）

（出典）熊本市文化財課提供資料（記念館、田原坂西南戦争資料館）、熊本市動植物園マスタープラン（動植物園）、
館報（熊本博物館・塚原歴史民俗資料館）、事業報告書（現代美術館）、熊本市WEB統計書

68

熊本市

①社会教育施設の施設数、博物館の利用状況
②図書館の利用状況

第５章 教育・文化
４ 社会教育

社会教育

から考える
熊本市の都市政策

 本市所在の博物館施設数（17館）は政令指定都市で11位である。その内訳は総合博物館2館、人
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にある。
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 博物館や博物館類似施設は横ばいの傾向、図書館は増加傾向、公民館は減少傾向にある。
 青少年教育施設※は減少傾向、女性教育施設※は横ばいの傾向にある。
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（出典）大都市統計協議会「大都市比較統計年表」（2020）
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 開館日数が多い城南図書館は、入館者数でも植木図書館やとみあい図書館を上回っている。
 図書館における2019・2020年の入館者数の落ち込みは、開館日数の減少幅よりも小さい。

 市立図書館の登録者数は近年、増加傾向にある。プラザ図書館の登録者数も増加傾向にある。
 他の図書館の登録者数は横ばいで、植木図書館、城南図書館、とみあい図書館の順に多い。
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データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市の博物館等は人文科学館（歴史・美術）が多い。一方で自然分野は熊本博物
館（総合博物館）や動植物園があるが、水族館・恐竜博物館・科学館等の博物館は
ない。

• 本市の図書館では政令指定都市で比較すると、1人当たりの貸出冊数が少ない。
1人当たりの蔵書冊数や資料費等は他都市に劣っていないので、貸出冊数が少な
い原因は、他にあると考えられる。

• 図書館の開館日数は、指定管理者制度を導入した2館（城南図書館とプラザ図書
館）と比べて他館が少ない。しかし登録者数は城南図書館よりも植木図書館の方
が多い。
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②図書館の利用状況

 本市の1人当たり貸出冊数（3.2冊）は13位、1人あたり蔵書冊数（2.2冊）は7位である。
 各都市の1人当たり貸出冊数と1人当たり蔵書冊数は、必ずしも比例していない。
 例えば1人当たり蔵書冊数が本市より少ない京都・仙台・名古屋・川崎・大阪・神戸の各都市では、

1人当たり貸出冊数は本市より上位に位置している。

 本市の1人当たり図書館資料費（114.4円）は政令指定都市で9位、図書館費（481.3円）は16位である。
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（出典）日本図書館協会 「日本の図書館」（2021）より作成

 本市の図書館開館日数は、城南図書館とプラザ図書館が年間約340日、他は約300日である。
 全ての図書館において、2019年度は約30日、2020年度は約40日、開館日数が減少している。

（出典）熊本市立図書館「図書館事業統計」
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 開館日数が多い城南図書館は、入館者数でも植木図書館やとみあい図書館を上回っている。
 図書館における2019・2020年の入館者数の落ち込みは、開館日数の減少幅よりも小さい。
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データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 本市の博物館等は人文科学館（歴史・美術）が多い。一方で自然分野は熊本博物
館（総合博物館）や動植物園があるが、水族館・恐竜博物館・科学館等の博物館は
ない。

• 本市の図書館では政令指定都市で比較すると、1人当たりの貸出冊数が少ない。
1人当たりの蔵書冊数や資料費等は他都市に劣っていないので、貸出冊数が少な
い原因は、他にあると考えられる。

• 図書館の開館日数は、指定管理者制度を導入した2館（城南図書館とプラザ図書
館）と比べて他館が少ない。しかし登録者数は城南図書館よりも植木図書館の方
が多い。
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②図書館の利用状況

 本市の1人当たり貸出冊数（3.2冊）は13位、1人あたり蔵書冊数（2.2冊）は7位である。
 各都市の1人当たり貸出冊数と1人当たり蔵書冊数は、必ずしも比例していない。
 例えば1人当たり蔵書冊数が本市より少ない京都・仙台・名古屋・川崎・大阪・神戸の各都市では、

1人当たり貸出冊数は本市より上位に位置している。

 本市の1人当たり図書館資料費（114.4円）は政令指定都市で9位、図書館費（481.3円）は16位である。
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 本市の図書館開館日数は、城南図書館とプラザ図書館が年間約340日、他は約300日である。
 全ての図書館において、2019年度は約30日、2020年度は約40日、開館日数が減少している。

（出典）熊本市立図書館「図書館事業統計」

250

300

350

2017 2018 2019 2020 2021

（日）
図書館開館日数

市立図書館 植木図書館 城南図書館 とみあい図書館 プラザ図書館

政令指定都市

69

熊本市

88

第５章　教育・文化

４　社会教育



• 本市では70-74歳、75-79歳の人口増加がみられる一方で、町内自治会加入率や
老人クラブのクラブ数、会員数には、これに比例した増加がみられない。したがって、
高齢者人口の増加は「町内自治会」や「老人クラブ」等のコミュニティが抱える担い
手不足に関する課題の解決には直接的には繋がらないものと考えられる。

• 町内自治会を持続可能なものとするためには、現役世代の取り込みを進めると同
時に、一方では健康な高齢者が町内自治会の担い手として活躍することも期待さ
れる。

• 公民館の主催事業や自主講座は、乳幼児から高齢者まであらゆる世代を対象に
講演会・講座等を開催し、多くの市民が利用してきた。変化し続ける社会の中で、
今後もライフステージに応じた学習機会を提供し続けるためには、オンライン講座
等、新しい生活様式に適応した環境整備にも取り組む必要があると考えられる。
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からみえる

熊本市
の特徴
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②公民館の利用状況

 本市の公設公民館では、例年の利用件数・利用者数ともに「一般貸館」での利用が最も多く、次に
「自主講座」での利用が多い。

 平成28年熊本地震後、2017年度には利用者数が一旦増加したものの、2017～2019年度にかけ
て利用者数は年々減少している。

 2020年度の利用者数（計114,143人）は、前年度の利用者数（計639,944人）に比べると17.8％まで
落ち込んだ。

 2020～2021年の新型コロナウイルス感染拡大による影響をみると、「主催事業」や「自主講座」は
2020年に最も大きく落ち込んだ。

 「一般貸館」では2020年の利用者数（8,448人）よりも2021年（7,405人）の方が少なく、最少の利用
者数となっている。

 2022年度の「一般貸館」の利用件数（20,464件）は2019年（20,845件）の水準までほぼ回復した。
一方で、「自主講座」の利用件数（12,099件）は2019年（15,606件）に比べると77.5％まで回復した。
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（出典）熊本市公民館運営審議会資料（2020・2023年度）

①町内自治会、老人クラブ
②公民館の利用状況

①町内自治会、老人クラブ

地域コミュニティ※機能の維持・向上を図るためには、地域活
動の担い手の発掘や課題解決のための仕組みづくりが必要
である。ここでは、本市の町内自治会数・自治会加入率、老人
クラブ数・会員数や、地域住民の交流・学習・自治の拠点とな
る公民館の利用状況について近年の動向をみることで、本市
のコミュニティの特徴を考える。

コミュニティ

から考える
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 本市の自治会数は市町村合併で増加した後、近年は横ばいとなり、現在は915団体である。
 一方で自治会加入率は2006年（89.9％）をピークに減少傾向だったが、2019年からやや回復した。

545

534 535 533
529

526

28,364 

27,567 

26,494 

25,319 

24,605 

23,837 

21,000

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

515

520

525

530

535

540

545

550

2013 2014 2015 2016 2017 2018

(人)(団体) 老人クラブ数と会員数

クラブ数 会員数

726 727 727 725 726 728 728

841 840 842

868

911 914 917 917 917 915 914 915

88.2 88.1 

89.9 
89.7 

88.9 

88.4 
88.2 

87.3 

86.8 

86.0 
85.8 

86.0 
86.1 

85.5 

85.1 
84.8 84.9 

85.3 
85.5 

84.0

85.0

86.0

87.0

88.0

89.0

90.0

91.0

650

700

750

800

850

900

950

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（％）
（団体）

町内自治会数と自治会加入率の推移

町内自治会数 自治会加入率

 本市の年代別人口（65歳以上）の推移をみる
と、70-74歳と75-79歳の人口が特に増加して
いる。
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は減少傾向がみられる。
 老人クラブ会員数は23,000人を超えているが、

近年は毎年700～1,000人程度の減少が続いて
いる。
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（出典）熊本市ホームページ「町内自治会」

（出典）熊本市「第4次熊本市地域福祉計画」（2020）

（出典）熊本市WEB統計書「住民基本台帳人口」
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• 本市では70-74歳、75-79歳の人口増加がみられる一方で、町内自治会加入率や
老人クラブのクラブ数、会員数には、これに比例した増加がみられない。したがって、
高齢者人口の増加は「町内自治会」や「老人クラブ」等のコミュニティが抱える担い
手不足に関する課題の解決には直接的には繋がらないものと考えられる。

• 町内自治会を持続可能なものとするためには、現役世代の取り込みを進めると同
時に、一方では健康な高齢者が町内自治会の担い手として活躍することも期待さ
れる。

• 公民館の主催事業や自主講座は、乳幼児から高齢者まであらゆる世代を対象に
講演会・講座等を開催し、多くの市民が利用してきた。変化し続ける社会の中で、
今後もライフステージに応じた学習機会を提供し続けるためには、オンライン講座
等、新しい生活様式に適応した環境整備にも取り組む必要があると考えられる。
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②公民館の利用状況

 本市の公設公民館では、例年の利用件数・利用者数ともに「一般貸館」での利用が最も多く、次に
「自主講座」での利用が多い。

 平成28年熊本地震後、2017年度には利用者数が一旦増加したものの、2017～2019年度にかけ
て利用者数は年々減少している。

 2020年度の利用者数（計114,143人）は、前年度の利用者数（計639,944人）に比べると17.8％まで
落ち込んだ。

 2020～2021年の新型コロナウイルス感染拡大による影響をみると、「主催事業」や「自主講座」は
2020年に最も大きく落ち込んだ。

 「一般貸館」では2020年の利用者数（8,448人）よりも2021年（7,405人）の方が少なく、最少の利用
者数となっている。

 2022年度の「一般貸館」の利用件数（20,464件）は2019年（20,845件）の水準までほぼ回復した。
一方で、「自主講座」の利用件数（12,099件）は2019年（15,606件）に比べると77.5％まで回復した。
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地域コミュニティ※機能の維持・向上を図るためには、地域活
動の担い手の発掘や課題解決のための仕組みづくりが必要
である。ここでは、本市の町内自治会数・自治会加入率、老人
クラブ数・会員数や、地域住民の交流・学習・自治の拠点とな
る公民館の利用状況について近年の動向をみることで、本市
のコミュニティの特徴を考える。
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 本市の自治会数は市町村合併で増加した後、近年は横ばいとなり、現在は915団体である。
 一方で自治会加入率は2006年（89.9％）をピークに減少傾向だったが、2019年からやや回復した。
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（出典）熊本市ホームページ「町内自治会」

（出典）熊本市「第4次熊本市地域福祉計画」（2020）

（出典）熊本市WEB統計書「住民基本台帳人口」
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第３編 都市の産業 
 

 

 
平成 28 年熊本地震や新型コロナウイルス感染拡大等により、本市の産業・

経済は大きな影響を受けました。「第３編 都市の産業」では「第６章 経済」を設

けて、「経済成長」、「産業構造」、「観光施設」、「雇用」、「従業地等」、「財政」の

６つのテーマを取り上げます。 

「経済成長」では、名目経済成長率や市内総生産等の基本的な指標・デー

タを用いて、本市の特徴について考えます。「産業構造」では、主要な産業分

野毎のデータを比較して、本市の経済的な特徴について考えます。「観光施

設」では、本市の観光統計のデータを参考に、近年の観光動向について考え

ます。 

また「雇用」では、本市の労働力の需要と供給について、「従業地等」では、

熊本連携中枢都市圏等における経済活動や生活環境について、「財政」では

本市の借金返済負担、財政運営の健全性、将来世代の負担、財政力、市民一

人当たりの所得水準、地方税等に関する指標について取り上げ、それぞれラ

ンキング、経年変化、プロファイリング等の観点から本市の特徴を探ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



①名目経済成長率
②経済成長の要因
③地域経済の循環

2009年リーマンショック、2012年政令指定都市移行、平成28年熊
本地震を経験した本市の経済成長について、名目経済成長率※ 、
経済成長の要因、地域経済の循環の現状を把握し、特徴につい
て考える。

第６章 経済・産業
１ 経済成長

①名目経済成長率

全国・熊本県・熊本市

経済成長

から考える
熊本市の都市政策
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 リーマンショック後、本市の名目経済成長率はプラス成長を続けている。
 平成28年熊本地震後、急速な復旧・復興事業がプラス成長を一時的に加速させたものの、2018
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九州



①名目経済成長率
②経済成長の要因
③地域経済の循環

2009年リーマンショック、2012年政令指定都市移行、平成28年熊
本地震を経験した本市の経済成長について、名目経済成長率※ 、
経済成長の要因、地域経済の循環の現状を把握し、特徴につい
て考える。
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(出典) 熊本県「市町村民経済計算」 （2019）より作成

 経済活動別の対前年度増減率では、「情報通信業」が9.84％増、「専門・科学技術、業務支援サー
ビス業」が5.26％増、「保健衛生・社会事業」が4.45％増など、17部門のうち9部門で増加した。

 「建設業」が5.34％減、「農業」が5.31％減、「鉱工業」が4.56%減など、17部門のうち8部門で減少し
た。

【B】

（注）【A】は前頁市内総生産の経済活動別構成比

 経済成長への寄与度は、「専門・科学技術、業務支援サービス業」、「情報通信業」、「保健衛生・
社会事業」、「公務」、「不動産」、「金融・保険業」などの順で高い。

(出典) 熊本県「市町村民経済計算」 （2019）より作成

（注）寄与度 ＝ 当該内訳項目の伸び率〔B〕×前期における当該内訳項目の全体に占める構成割合〔A〕
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 経済活動別（産業別）に2019年の市内総生産の構成比をみると、最も構成比が高い産業は「卸
売・小売業(12.7%)」、次いで「不動産業（12.0%）」、「保健衛生・社会事業（11.9%）」、「専門・科学技
術、支援サービス業(10.3%)」、「公務(9.0%)」などの第3次産業が9割近くを占めている。

 平成28年熊本地震後からの復旧・復興事業で建設業は2012年に比べて大幅に伸びたが、復
旧・復興事業の進捗に伴い、2019年は建設業の割合が低くなっている。

 各割合に着目すると、2012年と比べ、2019年は「建設業」、「専門・科学技術,業務支援サービス
業」、「保健衛生・社会事業」などが割合が増加したが、一方で、「卸売・小売業」、「不動産業」、
「教育業」、「情報通信業」などが減少した。

【A】

②経済成長の要因

 リーマンショック後、本市の総生産は年々増
加し、2019年は約2兆6604億円で、前年度と
比べて296億円増加した。
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(出典) 熊本県「市町村民経済計算」 （2019）より作成
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 「建設業」が5.34％減、「農業」が5.31％減、「鉱工業」が4.56%減など、17部門のうち8部門で減少し
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（注）【A】は前頁市内総生産の経済活動別構成比

 経済成長への寄与度は、「専門・科学技術、業務支援サービス業」、「情報通信業」、「保健衛生・
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(出典) 熊本県「市町村民経済計算」 （2019）より作成
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業」、「保健衛生・社会事業」などが割合が増加したが、一方で、「卸売・小売業」、「不動産業」、
「教育業」、「情報通信業」などが減少した。

【A】

②経済成長の要因

 リーマンショック後、本市の総生産は年々増
加し、2019年は約2兆6604億円で、前年度と
比べて296億円増加した。
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• 本市の名目経済成長率については、リーマンショックの影響を受けた2008年を除い
て右肩上がりで成長し、熊本地震後の復旧・復興事業等により、2017年に3.8%と
なった。新型コロナウイルスの感染拡大前、本市の経済成長が持続性と安定性で
九州経済圏都市の上位に位置していた。

• 2019年の総生産は、前年度と比べて296億円の増加を遂げたが、その総額は政令
指定都市の中では最下位である。

• 第3次産業である「専門・科学技術、業務支援サービス業」、「情報通信業」、「保健
衛生・社会事業」等の増加が経済成長の要因であると考えられる。

• 一般的に第三次産業が大きなウェイトを占めるのが現代の経済の特徴であるが、
本市の第3次産業においても総生産の9割近くを占め、「卸売・小売業」、「不動産業、
保健衛生・社会事業」、「専門・科学技術、支援サービス業」、「公務」など比重の大
きい部門の増減が、経済成長率を左右していると考えられる。

• 本市の地域経済の自立度は、他地域から流入する所得に対する依存度が政令指
定都市の中では高く、また、連携中枢都市圏の中でも合志市や嘉島町等と比較す
ると依存度が高いことが分かる。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

（注）「地域経済循環率」とは、生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値であり、地域経済の自立
度を示しており、値が低いほど他地域から流入する所得に対する依存度が高いことが言える。

県内市町村

 連携中枢都市圏で比較すると、本市の地域経済循環率（地域経済の自立度）は7位である。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2018）

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2018）
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③地域経済の循環

９８

熊本市

 2018年の本市の生産（付加価値額）をみると、25,821億円の生産（付加価値額）を生み出しており、
地域内へ分配されている。

 生産（付加価値額）が最も大きい産業は、第3次産業である。
 本市の所得の総額は30,484億円であり、これが地域内に支出されている。
 所得について、雇用者所得については12億円が地域外へ流出しており、その他所得については

4,675億円の地域外からの流入がある。
 支出について、民間消費額は496億円地域外から流入しているが、民間投資額の334億円、その

他支出の4, 826億円については地域外へ流出している。

所得への分配
25,821億円

所得からの支出
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支出による
生産への還流
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支出（地域内ベース） 地域外からの流入 地域外への流出

（注）
・雇用者所得…市内、市外在住の雇用者に対して支払われる所得のこと。
・その他所得…雇用者所得以外の、財産所得、企業所得、交付税、社会保障給付、補助金等の所得のこと。
・民間消費額…住民の消費などを示す。
・民間投資額…企業の設備投資等を示す。
・その他支出…政府支出、地域内産業の移輸出入収支額等を示す。

(出典)内閣府「地域経済分析システム※ 」（2018）

（注）地域内企業の経済活動を通じて生産された付加価値（①）は、労働者や企業の所得として分配され（②）、
消費や投資として支出され（③）、再び地域内企業に還流される。それぞれの額や水準を認識した上で、いずれ
かの過程でお金が流出していないかどうかを把握する。
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• 本市の名目経済成長率については、リーマンショックの影響を受けた2008年を除い
て右肩上がりで成長し、熊本地震後の復旧・復興事業等により、2017年に3.8%と
なった。新型コロナウイルスの感染拡大前、本市の経済成長が持続性と安定性で
九州経済圏都市の上位に位置していた。

• 2019年の総生産は、前年度と比べて296億円の増加を遂げたが、その総額は政令
指定都市の中では最下位である。

• 第3次産業である「専門・科学技術、業務支援サービス業」、「情報通信業」、「保健
衛生・社会事業」等の増加が経済成長の要因であると考えられる。

• 一般的に第三次産業が大きなウェイトを占めるのが現代の経済の特徴であるが、
本市の第3次産業においても総生産の9割近くを占め、「卸売・小売業」、「不動産業、
保健衛生・社会事業」、「専門・科学技術、支援サービス業」、「公務」など比重の大
きい部門の増減が、経済成長率を左右していると考えられる。

• 本市の地域経済の自立度は、他地域から流入する所得に対する依存度が政令指
定都市の中では高く、また、連携中枢都市圏の中でも合志市や嘉島町等と比較す
ると依存度が高いことが分かる。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

（注）「地域経済循環率」とは、生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値であり、地域経済の自立
度を示しており、値が低いほど他地域から流入する所得に対する依存度が高いことが言える。

県内市町村

 連携中枢都市圏で比較すると、本市の地域経済循環率（地域経済の自立度）は7位である。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2018）

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2018）
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 2018年の本市の生産（付加価値額）をみると、25,821億円の生産（付加価値額）を生み出しており、
地域内へ分配されている。

 生産（付加価値額）が最も大きい産業は、第3次産業である。
 本市の所得の総額は30,484億円であり、これが地域内に支出されている。
 所得について、雇用者所得については12億円が地域外へ流出しており、その他所得については

4,675億円の地域外からの流入がある。
 支出について、民間消費額は496億円地域外から流入しているが、民間投資額の334億円、その

他支出の4, 826億円については地域外へ流出している。
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（注）
・雇用者所得…市内、市外在住の雇用者に対して支払われる所得のこと。
・その他所得…雇用者所得以外の、財産所得、企業所得、交付税、社会保障給付、補助金等の所得のこと。
・民間消費額…住民の消費などを示す。
・民間投資額…企業の設備投資等を示す。
・その他支出…政府支出、地域内産業の移輸出入収支額等を示す。

(出典)内閣府「地域経済分析システム※ 」（2018）

（注）地域内企業の経済活動を通じて生産された付加価値（①）は、労働者や企業の所得として分配され（②）、
消費や投資として支出され（③）、再び地域内企業に還流される。それぞれの額や水準を認識した上で、いずれ
かの過程でお金が流出していないかどうかを把握する。
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熊本市

 従業者数の産業別構成比は、第3次産業が約9割を占める 。
 「卸売業，小売業（19.2％）」、「医療・福祉（18.6％）」、「サービス業（9.4％）」の割合が大きい。

(出典)総務省「令和3年経済センサス」 （2021）より作成

 本市の従業者数は、政令指定都市中18位で
ある。

 本市の従業者数は、2012年から2014年にか
けて増加したが、2016年に減少した。その後、
2021年には再び増加している。

第3次産業 87.4%

本市は、サービス産業が中心の都市であり、そのほか、IC産業
の集積、全国でも高い生産性を誇る農水産業など各種分野が展
開されている。ここでは、事業所数や従業員数の推移等を確認し、
特徴について考える。

第６章 経済・産業
２ 産業構造

①全産業

産業構造

から考える
熊本市の都市政策

78

①全産業
②農業 ③林業 ④水産業
⑤製造業 ⑥卸売業、小売業

(出典)総務省「経済センサス」
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 本市の事業所数は、政令指定都市中18位で
ある。

政令指定都市 熊本市

熊本市

(出典)総務省「令和3年経済センサス」 （2021）より作成

 事業所の産業別構成比は、第3次産業が約9割を占める 。
 「卸売業,小売業（24.7％）」「宿泊業,飲食サービス業（10.8％）」「医療,福祉(9.9％)」の割合が大きい。

 本市の事業所数は、2012年から2014年にか
けて増加したが、2016年に減少した。その後、
2021年には再び増加している。
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 従業者数の産業別構成比は、第3次産業が約9割を占める 。
 「卸売業，小売業（19.2％）」、「医療・福祉（18.6％）」、「サービス業（9.4％）」の割合が大きい。

(出典)総務省「令和3年経済センサス」 （2021）より作成

 本市の従業者数は、政令指定都市中18位で
ある。

 本市の従業者数は、2012年から2014年にか
けて増加したが、2016年に減少した。その後、
2021年には再び増加している。

第3次産業 87.4%

本市は、サービス産業が中心の都市であり、そのほか、IC産業
の集積、全国でも高い生産性を誇る農水産業など各種分野が展
開されている。ここでは、事業所数や従業員数の推移等を確認し、
特徴について考える。
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熊本市の都市政策
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 2020年の林業経営体数は、政令指定都市20
都市中16位である。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2020）

 2020年の林業総収入は、政令指定都市20都市中8位である。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2020）

政令指定都市

熊本市

(出典)内閣府「地域経済分析システム」より作成

政令指定都市

 林業総収入においては、2015年から2020年
にかけて増加している。

 経営体数については、2010年から2015年に
増加しているものの、減少傾向である。
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 本市の2021年の農業産出額は約461億円で
あり、全国では第8位に位置している。

（千万)

 本市の農業経営体数は4,105経営体であり、
政令指定都市中4位である。

（出典）農林水産省「令和3年 市町村別農業産出額（推計）」（2021）

（出典）農林水産省「令和3年 市町村別農業産出額（推計）」（出典）農林水産省「農林業センサス」 （2020）

（出典）農林水産省「令和3年 市町村別農業産出額（推計）」（2021）

政令指定都市

全国 政令指定都市

 本市の農業産出額の推移を見ると、2014年か
ら2021年にかけて440億円以上を維持している。
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 本市の2021年の農業産出額は、政令指定都
市では第3位に位置している。
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 林業総収入においては、2015年から2020年
にかけて増加している。

 経営体数については、2010年から2015年に
増加しているものの、減少傾向である。
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 2009年のリーマンショック以降は増加傾向で
あったが、2017年以降は減少に転じている。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」
(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2020）

政令指定都市 熊本市

 本市の2020年における製造品出荷額は、政
令指定都市中最下位である。
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 製造業の事業所数及び事業者数については、どちらも減少傾向である。
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(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）より作成
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 海面養殖の経営体数は減少傾向であるが、
販売金額は、2013年から2018年にかけて増
加している。
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 本市の2019年における事業所数及び従業者数は、政令指定都市中19位である。
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 2018年の海面漁獲物等販売金額は、政令指
定都市13都市中1位である。
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 海面漁獲物等の経営体数は減少傾向である
が、販売金額は2013年から2018年にかけて
増加している。
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④水産業

103

第６章　経済・産業

２　産業構造



第６章 経済・産業
２ 産業構造

0

100

200

300

400

堺
市

大
阪
市

横
浜
市

神
戸
市

川
崎
市

名
古
屋
市

広
島
市

京
都
市

北
九
州
市

静
岡
市

浜
松
市

相
模
原
市

千
葉
市

新
潟
市

岡
山
市

さ
い
た
ま
市

仙
台
市

札
幌
市

福
岡
市

熊
本
市

（万円） 製造品出荷額

83

 2009年のリーマンショック以降は増加傾向で
あったが、2017年以降は減少に転じている。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」
(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2020）

政令指定都市 熊本市

 本市の2020年における製造品出荷額は、政
令指定都市中最下位である。
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 製造業の事業所数及び事業者数については、どちらも減少傾向である。
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 2021年における卸売業の事業所数及び従業
者数は、政令指定都市中16位である。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）より作成
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（注）データのある政令指定都市10都市を掲載している。
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(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2019）より作成
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85

①観光客入込数・宿泊客数・観光消費額、外国人観光客数・
宿泊客数

②熊本城・桜の馬場城彩苑・水前寺成趣園の入園者数

①観光客入込数・宿泊客数・観光消費額、外国人観光客数・宿泊客数

観光施設

から考える
熊本市の都市政策

本市には熊本城跡、水前寺成趣園等の史跡・名勝のほか、桜
の馬場城彩苑等の観光施設も多いが、いずれも観光客数が減
少した。ここでは観光客数・宿泊客数の推移や施設ごとの入園者
数の比較等、本市の観光名所である熊本城や水前寺成趣園等
のデータから特徴を探る。

 外国人の観光客数・宿泊客数は2019年がピークであり、本市に71万人が訪れ、このうち34万人
が宿泊した。

 外国人観光客と国内観光客いずれも、全体の5割程度しか本市に宿泊していない。

 本市を訪れる観光客数は2019年がピークで、2020年、2021年は半分以下に落ち込んだ。
 2019年から2020年までは、観光客数の減少幅が宿泊客数の減少幅よりも大きい。
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(出典)内閣府「地域経済分析システム」より作成

 卸売業の年間商品販売額については、減少傾
向が見られるも、2012年からは横ばいである。

 小売業については、概ね横ばいである。

熊本市政令指定都市

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）より作成

 2021年における卸売業、小売業の年間商品販
売額は、政令指定都市中18位である。

• 全産業の事業所数及び従業者数は、政令指定都市中18位である。

• 本市の産業別構成において、事業所数では「卸売業、小売業」が最も多く、2位は
「宿泊業，飲食サービス業」、3位は「医療,福祉」となっている。また、従業者数では、
「卸売業、小売業」が最も多く、2位は「医療、福祉」、3位は「サービス業」となってい
る。

• 本市の農業産出額及び農家数においては、全国および政令指定都市で上位であり、
近年の農業産出額は、440億円以上を維持している。

• 本市の林業総収入をみると、政令指定都市中8位であり、近年増加していることが
わかる。

• 本市の海面漁獲物等販売金額及び海面養殖販売金額においては、政令指定都市
中1位である。また、経営体数は減少傾向であるが、販売金額は増加している。

• 本市の製造業における事業所数は、1986年から減少傾向が続いている。また、製
造品出荷額は、リーマンショック以降増加傾向であったが、近年は減少傾向に転じ
ており、政令指定都市の中では最下位である。

• 本市の卸売業、小売業において、事業所数及び従業員数は政令指定都市中17位
であり、年間商品販売額は政令指定都市中18位である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

 事業所数は2007年まで減少傾向、従業者数
は1997年から2004年にかけて増加傾向もみ
られたが、2012年以降は共に横ばいである。

政令指定都市

(出典)内閣府「地域経済分析システム」より作成

 2021年における小売業の事業所数及び従業
者数は、政令指定都市中17位である。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）より作成
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熊本市の都市政策

本市には熊本城跡、水前寺成趣園等の史跡・名勝のほか、桜
の馬場城彩苑等の観光施設も多いが、いずれも観光客数が減
少した。ここでは観光客数・宿泊客数の推移や施設ごとの入園者
数の比較等、本市の観光名所である熊本城や水前寺成趣園等
のデータから特徴を探る。

 外国人の観光客数・宿泊客数は2019年がピークであり、本市に71万人が訪れ、このうち34万人
が宿泊した。

 外国人観光客と国内観光客いずれも、全体の5割程度しか本市に宿泊していない。

 本市を訪れる観光客数は2019年がピークで、2020年、2021年は半分以下に落ち込んだ。
 2019年から2020年までは、観光客数の減少幅が宿泊客数の減少幅よりも大きい。
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(出典)内閣府「地域経済分析システム」より作成

 卸売業の年間商品販売額については、減少傾
向が見られるも、2012年からは横ばいである。

 小売業については、概ね横ばいである。

熊本市政令指定都市

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）より作成

 2021年における卸売業、小売業の年間商品販
売額は、政令指定都市中18位である。

• 全産業の事業所数及び従業者数は、政令指定都市中18位である。

• 本市の産業別構成において、事業所数では「卸売業、小売業」が最も多く、2位は
「宿泊業，飲食サービス業」、3位は「医療,福祉」となっている。また、従業者数では、
「卸売業、小売業」が最も多く、2位は「医療、福祉」、3位は「サービス業」となってい
る。

• 本市の農業産出額及び農家数においては、全国および政令指定都市で上位であり、
近年の農業産出額は、440億円以上を維持している。

• 本市の林業総収入をみると、政令指定都市中8位であり、近年増加していることが
わかる。

• 本市の海面漁獲物等販売金額及び海面養殖販売金額においては、政令指定都市
中1位である。また、経営体数は減少傾向であるが、販売金額は増加している。

• 本市の製造業における事業所数は、1986年から減少傾向が続いている。また、製
造品出荷額は、リーマンショック以降増加傾向であったが、近年は減少傾向に転じ
ており、政令指定都市の中では最下位である。

• 本市の卸売業、小売業において、事業所数及び従業員数は政令指定都市中17位
であり、年間商品販売額は政令指定都市中18位である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

 事業所数は2007年まで減少傾向、従業者数
は1997年から2004年にかけて増加傾向もみ
られたが、2012年以降は共に横ばいである。

政令指定都市

(出典)内閣府「地域経済分析システム」より作成

 2021年における小売業の事業所数及び従業
者数は、政令指定都市中17位である。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）より作成
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• 2019年の観光客数は、平成28年熊本地震以前の状況まで一旦回復したが、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により、2020・2021年は熊本地震時以上の減少となった。

• 外国人観光客が全観光客に占める割合は、2019年までは約10～13％、2020年は
約3％であり、減少していることが分かる。

• 熊本城の入園者数は、平成28年熊本地震の被災・復旧工事による立入規制の後、
特別公開第１弾（2019年10月）から大幅に回復した。2020年のコロナ禍においても
入園者が増加しているのは、第2弾の特別見学通路（2020年6月～）から、熊本城の
被災状況や復旧状況を間近で見学できるようになったことが理由として考えられる。

• 外国人観光客及び国内観光客において、約半数が昼間の日帰り観光のみとなって
いることから、宿泊していただくための様々な仕掛けが必要であり、熊本城のライト
アップやみずあかり等に加え、更なる夜間の魅力の向上が必要である。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

 2019年の熊本城特別公開第1弾開始以降、コロナ禍の中、入園者数・入園料収入ともに増えてい
る。

（出典）WEB熊本市統計書

（出典）WEB熊本市統計書

 2018年から2019年にかけて熊本城の入園者数が減少した一方で、桜の馬場城彩苑の入園者数
は増加している。水前寺成趣園の入場者数は、熊本城及び桜の馬場城彩苑に比べて変動幅が
小さい。

②熊本城・桜の馬場城彩苑・水前寺成趣園の入園者数
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①雇用の動向
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①雇用の動向
②雇用者の月給与額と産業分布

（出典） 厚生労働省熊本労働局「 くまもと職業安定業務月報（労働市場の概況）」

 全国、九州、熊本県における有効求人倍率は、2013年から2018年にかけて上昇していたが、
2019年、2020年は低下し、その後、2021年に再び上昇している。

 熊本県の有効求人倍率は、2017年以降、全国及び九州を上回っている。

全国・熊本県

(注）熊本の失業率はモデル推計値（年平均・四半期平均）である。
（出典）厚生労働省熊本労働局「 くまもと職業安定業務月報（労働市場の概況）」

（％)

 熊本県の完全失業率は、2014年に3.9％に達
したものの、2018年には2.7％に減少し、その
後は横ばいの状況である。

全国・九州・熊本県

2013 2014  2015  2016  2017  2018  2019 2020  2021     4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2021 2022

 熊本県の就職率は、2012年以降、全国と九
州の平均を上回っているが、2017年以降は
低下傾向であり、2020年は 32.8％と2014年
以降で最も低い水準である。

平成28年熊本地震や新型コロナウイルス感染症等は、雇用面
においても影響を及ぼしていることが考えられる。そこで、本市
における近年の雇用動向及び雇用者の月給与額と産業分布に
ついて実態を把握し、特徴を探る。

（注）各年度は原数値（平均値）、各月は季節調整値である。

（注）ここでいう就職率とは、求職者に対する就職件数の割合をいい、「就職件数」を
「新規求職申込件数」で除して算出したものをいう。（くまもと職業安定月報より）

（出典）厚生労働省熊本労働局「 くまもと職業安定業務月報（労働市場の概況）」

（％)

全国・九州・熊本県

雇用

から考える
熊本市の都市政策
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（出典）熊本県統計調査課「勤労統計調査」より作成

 2017年の産業別雇用者数の総人数は33万2,600人であり、産業大分類別にみると、多い順に「医
療、福祉」、「卸売業、小売業」、「製造業」となっている。

（出典）熊本県統計調査課「勤労統計調査」 (2017)より作成

• 熊本県の有効求人倍率については、2017年以降、全国を上回っていたが、2020年
は新型コロナウイルス感染症の影響もあり、全国や九州と同様に低下した。

• 2020年の完全失業率はほぼ横ばい、就職率は低下しており、新型コロナウイルス感
染症の影響によるものと考えられる。

• 県内の月平均現金給与額（男女平均）においては、2014年から2019年は314千円か
ら318千円で推移していたが、2020年は301千円と1万円以上の下降がみられ、新型
コロナウイルス感染症の影響によるものと考えられる。

• 本市の産業別雇用者数においては、「医療，福祉」、「卸売業，小売業」等の第3次産
業が多くを占めている。

熊本市

熊本県

データ
からみえる

熊本市
の特徴

 県内の男性の平均月間現金給与額は、37万円から40万円の間で推移しており、女性は22万円か
ら25万円の間で推移している。

②雇用者の月給与額と産業分布

第3次産業

総人数
332,600
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菊陽町へのTSMCの進出により、本市や周辺自治体でも従業地
等の増加が見込まれている。ここでは、本市の従業地等による就
業状況等集計や転出者の労働力人口、空家等の現状を把握し、
特徴を探る。

第６章 経済・産業
５ 従業地等

①従業地等による就業状態等集計

従業地等

から考える
熊本市の都市政策
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①従業地等による就業状態等集計
②転出者の労働力人口
③空家等の現状

大都市

熊本市

 本市の昼夜間人口比率※は、大都市中13位である。
 本市の昼夜間人口比率は101.0％であり、昼間人口が多い。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」（2020）
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

 従業地・通学地別人口の割合について2015年と2020年を比較すると、「熊本市」は0.5ポイント上昇、
「他市区町村」は1.3ポイント上昇、「県内他市区町村」は1.4ポイント上昇しており、従業又は通学を
する者の割合は上昇している。一方、「従業も通学もしていない」は1.8ポイントの低下となっている。
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県内市町村

 本市を除く熊本市連携中枢都市圏参加自治体18市町村中、昼夜間人口比率が100を越えている
ところは7市町村あり、昼夜間人口比率が最も高いところは嘉島町である。一方、昼夜間人口比
率が最も低いところは玉東町である。

 各市町村の昼夜間人口の差をみると、通勤・通学の流入超過が最も大きいところは菊池市であり、
次いで大津町、嘉島町である。一方、流出超過が最も大きいところは合志市であり、次いで宇土
市、山鹿市である。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」（2020）より作成

(千人）

②転出者の労働力人口

熊本市

 男女総数に着目すると、本市から首都圏3県・東京都（特別区部含む）・福岡県（福岡市含む）への
転出者の労働力人口割合は74.9%（15,388人）となっており、そのうち、本市から福岡県への転出
者数は8,674人と約半数を占めている。

 男女別に着目すると、男性の本市から首都圏3県・東京都（特別区部含む）・福岡県（福岡市含む）
への転出者の労働力人口割合は83.5%（8,848人）であるのに対し、女性の同割合は65.8%（6,540
人）である。

3,305

3,409

2,656

8,674

4,805

64,679

2,049

1,902

1,461

4,897

2,570

32,134

1,256

1,507

1,195

3,777

2,235

32,545

熊
本
市⇒

首
都
圏
３
県

熊
本
市⇒

東
京
都

熊
本
市⇒

特
別
区
部

熊
本
市⇒

福
岡
県

熊
本
市⇒

福
岡
市

熊
本
市
移
動
な
し

熊
本
市⇒

首
都
圏
３
県

熊
本
市⇒

東
京
都

熊
本
市⇒

特
別
区
部

熊
本
市⇒

福
岡
県

熊
本
市⇒

福
岡
市

熊
本
市
移
動
な
し

熊
本
市⇒

首
都
圏
３
県

熊
本
市⇒

東
京
都

熊
本
市⇒

特
別
区
部

熊
本
市⇒

福
岡
県

熊
本
市⇒

福
岡
市

熊
本
市
移
動
な
し

総数 男 女

転出者の労働力人口状況

労働力人口 非労働力人口 不詳

（％）

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成
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（注）本グラフは、2015年から2020年における転出後の状況を示している。

111

第６章　経済・産業

５　従業地等



第６章 経済・産業
５ 従業地等

91

（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

 男女総数に着目すると、本市から首都圏3県・東京都（特別区部含む）・福岡県（福岡市含む）への
転出者のうち、第3次産業への就業割合は84.3％（12,465人）となっている。

 男女別に着目すると、男性の本市から首都圏3県・東京都（特別区部含む）・福岡県（福岡市含む）
への転出者の第3次産業への就業割合は80.0％（6,839人）であるのに対し、女性の同割合は
90.2％（5,626人）である。
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（出典）総務省統計局「国勢調査結果」より作成

 男女総数に着目すると、本市から首都圏3県・東京都（特別区部含む）・福岡県（福岡市含む）への
転出者の多い業種は、「卸売業,小売業」（2,349人）、 「医療,福祉」（1,935人）、「公務（他に分類さ
れるものを除く）」（1,453人）、「情報通信業」（1,256人）」である。

 男女別に着目すると、「医療,福祉」では、男性の総数は4,061人、女性の総数は11,680人であり、
女性が男性に比べて多い。一方、 「公務（他に分類されるものを除く） 」では、男性の総数は3,856
人、女性の総数は1,489人であり、男性が女性に比べて多い。
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（注）本グラフは、2015年から2020年における転出後の状況を示している。

（注）本グラフは、2015年から2020年における転出後の状況を示している。
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（注）凡例の補足
A：目立った損傷は認められない、B：危険な損傷は認められない、C：部分的に危険な損傷が認められる
D：そのまま放置すれば、近く倒壊の危険が高まる、E：危険な損傷が著しく、倒壊の危険があると思われる。

報告書では、空家等の老朽度によってA～Eまで評価しており、状態により下記のように分けることができる。
A・B・C：比較的老朽度が低く、活用の可能性がある空家等
D・E ：倒壊の危険がある、近く倒壊の危険が高まるもの

 活用できると考えられる空家等（A・B・C）は、全体の約97.2％（3,593か所）である。
 倒壊の危険性がある、近く危険が高まる空家等（D・E）は、全体の2.8％（105か所）である。
 活用できると考えられる空家等（A・B・C）は、居住誘導区域※内・市街化区域に多く存在しており、

各区域の割合をみると、いずれも高い割合となっている。
 倒壊の危険がある、近く倒壊の危険が高まる空家等（D・E）は、件数・割合ともに、市街化調整区

域・都市計画区域外に一番多く存在し、比率も高い。
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（73%）
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（18%）
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（6%）

46

（1%）

59

（2%）

老朽度ランク別空家等数
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（出典）熊本市「空家等の実態調査結果」（2018）
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（出典）熊本市「空家等の実態調査結果」（2018）

データ
からみえる

熊本市
の特徴

• 2020年における従業・通学者は、2015年と比べて増えており、特に本市から県内市
町村への従業・通学が増えている。

• 昼夜間人口比率から、本市に加えて嘉島町、西原村、大津町、菊池市、阿蘇市等
が昼間人口が多く、一方、玉東町、美里町、合志市、宇土市、御船町等は夜間人
口が多い。

• 本市からの転出者において、東京都や福岡県等への転出は労働としての転出が
多数を占め、そのうち半数は福岡県への転出である。また、女性は、男性に比べて
労働としての転出割合が少ないことも特徴である。

• 本市からの転出者の多くは第3次産業に就業しており、特に「卸売業,小売業」、「医
療,福祉」等に従事している者が多い。また、男性は女性に比べて「公務」が多く、女
性は男性に比べて「医療」が多い。

• 労働力人口の転出抑制、さらには本市へ定住してもらうために、居住誘導区域や
市街化区域に多く存在する空家等の活用も一つの施策として有効であると考えら
れる。

熊本市

③空家等の現状

１１４
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①歳入と歳出
②財政指標
③市民所得及び1人当たり市民所得
④1人当たりの税

新型コロナウイルス感染症や物価高騰の影響を受け、本市では
感染症対策や経済対策等、様々な対策を行っているところである。
ここでは、歳入と歳出、財政指標、また、市民所得等のデータから、
本市の財政について特徴を探る。
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第６章 経済・産業
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①歳入と歳出

１１５

 自主財源である市税が28.3％と最も大きな割合を占め、次いで依存財源である国庫支出金が
28.1％、地方交付税が12.6％となっている。

(出典) 熊本市「一般会計歳入決算状況の推移」(2021)より作成

歳入総額
4261億

財政

から考える
熊本市の都市政策

熊本市

政令指定都市

 本市は、自主財源※である市税の割合が政令指定都市の中で18位であり、他都市に比べて依
存財源※である国県支出金や地方交付税等の占める割合が高い。

(出典) 総務省「政令指定都市の歳入中に占める税収入等の割合」(2021)より作成
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政令指定都市

20.6%
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一般会計歳出決算額
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物件費
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補助費等

その他

熊本市

(出典) 熊本市「一般会計性質別歳出決算状況の推移」(2021)より作成

歳出総額
4164億

 生活保護などの経費である扶助費が30.5％、次いで職員の人件費が20.6％、借入金返済の公債
費が8.0％となっており、これら義務的経費が全体の約6割を占めている。

 本市の普通会計における性質別決算状況の割合をみると、義務的経費※である扶助費（生活保
護等の経費）、人件費（職員給与等）、公債費（借入金返済等）が占める割合は大きく、政令指定
都市の中では5番目に位置している。

(出典) 総務省「令和3年度市町村別決算状況調_性質別歳出内訳」(2021)より作成
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義務的経費
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１１７

 本市の将来負担比率は、政令指定都市16都
市中9位である。

政令指定都市

 本市の実質公債費比率は、政令指定都市中7位である。
 本市の経常収支比率は、政令指定都市中6位である。
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②財政指標

 都市の財政力を示す財政力指数は0.70であり、
政令指定都市中18位である。
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(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）
(注)岡山市、大阪市、堺市、浜松市はデータがないため掲載しない。

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）
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③市民所得及び1人当たり市民所得

96

 本市の市民所得は、2016年に2兆円の大台を突破し、2019年は前年比1.1ポイント増の2兆1973億
円となった。

1,353,940 1,345,184 1,415,235 1,397,655 1,410,811 1,437,106 1,490,132 1,533,275 

100,066 107,911 106,463 106,007 99,002 113,131 109,884 102,802 
412,076 490,919 410,900 476,497 518,242 

583,693 572,368 561,232 

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

市民所得の推移

雇用者報酬 財産所得 企業所得

2,197,309

2,028,0551,980,1601,932,5971,944,0151,866,082 
2,133,930

2,172,384 

(百万円)

(出典) 熊本県「市町村民経済計算」

熊本市

253 
263 261 267 274 

288 
293 297 

227
237 234

244
253

266 268 271

282
293 298

306 308
319 318 318

200

220

240

260

280

300

320

340

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

1人当たり市民所得の推移

熊本市 熊本県 全国

(万円)

 2019年までの本市の1人当たりの市民所得は県の水準を上回ったが、全国の水準を下回った。

(出典) 内閣府「国民経済計算年報」、熊本県「市町村民経済計算」より作成
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 本市の1人当たりの市民所得は、297万円で政令指定都市中16位である。

(注)相模原市はデータなし

(出典)各政令指定都市「市町村民経済計算」（2019）より作成

政令指定都市
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④1人当たりの税

97

政令指定都市

• 歳入においては、国庫支出金や地方交付税、市債等の依存財源の占める割合が
高く、自主財源である市税の割合が低い。今後、自立的な財政運営のために、自主
財源の充実・確保が重要である。

• 歳出においては、義務的経費である人件費や扶助費、公債費が全体の約6割を占
める。今後、投資的経費やその他経費を少しでも捻出できるよう、効果的な財政運
営が求められる。

• 財政指標においては、経常収支比率や将来負担比率等、政令指定都市の中では
概ね中位に位置しているものの、財政的な自立度が低い状況でもあるため、引き続
き健全で計画的な財政運営を行っていく必要がある。

• 1人当たりの税と市民所得を比較すると、市民所得については政令指定都市中では
下位であり、税についても同様に政令指定都市の中では下位であることが分かる。

データ
からみえる

熊本市
の特徴

 本市の1人当たりの固定資産税は、5万7千円で政令指定都市中最下位である。

 本市の1人当たりの税は、15万9千円で政令指定都市中最下位である。

 本市の1人当たりの市町村民税法人分は、1万1千円で政令指定都市中14位である。
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(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）

(出典)内閣府「地域経済分析システム」（2021）

118

第６章　経済・産業

６　財政



 

用語解説 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

用語解説 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



用語解説 （注）URLは２０２３年３月時点で確認・引用したものである。

用　　語 解　　　説 出　　典 URLなど 頁

あ ICT支援員

学校における教員のＩＣＴ活用（例：授業、校務、教員研修等の場面）をサポートする
ことにより、ＩＣＴを活用した授業等を教員がスムーズに行うための支援を行う。ＩＣＴ支
援員の具体的な業務としては、機器・ソフトウェアの設定や操作、説明、機器等の簡
単なメンテナンス、機器・ソフトウェアや教材等の紹介と活用の助言、情報モラルに関
する教材や事例等の紹介と活用の助言、デジタル教材作成等の支援等がある。
（ICTとは、Information and Communication Technologyの略。 情報コミュニケーショ
ン技術、情報通信技術と訳される。）

文部科学省
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/c
hukyo/chukyo3/052/siryo/__icsFiles/afiel
dfile/2016/01/05/1365651_07.pdf

84

い いじめ

「いじめ」とは、「児童生徒に対して、当該児童生徒が在籍する学校に在籍している等
当該児童生徒と一定の人的関係のある他の児童生徒が行う心理的又は物理的な影
響を与える行為（インターネットを通じて行われるものも含む。）であって、当該行為
の対象となった児童生徒が心身の苦痛を感じているもの。」とする。なお、起こった場
所は学校の内外を問わない。

いじめ防止対策推
進法

https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=425AC1000000
071_20221001_503AC0000000027

79

い 依存財源
事業の内容等により国や県から交付される財源や施設等の整備のため借り入れる
財源のこと。

熊本市（財政ってな
あに？）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2422&sub_id
=72&flid=287844

114

い 一級河川
河川法に定められた日本の水系の区分により、国土交通大臣が国土保全上または
国民経済上特に重要として指定した河川で、本市では白川、緑川及びそれらに流れ
込む河川（加勢川や藻器堀川等）が該当する。

熊本市（熊本市施
設白書）

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=16097&class_set_id
=2&class_id=294

75

い 一戸建
1つの建物が1住宅であるもの。本書では、戸建といった言い方も定義が同一のもの
として扱った。

総務省統計局
https://www.stat.go.jp/data/jyutaku/r5ca
mpaign/words/index.html

38

い 一般会計 福祉、医療、教育や道路・公園整備など基礎的な行政サービスを行う会計のこと。
熊本市（財政ってな
あに？）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2422&sub_id
=72&flid=287844

114

い
一般環境大気
測定局（一般
局）

都道府県知事等が、大気汚染防止法に基づき、大気の汚染の状況を常時監視する
ために設置する測定局のうち、住宅地等の一般的な生活空間における大気の汚染
の状況を把握するため設置されたもの。二酸化硫黄、二酸化窒素、光化学オキシダ
ント、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、非メタン炭化水素などについて測定を実施して
いる。

独立行政法人環境
再生保全機構

https://www.erca.go.jp/yobou/taiki/youg
o/a_01.html

67

お 温室効果ガス

太陽の光は、地球の大気を通過し、地表面を暖める。暖まった地表面は、熱を赤外
線として宇宙空間へ放射しますが、大気がその熱の一部を吸収する。これは、大気
中に熱（赤外線）を吸収する性質を持つガスが存在するためである。このような性質
を持つガスを「温室効果ガス」と呼ぶ。

環境省（温室効果
ガスインベントリの
概要）

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/gh
g-
mrv/overview.html#:~:text=%E6%9A%96%E3
%81%BE%E3%81%A3%E3%81%9F%E5%9C%B0
%E8%A1%A8%E9%9D%A2%E3%81%AF,Gas%E
F%BC%89%E3%80%8D%E3%81%A8%E5%91%
BC%E3%81%B3%E3%81%BE%E3%81%99%E3%
80%82

64

お
音声言語機能
障害

音声言語機能障害とは、音声を全く発することができないか、発声しても言語機能を
喪失したものや、音声、言語のみを用いて意思を疎通することが困難なものをいう。

やちよ障がい福祉
ナビ

https://www.town.ibaraki-
yachiyo.lg.jp/page/page001513.html

59

か
介護老人福祉
施設

社会福祉法人や地方自治体が運営する要介護高齢者のための公的な施設。別名
「特別養護老人ホーム」。利用対象者は、常に介護が必要な状態で自宅での介護が
困難な原則65歳以上の要介護3〜5の認定を受けた方。

老人福祉法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=338AC0000000
133

54

か
介護老人保健
施設（老健）

病院での入院治療を終えた高齢者の方が、リハビリによって家庭復帰することを目
的とした施設。利用対象者は、原則65歳以上の要介護1〜5の認定を受けた方。約3
カ月～6カ月の一定期間での退去が前提。

老人福祉法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=338AC0000000
133

54

か
海面漁獲物等
の経営体

漁業経営体とは、過去1年間に利潤又は生活の資を得るために、生産物を販売する
ことを目的として、海面において水産動植物の採捕又は養殖の事業を行った世帯又
は事業所をいう（ただし、過去1年間における漁業の海上作業従事日数が30日未満
の個人経営体は除く）。

水産庁
https://www.jfa.maff.go.jp/j/kikaku/wpape
r/h29_h/trend/1/sankou_4_1.html

103

か 可住地
可住地面積とは「総面積から林野面積・主要湖沼面積を差し引いて算出したもの。
（可住地とは、人が住み得る土地を指す。）」

統計でみる市区町
村のすがた
基礎データの説明

https://www.stat.go.jp/data/s-
sugata/pdf/kisodata.pdf

34

か 通いの場
通いの場とは、地域の住民同士が気軽に集い、一緒に活動内容を企画し、ふれあい
を通して「生きがいづくり」「仲間づくり」の輪を広げる場所。地域介護予防の拠点とな
る場所でもある。

厚生労働省HP https://kayoinoba.mhlw.go.jp/ 56

が 外出率 外出率とは、「ある 1 日に外出している人の割合」を指す。

国土交通省「全国
都市交通特性調査
データ利用の手引
き」（平成30年3月
改訂）

https://www.mlit.go.jp/common/0012294
30.pdf

36

が 学級支援員
教育活動に支援を要する園・学校に、幼児児童生徒の安全確保、学習環境の改善
を図るため、担任の補助となる学級支援員を配置している。（看護師資格をもつ学級
支援員も含んでいる）。

熊本市教育委員会
「くまもと教育要覧
2022」

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=2147&class_set_id=
2&class_id=64

84

が
学校教育コン
シェルジュ

平成28年（2016年度）7月から学校教育コンシェルジュを設置し、4名の専門スタッフ
が学校教育に関するあらゆる相談に応じている。必要に応じて、学校や家庭など現
場に出向く。対象は保護者等で、相談方法は電話・メール・面談等、設置箇所は「こ
どもセンター あいぱる くまもと」（２階 教育相談室内）である。

熊本市教育委員会
「くまもと教育要覧
2022」

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=2147&class_set_id=
2&class_id=64

79

が
合併処理浄化
槽

し尿（トイレ汚水）及び、雑排水（生活に伴い発生する汚水）を処理する浄化槽のこ

と。
浄化槽法の⼀部改正により平成13年以降、浄化槽は合併処理浄化槽を意味する。

くまもと生活排水処
理構想2021

https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/l
ife/130139_275460_misc.pdf

42

き 基幹管路 導水管・送水管・配水本管の水道管を指す。
熊本市上下水道局
HP

https://www.kumamoto-
waterworks.jp/waterworks_article/26385/

44
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き 給水区域面積 給水している区域の面積
北九州市
経営比較分析表の
基本情報

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/00
0829906.pdf

41

き
教育・保育給付
支給認定

保育所等を利用するためには、保護者の居住する自治体から、子どもの年齢や世帯
の保育を必要とする事由に基づき、「教育・保育給付支給認定」を受ける必要があ
り、認定区分には「１号認定」（満３歳以上の小学校就学前の子どもで、教育を希望
する場合）、「２号認定」（満３歳以上の小学校就学前の子どもで、保育を希望する場
合）、「３号認定」（満３歳未満の小学校就学前の子どもで、保育を希望する場合）が
ある。

熊本市保育幼稚園
課「保育所等申込
案内」

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=44375&sub_i
d=1&flid=317268

81

き 居住誘導区域

人口減少下においても、商業・医療等の日常生活サービス機能や効用交通が持続
的に維持されるよう、一定エリアに人口密度を維持する区域。熊本市では、熊本市
立地適正化計画で定められている。
（熊本市立地適正化計画より引用、都市再生特別措置法に基づく）

熊本市立地適正化
計画

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=9398

113

き 寄与度

寄与度は、ある構成要素のデータの増加・減少が全体の伸び率を何ポイント（%）変
化させているかを表し、次式により計算される。 
　
寄与度 ＝ 当該内訳項目の伸び率 ×前期における当該内訳項目の全体に占める
構成割合

経済産業省

https://www.meti.go.jp/statistics/toppage
/report/minikaisetsu/hitokoto_kako/2021
0312hitokoto.html#:~:text=%E6%97%85%E5
%AE%A2%E9%81%8B%E9%80%81%E6%A5%A
D-
,%E5%AF%84%E4%B8%8E%E5%BA%A6%E3%8
1%A8%E3%81%AF,%E3%81%AE%E3%81%8B%
E3%82%92%E6%B8%AC%E3%82%8B%E6%89%
8B%E6%AE%B5%E3%81%A7%E3%81%99%E3%
80%82

96

ぎ 義務的経費

人件費（市役所で働く職員の給料、退職金などの経費）・扶助費（生活保護費や
障がい者支援、保育関連などの経費）・公債費（過去の借入金の返済に係る経費）
の３つの経費をあわせて、「義務的経費」と呼び、これらは毎年必ず支出が必要な
固定経費である。
 歳出に占める義務的経費の割合が高まると、自由に使えるお金が少なくなり、
財政が硬直化してしまう。

※投資的経費 
市民の方が利用する施設や道路、公園、学校などを建設する経費のほか、
災害復旧に係る経費をまとめたもの。
※その他経費 
市の施設を管理する経費やシステムに係る経費、物品の購入などの「物件費」、
特別会計や公営企業会計に対し一般会計から拠出する「繰出金」、負担金や各種団
体への補助金、損失補償などの「補助費等」などがある。

熊本市（財政ってな
あに？）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2422&sub_id
=72&flid=287844

115

く
熊本市連携中
枢都市圏

連携中枢都市圏は、人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持
続可能なものとし、国民が安心して快適な暮らしを営んでいけるようにするために、
地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連
携し、コンパクト化とネットワーク化により「経済成長のけん引」、「高次都市機能の集
積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行うことにより、人口減少・少子高
齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点
のこと。熊本市連携中枢都市圏では、中枢都市である熊本市と近隣市町村が連携し
て様々な取組を実施している。

熊本市（連携中枢
都市圏構想）

https://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/
list.aspx?c_id=5&class_set_id=2&class_id=2
95

111

け 経常収支比率

経常収支比率とは、地方税、地方交付税、譲与税・交付金などの経常的な一般財源
が、どの程度経常的な経費に充てられているかを示す指数で、財政構造の硬直度を
表すものさしとされているものである。  経常収支比率が高いということは、義務的経
費以外に使える財源に余裕がないことを示し、財政構造の弾力性が低いことにな
る。

大阪市
https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/cmsfil
es/contents/0000041/41347/232.pdf

116

け 健診等
市区町村が実施した健診、勤め先又は健康保険組合等が実施した健診、学校が実
施した健診、人間ドック、その他を指す。

厚生労働省「国民
生活基礎調査 国
民生活基礎調査 
健康 都道府県編」
（2019）

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&touk
ei=00450061&tstat=000001141126&cycle
=7&tclass1=000001141142&tclass2=0000
01142127&tclass3val=0

52

こ
校区防災連絡
会

地域の防災組織。熊本市地域防災計画に定める校区又は地区の防災組織のこと。
平成28年熊本地震の教訓を踏まえ、小学校区ごとに校区自治協議会などの「地
域」、熊本市が派遣する「避難所担当職員」、指定緊急避難場所の「施設管理者」等
で構成する校区防災連絡会が設置されている。

熊本市市政概要
2022

https://kumamoto-
shigikai.jp/common/UploadFileDsp.aspx?c
_id=51&id=387&sub_id=1&flid=3082

46

こ 国勢調査
日本に住んでいるすべての人及び世帯を対象とする国の最も重要な統計調査で、国
内の人口や世帯の実態を明らかにするため、5年ごとに行われている調査のこと。

総務省（国勢調査Q
＆A）

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/202
0/qa-
1.html#:~:text=%E5%9B%BD%E5%8B%A2%E8
%AA%BF%E6%9F%BB%E3%81%AF%E3%80%8
1%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AB,%E3%
81%A621%E5%9B%9E%E7%9B%AE%E3%81%
AB%E5%BD%93%E3%81%9F%E3%82%8A%E3
%81%BE%E3%81%99%E3%80%82

16

ご
合計特殊出生
率

「15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人の女性がその年齢
別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。

厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw
/jinkou/geppo/nengai11/sankou01.html

26

123



さ
災害用マンホー
ルトイレ

下水道管路にあるマンホールの上に簡易な便座を設け、災害時において迅速にトイ
レ機能を確保するもの

災害時に使えるトイ
レ（国土交通省）

https://www.mlit.go.jp/mizukokudo/sewer
age/mizukokudo_sewerage_tk_000411.html
#:~:text=%E3%80%8C%E3%83%9E%E3%83%B
3%E3%83%9B%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%
83%88%E3%82%A4%E3%83%AC%E3%80%8D%
E3%81%A8%E3%81%AF,%E5%8F%B3%E5%86
%99%E7%9C%9F%EF%BC%89%E3%81%95%E3
%82%8C%E3%81%BE%E3%81%97%E3%81%9F
%E3%80%82

46

ざ 財政力指数
地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して
得た数値の過去３年間の平均値。財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留
保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。

総務省

https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/bun
sekihyo_kaisetu_4.html#:~:text=1%20%E8%B
2%A1%E6%94%BF%E5%8A%9B%E6%8C%87%
E6%95%B0,%E5%B9%B4%E9%96%93%E3%81%
AE%E5%B9%B3%E5%9D%87%E5%80%A4%E3
%81%A7%E3%81%99%E3%80%82

116

し 自然増減 死亡数と出生数の差。 内閣府
https://www5.cao.go.jp/keizai-
shimon/kaigi/special/future/sentaku/s3_
1_8.html

24

し

市町村における
相談支援
（障害者相談支
援事業）

障害のある人が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう身近な市町
村を中心として、相談支援事業を実施。
障害のある人の福祉に関する様々な問題について、障害のある人等からの相談に
応じ、必要な情報の提供、障害福祉サービスの利用支援等を行うほか、権利擁護の
ために必要な援助も行う。また、こうした相談支援事業を効果的に実施するために、
自立支援協議会を設置し、中立・公平な相談支援事業の実施や地域の関係機関の
連携強化、社会資源の開発・改善を推進する。

厚生労働省HP
https://www.mhlw.go.jp/bunya/shougaiho
ken/service/soudan.html

59

し
市町村合併支
援プラン等

市町村合併支援プランは、2001年3月に市町村合併の推進を支援するために政府
が決定したプランのこと。このプランにおいて、近い将来100万人を超えると予測され
ない場合でも2005年3月までに合併した自治体に限って「弾力的な指定を検討する」
とされた。静岡市の例等によれば人口70万人程度に緩和されており、2005年8月に
示された新市町村合併支援プランにおいても、2010年3月までの間、この緩和措置
が継続された。

総務省「地方財政
白書　3市町村合併
の推進」

https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/h
akusyo/chihou/18data/18czb3-3.html

16

し
指定緊急避難
場所

津波、洪水等による危険が切迫した状況において、住民等の生命の安全の確保を
目的として住民等が緊急に避難する施設又は場所を位置付けるもの

H30防災白書（内閣
府）

https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakush
o/h30/honbun/1b_1s_02_10.html

45

し 指定避難所
避難した住民等を災害の危険性がなくなるまで必要な期間滞在させ、または災害に
より家に戻れなくなった住民等を一時的に滞在させることを目的とした施設

H30防災白書（内閣
府）

https://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakush
o/h30/honbun/1b_1s_02_10.html

45

し
指定防災拠点
施設

防災拠点施設とは、災害が発生した場合、被害を未然に防ぎあるいは被害を最小に
止めるための防災活動拠点として、物資の集積や情報の収集伝達が可能な施設。
主な防災拠点施設として災害対策本部（市役所本庁舎、市民病院、消防局庁舎、
等）応急復旧活動（各土木センター、消防署所、植木病院等）、避難者の収容等（各
まちづくりセンター、公民館、小中学校・高校、体育館等）がある。

熊本市防災会議
「熊本市地域防災
計画　共通編　令
和4年度（2022年
度）版」

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=1368&sub_id
=45&flid=354639

46

し
市内総生産
（GDP）

市内総生産（GDP）とは、市内の経済活動によって生み出された付加価値の総額の
こと。

横浜市

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-
info/yokohamashi/tokei-
chosa/portal/sna.html#:~:text=%E7%B5%8
C%E6%B8%88%E6%88%90%E9%95%B7%E7%8
E%87%E3%81%AF%E3%80%81%E5%B8%82,%E
3%81%97%E3%81%9F%E3%81%93%E3%81%A
8%E3%82%92%E8%A1%A8%E3%81%97%E3%8
1%BE%E3%81%99%E3%80%82

95

し 社会教育施設
家庭や学校の外で、子供から高齢者に至るまですべての年齢の人が、学習や研修、
スポーツや趣味を楽しむ機会 を得ることが出来る生涯学習のための施設。

文部科学省「社会
教育調査-用語の
解説」

https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/c
housa02/shakai/yougo/1286911.htm

85

し 社会増減 流出数と流入数の差。 内閣府
https://www5.cao.go.jp/keizai-
shimon/kaigi/special/future/sentaku/s3_
1_8.html

24

し 就学援助費

学校教育法第19条において、「経済的理由によって、就学困難と認められる学齢児
童生徒の保護者に対しては、市町村は、必要な援助を与えなければならない。」とさ
れている。熊本市は経済的な理由によって就学が困難と認められる児童生徒の保護
者に対して、学用品費、学校給食費等の援助を行っている。

文部科学省「就学
援助制度について
（就学援助ポータル
サイト）」

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/c
areer/05010502/017.htm

80

し
就労移行支援
給付

一般就労等を希望する障がい者に対して、実習等を通して知識・能力の向上を図
り、一般就労に向けた支援を行うもの。

障害者総合支援法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=417AC0000000
123_20230401_504AC0000000104

61

し
就労継続支援
給付

企業等の雇用に結びつかない等の障がい者に対して、生産活動その他の活動の機
会を提供し、就労に必要な知識及び能力の向上を継続的に支援を行うもの。

障害者総合支援法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=417AC0000000
123_20230401_504AC0000000104

61

し
就労準備支援
事業（任意事
業）

雇用による就業が著しく困難な生活困窮者(当該生活困窮者及び当該生活困窮者と
同一の世帯に属する者の資産及び収入の状況その他の事情を勘案して厚生労働省
令で定めるものに限る。)に対し、厚生労働省令で定める期間にわたり、就労に必要
な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う事業。

障害者総合支援法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=417AC0000000
123_20230401_504AC0000000104

63

し
就労定着支援
給付

就労移行支援または就労継続支援を利用して、一般就労をした障がい者の就労の
継続を図るため、企業、障害福祉サービス事業者、医療機関等との連絡調整を行う
とともに、雇用に伴い生じる日常生活及び社会生活を営む上で各般の問題に対する
相談、指導及び助言等の必要な支援を行うもの。

障害者総合支援法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=417AC0000000
123_20230401_504AC0000000104

61

し 障がい
「第6期熊本市障がい福祉計画、第2期熊本市障がい児福祉計画」に倣い、法令や条
例等の名称、定義された固有名称等については「障害」と表記し、その他は「障がい」
と表記する。

第6期熊本市障が
い福祉計画、第2期
熊本市障がい児福
祉計画

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2648&sub_id
=37&flid=229285

58

き 給水区域面積 給水している区域の面積
北九州市
経営比較分析表の
基本情報

https://www.city.kitakyushu.lg.jp/files/00
0829906.pdf

41

き
教育・保育給付
支給認定

保育所等を利用するためには、保護者の居住する自治体から、子どもの年齢や世帯
の保育を必要とする事由に基づき、「教育・保育給付支給認定」を受ける必要があ
り、認定区分には「１号認定」（満３歳以上の小学校就学前の子どもで、教育を希望
する場合）、「２号認定」（満３歳以上の小学校就学前の子どもで、保育を希望する場
合）、「３号認定」（満３歳未満の小学校就学前の子どもで、保育を希望する場合）が
ある。

熊本市保育幼稚園
課「保育所等申込
案内」

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=44375&sub_i
d=1&flid=317268

81

き 居住誘導区域

人口減少下においても、商業・医療等の日常生活サービス機能や効用交通が持続
的に維持されるよう、一定エリアに人口密度を維持する区域。熊本市では、熊本市
立地適正化計画で定められている。
（熊本市立地適正化計画より引用、都市再生特別措置法に基づく）

熊本市立地適正化
計画

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=9398

113

き 寄与度

寄与度は、ある構成要素のデータの増加・減少が全体の伸び率を何ポイント（%）変
化させているかを表し、次式により計算される。 
　
寄与度 ＝ 当該内訳項目の伸び率 ×前期における当該内訳項目の全体に占める
構成割合

経済産業省

https://www.meti.go.jp/statistics/toppage
/report/minikaisetsu/hitokoto_kako/2021
0312hitokoto.html#:~:text=%E6%97%85%E5
%AE%A2%E9%81%8B%E9%80%81%E6%A5%A
D-
,%E5%AF%84%E4%B8%8E%E5%BA%A6%E3%8
1%A8%E3%81%AF,%E3%81%AE%E3%81%8B%
E3%82%92%E6%B8%AC%E3%82%8B%E6%89%
8B%E6%AE%B5%E3%81%A7%E3%81%99%E3%
80%82

96

ぎ 義務的経費

人件費（市役所で働く職員の給料、退職金などの経費）・扶助費（生活保護費や
障がい者支援、保育関連などの経費）・公債費（過去の借入金の返済に係る経費）
の３つの経費をあわせて、「義務的経費」と呼び、これらは毎年必ず支出が必要な
固定経費である。
 歳出に占める義務的経費の割合が高まると、自由に使えるお金が少なくなり、
財政が硬直化してしまう。

※投資的経費 
市民の方が利用する施設や道路、公園、学校などを建設する経費のほか、
災害復旧に係る経費をまとめたもの。
※その他経費 
市の施設を管理する経費やシステムに係る経費、物品の購入などの「物件費」、
特別会計や公営企業会計に対し一般会計から拠出する「繰出金」、負担金や各種団
体への補助金、損失補償などの「補助費等」などがある。

熊本市（財政ってな
あに？）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2422&sub_id
=72&flid=287844

115

く
熊本市連携中
枢都市圏

連携中枢都市圏は、人口減少・少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持
続可能なものとし、国民が安心して快適な暮らしを営んでいけるようにするために、
地域において、相当の規模と中核性を備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連
携し、コンパクト化とネットワーク化により「経済成長のけん引」、「高次都市機能の集
積・強化」及び「生活関連機能サービスの向上」を行うことにより、人口減少・少子高
齢社会においても一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点
のこと。熊本市連携中枢都市圏では、中枢都市である熊本市と近隣市町村が連携し
て様々な取組を実施している。

熊本市（連携中枢
都市圏構想）

https://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/
list.aspx?c_id=5&class_set_id=2&class_id=2
95

111

け 経常収支比率

経常収支比率とは、地方税、地方交付税、譲与税・交付金などの経常的な一般財源
が、どの程度経常的な経費に充てられているかを示す指数で、財政構造の硬直度を
表すものさしとされているものである。  経常収支比率が高いということは、義務的経
費以外に使える財源に余裕がないことを示し、財政構造の弾力性が低いことにな
る。

大阪市
https://www.city.osaka.lg.jp/zaisei/cmsfil
es/contents/0000041/41347/232.pdf

116

け 健診等
市区町村が実施した健診、勤め先又は健康保険組合等が実施した健診、学校が実
施した健診、人間ドック、その他を指す。

厚生労働省「国民
生活基礎調査 国
民生活基礎調査 
健康 都道府県編」
（2019）

https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&touk
ei=00450061&tstat=000001141126&cycle
=7&tclass1=000001141142&tclass2=0000
01142127&tclass3val=0

52

こ
校区防災連絡
会

地域の防災組織。熊本市地域防災計画に定める校区又は地区の防災組織のこと。
平成28年熊本地震の教訓を踏まえ、小学校区ごとに校区自治協議会などの「地
域」、熊本市が派遣する「避難所担当職員」、指定緊急避難場所の「施設管理者」等
で構成する校区防災連絡会が設置されている。

熊本市市政概要
2022

https://kumamoto-
shigikai.jp/common/UploadFileDsp.aspx?c
_id=51&id=387&sub_id=1&flid=3082

46

こ 国勢調査
日本に住んでいるすべての人及び世帯を対象とする国の最も重要な統計調査で、国
内の人口や世帯の実態を明らかにするため、5年ごとに行われている調査のこと。

総務省（国勢調査Q
＆A）

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/202
0/qa-
1.html#:~:text=%E5%9B%BD%E5%8B%A2%E8
%AA%BF%E6%9F%BB%E3%81%AF%E3%80%8
1%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AB,%E3%
81%A621%E5%9B%9E%E7%9B%AE%E3%81%
AB%E5%BD%93%E3%81%9F%E3%82%8A%E3
%81%BE%E3%81%99%E3%80%82

16

ご
合計特殊出生
率

「15～49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの」で、一人の女性がその年齢
別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。

厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw
/jinkou/geppo/nengai11/sankou01.html

26

124



し 将来負担比率
地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割合で表したもの。

総務省
https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/ken
zenka/index2.html

116

し 処理区域面積 下水を終末処理場により処理することができる区域の面積
石狩市　下水道用
語解説

https://www.city.ishikari.hokkaido.jp/uplo
aded/attachment/44527.pdf

42

じ 自主財源 市税や施設の使用料など、地方自治体が自主的に収入できる財源のこと。
熊本市（財政ってな
あに？）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2422&sub_id
=72&flid=287844

114

じ
実質公債費比
率

実質公債費比率とは、地方公共団体の一般会計等が負担する、元利償還金及び準
元利償還金の標準 財政規模を基本とした額に対する比率である。 借入金（地方債）
の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標とも
言える。

総務省
https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/ken
zenka/index3.html

116

じ 児童育成クラブ
児童福祉法に基づく「放課後児童健全育成事業」として、保護者が就労等で昼間家
庭にいない小学校の児童を対象に児童育成クラブを開設し、適切な遊びと生活の場
を与え、その健全な育成を図っている。市内の全校区で開設している。

熊本市教育委員会
「くまもと教育要覧
2022」

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=2147&class_set_id=
2&class_id=64

81

じ 児童虐待
児童虐待とは、保護者がその監護する児童（18歳未満）に行うもので、殴る、蹴るな
どの身体的虐待や、性的虐待だけでなく、心理的虐待やネグレクトも含まれる。

男女共同参画局
「DVと児童虐待」

https://www.gender.go.jp/policy/no_viole
nce/dv-child_abuse/index.html

79

じ
自動車排出ガス
測定局（自排
局）

都道府県知事等が、大気汚染防止法に基づき、大気汚染の状況を常時監視するた
めに設置する測定局のうち、道路周辺に配置されたもの。二酸化硫黄、二酸化窒
素、光化学オキシダント、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、非メタン炭化水素などにつ
いて測定を実施している。

独立行政法人環境
再生保全機構

https://www.erca.go.jp/yobou/taiki/youg
o/a_01.html

66

じ
児童発達支援
給付

障がい児に児童発達支援センター等の施設において、日常生活における基本的な
動作の指導、知能技能の付与、集団生活への適応訓練等を行う。

厚生労働省「障害
児通所支援につい
て」

https://www.mhlw.go.jp/content/1260100
0/000811090.pdf

61

じ 児童扶養手当
父母の離婚等で父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の
安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図ることを目的として支給される。

熊本市「児童扶養
手当とは」

https://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/
Detail.aspx?c_id=5&id=4828

81

じ 従業地・通学地

就業者が従業している、又は通学者が通学している場所をいい、以下のとおり区分
されている。
〇自市区町村で従業・通学…従業・通学先が常住している市区町村と同一の市区町
村にある場合
〇自宅…従業している場所が，自分の居住する家又は家に附属した店・作業場など
である場合
〇自宅外…常住地と同じ市区町村に従業・通学先がある人で上記の「自宅」以外の
場合
〇他市区町村で従業・通学…従業・通学先が常住している市区町村以外にある場合
〇自市内他区…常住地が20大都市（注）にある人で，同じ市又は東京都特別区内の
他の区に従業地・通学地がある場合
〇県内他市区町村…従業・通学先が常住地と同じ都道府県内の他の市区町村にあ
る場合
〇他県…従業・通学先が常住地と異なる都道府県にある場合

総務省統計局

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/201
0/users-
g/word6.html#:~:text=%E3%80%8C%E5%BE%
93%E6%A5%AD%E5%9C%B0%E3%83%BB%E9
%80%9A%E5%AD%A6%E5%9C%B0%E3%80%8
D,%E3%81%A8%E3%81%8A%E3%82%8A%E5%
8C%BA%E5%88%86%E3%81%97%E3%81%A6%
E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%
82&text=%E5%BE%93%E6%A5%AD%E3%81%
97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%E5%
A0%B4%E6%89%80,%E3%81%AF%E3%81%93%
E3%81%93%E3%81%AB%E5%90%AB%E3%81%
BF%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82

110

じ
（女子）有配偶
率

15～49歳について、女子人口に対する有配偶女子人口の割合のこと。 厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw
/jinkou/tokusyu/syussyo-4/syussyo4-
2.html#:~:text=%E3%80%8C%E6%9C%89%E9
%85%8D%E5%81%B6%E7%8E%87%E3%80%8D
%E3%81%AF%E3%80%81,%E4%BA%BA%E5%8
F%A3%E3%81%AE%E5%89%B2%E5%90%88%E
3%81%A7%E3%81%82%E3%82%8B%E3%80%8
2

27

じ 常住者 調査時に調査地域に常住している者をいう。 総務省統計局
https://www.stat.go.jp/data/kokusei/200
5/sokuhou/yougo.html

28

じ 常住地
各人が常住する場所をいう。 ここで「常住する」とは，同一の場所に3か月以上にわ
たって住んでいるか、又は3ヶ月以上にわたって住むことになっている場所をいう。

総務省統計局

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/200
0/jutsu2/yougo.html#:~:text=%E5%B8%B8%
E4%BD%8F%E5%9C%B0%E3%81%A8%E3%81
%AF%EF%BC%8C%E5%90%84,%E3%81%A6%E
3%81%84%E3%82%8B%E5%A0%B4%E6%89%8
0%E3%82%92%E3%81%84%E3%81%86%E3%80
%82&text=%E5%B8%B8%E4%BD%8F%E5%9C
%B0%E3%81%8C%E5%BE%93%E6%A5%AD%E
3%81%97,%E3%82%92%E7%A4%BA%E3%81%9
9%E3%82%82%E3%81%AE%E3%81%A7%E3%8
1%82%E3%82%8B%E3%80%82

28

じ 女性教育施設

女性教育関係者や一般女性のための各種研修、交流、情報提供、調査研究の事業
を行うとともに、女性団体などが行う各種の女性教育活動の拠点として、女性の資
質・能力の開発、技術の向上を図ることを主たる目的として設置された施設。「国連
婦人の10年」を経て1980年代に入ると国や地方公共団体が婦人教育会館や女性セ
ンター等を各地に建設した。

文部科学省「文部
科学白書」

https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho
/html/hpab200601/002/001/030.htm

85

じ 自立訓練給付
地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上のため、一定の支援が必要
な障がい者に生活訓練や機能訓練を行い、障がい者の自立を支援する。

『熊本市の保健福
祉』（2021年度）

― 61

125



じ

自立相談支援
事業（生活困窮
者自立相談支
援事業）

生活困窮者自立支援法において、「生活困窮者自立相談支援事業」とは、次に掲げ
る事業をいう。
一　就労の支援その他の自立に関する問題につき、生活困窮者及び生活困窮者の
家族その他の関係者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言をし、並びに関
係機関との連絡調整を行う事業
二　生活困窮者に対し、認定生活困窮者就労訓練事業(第十六条第三項に規定する
認定生活困窮者就労訓練事業をいう。)の利用についてのあっせんを行う事業
三　生活困窮者に対し、生活困窮者に対する支援の種類及び内容その他の厚生労
働省令で定める事項を記載した計画の作成その他の生活困窮者の自立の促進を図
るための支援が包括的かつ計画的に行われるための援助として厚生労働省令で定
めるものを行う事業
本市においては現在、中央区、東区、南区の３窓口で事業を実施している。生活困
窮者に対する包括的な支援を行い自立につなげている。

『熊本市の保健福
祉』（2021年度）

― 63

じ
自立による支援
終結

自立相談支援機関において「終結」を判断する場合には、①生活困窮の状態が改善
し、設定した目標を達成する目途が立った場合、②生活困窮の状態から脱却できて
いないものの、大きな課題がある程度解決され、自立相談支援機関による支援は一
旦終了してよいと判断できる場合、③本人からの連絡が完全に途絶えた場合等が挙
げられる。自立による支援終結は、以上のうち①を指す。
プランの終結を判断する場合には、終結後に継続して確認（フォロー）する必要があ
るか否かについて支援調整会議や本人と検討し、本人の状況やその環境に応じて、
適切にフォローできるようにする必要がある。

『熊本市の保健福
祉』（2021年度）

― 63

す
スクールカウン
セラー

いじめ・不登校・暴力行為などの児童生徒の問題行動に関して、専門的カウンセリン
グ等による対応を行う。1997年度から2011年度までは県から配置されていたが、
2012年度からは本市が実施主体となり事業の充実を図っている。2016年度は熊本
地震の発生に伴い、日本臨床心理士会の協力を得て、対応が必要なすべての小中
学校に配置した。2017年度からは全中学校42校を拠点校として配置し、すべての小
中学校に対応できる体制を整えた。

熊本市教育委員会
「くまもと教育要覧
2022」

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=2147&class_set_id=
2&class_id=64

79

す
スクールソー
シャルワーカー

いじめや不登校問題をはじめ、生徒指導上の諸問題の積極的予防及び解消のため
に関係機関と連絡・調整を進め、子どもにかかわる問題や環境の改善を図ってい
る。2008年度から2010年度までは県から配置されていたが、2011年度からは本市が
実施主体となり事業の充実を図っている。（国1/3補助事業）

熊本市教育委員会
「くまもと教育要覧
2022」

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=2147&class_set_id=
2&class_id=64

79

せ 生活困窮者
「生活困窮者」とは、就労の状況、心身の状況、地域社会との関係性その他の事情
により、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれ
のある者をいう。

厚生労働省、生活
困窮者自立支援法

https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=425AC0000000
105

62

せ
生活困窮者自
立支援事業

平成17年度に施行された生活困窮者自立支援法に基づく事業。生活保護に至る前
の段階の自立支援策の強化を図るため、生活困窮者に対し、自立相談支援や就労
支援をはじめとする様々な支援を包括的に行う。

『熊本市の保健福
祉』（2021年度）

― 63

せ
生活困窮者自
立支援法

生活保護に至る前あるいは保護脱却の段階での自立支援の強化を図るための日本
の法律。
生活困窮者自立相談支援事業の実施、生活困窮者住居確保給付金の支給その他
の生活困窮者対する自立の支援に関する措置を講ずることにより、生活困窮者の自
立の促進を図ることを目的とする。

厚生労働省、生活
困窮者自立支援法

https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=425AC0000000
105

62

せ 生活習慣病
生活習慣病とは、食事や運動、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が深く関与し、それ
らが発症の要因となる疾患の総称。日本人の死因の上位を占める、がんや心臓病、
脳卒中は、生活習慣病に含まれる。

厚生労働省、eヘル
スネット

https://www.e-
healthnet.mhlw.go.jp/information/metaboli
c/m-05-001.html

50

せ 生活保護

昭和25年度に施行された生活保護法に基づく事業。生活に困窮する者の最低生活
を保障し、その自立を助長するための援護を行うことを目的として、対象者からの申
請によって、国が定めた最低生活の基準により、実際の必要に即して有効適切に、
世帯単位で保護を行う。保護には生活、住宅、教育、医療、介護、出産、生業、葬祭
の8種類の扶助があり、各扶助は金銭あるいは現物により給付される。

生活保護法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=325AC0000000
144

62

せ
青少年教育施
設

青少年教育施設は、青少年を対象に研修事業や体験活動プログラムの提供を行う
とともに、青少年団体等の利用に供するために設置される社会教育施設である。体
験活動の機会と場を提供する中心的な役割を担っている。また、職員等の指導によ
る自然体験活動のみならず、集団で食事や入浴をするなどの団体宿泊訓練を通じて
協調性を養ったり、規則正しい生活体験の機会を提供する場でもあり、青少年の成
長に大きな影響を与えている。

文部科学省「公立
社会教育施設の所
管の在り方等に関
するワーキンググ
ループにおける論
点整理（案）」

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/c
hukyo/chukyo2/012/attach/1406489.htm

85

た
待機児童対策
の取組

熊本市では待機児童対策として、①受け皿の確保（認定こども園への移行や既存保
育施設の定員転換等）、②担い手の確保（保育士就職研修会の開催や保育士再就
職支援コーディネーターの配置、子育て支援員の養成等）、③保育入所業務の改善
（各区役所に配置した利用者支援員によるきめ細やかな入所斡旋や利用調整等）を
3つの柱として取り組んでいる。

熊本市保育幼稚園
課　報道資料「待機
児童の状況につい
て」（2022年４月１
日現在）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=42257&sub_i
d=1&flid=300493#:~:text=%E6%9C%AC%E5%
B8%82%E3%81%A7%E3%81%AF%E3%80%81%
E4%BB%A4%E5%92%8C,%EF%BC%96%EF%B
C%94%EF%BC%91%E4%BA%BA%E3%81%A8%
E3%81%AA%E3%82%8A%E3%81%BE%E3%81%
97%E3%81%9F%E3%80%82

82

た
単独処理浄化
槽

し尿（トイレ汚水）のみを処理し、生活雑排水を処理できない浄化槽で、現在では、み

なし浄化槽と分類されている。浄化槽法の⼀部改正により平成13年度以降は新たに

設置することができない。

くまもと生活排水処
理構想2021

https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/l
ife/130139_275460_misc.pdf

42

だ
ダクタイル管
（鋳鉄管）

ダクタイル鋳鉄管、鉄・炭素（含有量２％以上）・ケイ素からなる鉄合金。強度が比較
的大きく、耐食性があり、切断が比較的しやすい等の長所がある。炭素が筋状に入
るため衝撃に弱いという短所もあったが鋳鉄管に含まれる炭素を球状にすることで、
強靭性を高め衝撃に強くした。「ダクタイル」とは「柔軟な」という意味

熊本市上下水道局
HP

https://www.kumamoto-
waterworks.jp/waterworks_article/15873/

43

ち
地域型保育事
業所

地域型保育事業とは、19人以下の少人数の単位で0～2歳の子どもを預かる「小規
模保育事業」、「家庭的保育事業」、「事業所内保育事業」等の総称。2015年4月の子
ども・子育て支援新制度移行に伴い新たな認可事業となった。本市でも、喫緊の課
題である3歳未満児の待機児童解消を図るため、地域型保育事業の普及を行ってい
る。

熊本市HP
https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=8665&class_set_id=
1&class_id=2

81

ち
地域経済循環
率

「地域経済循環率」とは、生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値であり、地域経
済の自立度を示しており、値が低いほど他地域から流入する所得に対する依存度が
高いことが言える。

内閣府（地域経済
分析システム
（RESAS））

https://resas.go.jp/#/43/43100 98

し 将来負担比率
地方公共団体の借入金（地方債）など現在抱えている負債の大きさを、その地方公
共団体の財政規模に対する割合で表したもの。

総務省
https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/ken
zenka/index2.html

116

し 処理区域面積 下水を終末処理場により処理することができる区域の面積
石狩市　下水道用
語解説

https://www.city.ishikari.hokkaido.jp/uplo
aded/attachment/44527.pdf

42

じ 自主財源 市税や施設の使用料など、地方自治体が自主的に収入できる財源のこと。
熊本市（財政ってな
あに？）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2422&sub_id
=72&flid=287844

114

じ
実質公債費比
率

実質公債費比率とは、地方公共団体の一般会計等が負担する、元利償還金及び準
元利償還金の標準 財政規模を基本とした額に対する比率である。 借入金（地方債）
の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す指標とも
言える。

総務省
https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/ken
zenka/index3.html

116

じ 児童育成クラブ
児童福祉法に基づく「放課後児童健全育成事業」として、保護者が就労等で昼間家
庭にいない小学校の児童を対象に児童育成クラブを開設し、適切な遊びと生活の場
を与え、その健全な育成を図っている。市内の全校区で開設している。

熊本市教育委員会
「くまもと教育要覧
2022」

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=2147&class_set_id=
2&class_id=64

81

じ 児童虐待
児童虐待とは、保護者がその監護する児童（18歳未満）に行うもので、殴る、蹴るな
どの身体的虐待や、性的虐待だけでなく、心理的虐待やネグレクトも含まれる。

男女共同参画局
「DVと児童虐待」

https://www.gender.go.jp/policy/no_viole
nce/dv-child_abuse/index.html

79

じ
自動車排出ガス
測定局（自排
局）

都道府県知事等が、大気汚染防止法に基づき、大気汚染の状況を常時監視するた
めに設置する測定局のうち、道路周辺に配置されたもの。二酸化硫黄、二酸化窒
素、光化学オキシダント、一酸化炭素、浮遊粒子状物質、非メタン炭化水素などにつ
いて測定を実施している。

独立行政法人環境
再生保全機構

https://www.erca.go.jp/yobou/taiki/youg
o/a_01.html

66

じ
児童発達支援
給付

障がい児に児童発達支援センター等の施設において、日常生活における基本的な
動作の指導、知能技能の付与、集団生活への適応訓練等を行う。

厚生労働省「障害
児通所支援につい
て」

https://www.mhlw.go.jp/content/1260100
0/000811090.pdf

61

じ 児童扶養手当
父母の離婚等で父又は母と生計を同じくしていない児童が育成される家庭の生活の
安定と自立を助け、児童の福祉の増進を図ることを目的として支給される。

熊本市「児童扶養
手当とは」

https://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/
Detail.aspx?c_id=5&id=4828

81

じ 従業地・通学地

就業者が従業している、又は通学者が通学している場所をいい、以下のとおり区分
されている。
〇自市区町村で従業・通学…従業・通学先が常住している市区町村と同一の市区町
村にある場合
〇自宅…従業している場所が，自分の居住する家又は家に附属した店・作業場など
である場合
〇自宅外…常住地と同じ市区町村に従業・通学先がある人で上記の「自宅」以外の
場合
〇他市区町村で従業・通学…従業・通学先が常住している市区町村以外にある場合
〇自市内他区…常住地が20大都市（注）にある人で，同じ市又は東京都特別区内の
他の区に従業地・通学地がある場合
〇県内他市区町村…従業・通学先が常住地と同じ都道府県内の他の市区町村にあ
る場合
〇他県…従業・通学先が常住地と異なる都道府県にある場合

総務省統計局

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/201
0/users-
g/word6.html#:~:text=%E3%80%8C%E5%BE%
93%E6%A5%AD%E5%9C%B0%E3%83%BB%E9
%80%9A%E5%AD%A6%E5%9C%B0%E3%80%8
D,%E3%81%A8%E3%81%8A%E3%82%8A%E5%
8C%BA%E5%88%86%E3%81%97%E3%81%A6%
E3%81%84%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%
82&text=%E5%BE%93%E6%A5%AD%E3%81%
97%E3%81%A6%E3%81%84%E3%82%8B%E5%
A0%B4%E6%89%80,%E3%81%AF%E3%81%93%
E3%81%93%E3%81%AB%E5%90%AB%E3%81%
BF%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82

110

じ
（女子）有配偶
率

15～49歳について、女子人口に対する有配偶女子人口の割合のこと。 厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw
/jinkou/tokusyu/syussyo-4/syussyo4-
2.html#:~:text=%E3%80%8C%E6%9C%89%E9
%85%8D%E5%81%B6%E7%8E%87%E3%80%8D
%E3%81%AF%E3%80%81,%E4%BA%BA%E5%8
F%A3%E3%81%AE%E5%89%B2%E5%90%88%E
3%81%A7%E3%81%82%E3%82%8B%E3%80%8
2

27

じ 常住者 調査時に調査地域に常住している者をいう。 総務省統計局
https://www.stat.go.jp/data/kokusei/200
5/sokuhou/yougo.html

28

じ 常住地
各人が常住する場所をいう。 ここで「常住する」とは，同一の場所に3か月以上にわ
たって住んでいるか、又は3ヶ月以上にわたって住むことになっている場所をいう。

総務省統計局

https://www.stat.go.jp/data/kokusei/200
0/jutsu2/yougo.html#:~:text=%E5%B8%B8%
E4%BD%8F%E5%9C%B0%E3%81%A8%E3%81
%AF%EF%BC%8C%E5%90%84,%E3%81%A6%E
3%81%84%E3%82%8B%E5%A0%B4%E6%89%8
0%E3%82%92%E3%81%84%E3%81%86%E3%80
%82&text=%E5%B8%B8%E4%BD%8F%E5%9C
%B0%E3%81%8C%E5%BE%93%E6%A5%AD%E
3%81%97,%E3%82%92%E7%A4%BA%E3%81%9
9%E3%82%82%E3%81%AE%E3%81%A7%E3%8
1%82%E3%82%8B%E3%80%82

28

じ 女性教育施設

女性教育関係者や一般女性のための各種研修、交流、情報提供、調査研究の事業
を行うとともに、女性団体などが行う各種の女性教育活動の拠点として、女性の資
質・能力の開発、技術の向上を図ることを主たる目的として設置された施設。「国連
婦人の10年」を経て1980年代に入ると国や地方公共団体が婦人教育会館や女性セ
ンター等を各地に建設した。

文部科学省「文部
科学白書」

https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho
/html/hpab200601/002/001/030.htm

85

じ 自立訓練給付
地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上のため、一定の支援が必要
な障がい者に生活訓練や機能訓練を行い、障がい者の自立を支援する。

『熊本市の保健福
祉』（2021年度）

― 61

126



ち
地域経済分析
システム

地域経済分析システム（RESAS：リーサス）は、地方創生の様々な取り組みを情報面
から支援するために、経済産業省と内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議
事務局が提供している。

内閣府（地域経済
分析システム
（RESAS））

https://resas.go.jp/#/43/43100 97

ち 地域コミュニティ

地域社会においては、PTAや子ども会、敬老会等、様々な地域コミュニティが存在し
ている。その中でも、地縁による団体である自治会・町内会等は、住民相互の連絡、
区域の環境美化、集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維持及び形成に資す
る地域的な共同活動を行っている。

総務省
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi
_gyousei/bunken/chiikikomyunitei.html

89

ち
地域版ハザード
マップ

災害が起きたときの被害想定区域や危険個所をはじめ、避難場所等を明記した行政
が配布するハザードマップを住民自らが地域の実情に合わせて作成したもの。

熊本市HP「地域版
ハザードマップ」に
ついて

https://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/
detail.aspx?c_id=5&id=7002

46

ち
昼夜間人口比
率

常住人口（夜間人口）100人当たりの昼間人口の割合であり、100を超えているときは
通勤・通学人口の流入超過、100を下回っているときは流出超過を示している。

総務省統計局
https://www.stat.go.jp/data/kokusei/200
5/jutsu1/yougo.html

110

ち 超高齢社会
超高齢社会とは、65歳以上の人口の割合が全人口の21％を占めている社会を指
す。

公益財団法人長寿
科学振興財団

https://www.tyojyu.or.jp/net/kenkou-
tyoju/tyojyu-shakai/nihon.html

54

と 登録博物館

博物館法2、4、10～16、18、19条に基づき、都道府県教育委員会または指定都市教
育委員会の登録審査を受けた館。設置主体は教育委員会、一般社団・財団法人、
宗教法人等。館長・学芸員の必置、年間150日以上の開館等が登録要件となってい
る。

文化庁「博物館登
録制度について」

https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/conten
t/000091755.pdf

85

と
都市交通特性
値

都市交通特性とは、外出率、1人当たりトリップ数、目的別トリップ数、交通手段分担
率 等を指す。

国土交通省（全国
都市交通特性調
査）

https://www.mlit.go.jp/toshi/tosiko/toshi_
tosiko_tk_000033.html

36

と トリップ トリップとは、「目的をもって、人がある地点から他の地点へ移動すること」を指す。

国土交通省「全国
都市交通特性調査
データ利用の手引
き」（平成30年3月
改訂）

https://www.mlit.go.jp/common/0012294
30.pdf

36

な 内部障害

内部障害は、身体障害者福祉法に定める、肢体不自由以外の体の内部の障害であ
る。身体障害者福祉法で定める障害のうち、心臓機能障害、腎臓機能障害、呼吸器
機能障害、膀胱・直腸機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫
機能障害（HIV感染症）、肝臓機能障害の7つを指す。

身体障害者福祉法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=324AC1000000
283_20230401_504AC0000000104

59

な 75％水質値
年間の日間平均値の全データをその値の小さいものから順に 並べ 0.75×ｎ番目　
（ｎは日間平均値のデータ数）のデータ値をもって 75％水質値とする。　（0.75×ｎが
整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。）

熊本県（水質調査
報告書）

https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/l
ife/109992_187042_misc.pdf

74

に 二級河川
河川法によって定められた一級河川以外で「公共の利害に重要な関係がある河川」
であり、都道府県知事が指定する。本市では、坪井川や井芹川等が該当する。

熊本市（熊本市施
設白書）

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=16097&class_set_id
=2&class_id=294

75

に 認定こども園

教育･保育を一体的に行う施設で､いわば幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っ
ている施設。就学前のこどもに幼児教育・保育を提供する機能及び地域における子
育て支援を行う機能を備え､認定基準を満たす施設は､都道府県等から認定を受け
ることができる｡認定こども園には､地域の実情や保護者のニーズに応じて選択が可
能となるよう「幼保連携型」「幼稚園型」「保育所型」「地方裁量型」など、多様なタイプ
がある｡

内閣府「認定こども
園概要」

https://www8.cao.go.jp/shoushi/kodomoe
n/gaiyou.html

81

ね 年齢3区分
人口を0～14 歳の「年少人口」、15～64 歳の「生産年齢人口」、および 65 歳以上の
「老年人口」の３区分に分けて年齢別に集計する区分のこと。

熊本県「熊本の統
計情報」

https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/
attachment/13897.pdf

16

の 農業経営体

農林業経営体のうち、(1)、(2)又は(4)のいずれかに該当する事業を行う者をいう。

※農林業経営体…農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、
生産又は作業に係る面積・頭羽数が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う
者をいう。
(1) 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業
(2) 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、
その他の事業の規模が次の農林業経営体の基準以上の農業
①露地野菜作付面積 15 ａ
②施設野菜栽培面積 350 ㎡
③果樹栽培面積 10 ａ
④露地花き栽培面積 10 ａ
⑤施設花き栽培面積 250 ㎡
⑥搾乳牛飼養頭数 1 頭
⑦肥育牛飼養頭数 1 頭
⑧豚飼養頭数 15 頭
⑨採卵鶏飼養羽数 150 羽
⑩ブロイラー年間出荷羽数 1,000 羽
⑪その他 調査期日前１年間における農業生産物の総販売額50万
円に相当する事業の規模
(3) 権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を
除く。）を行うことができる山林（以下「保有山林」という。）の面
積が３ha以上の規模の林業（調査実施年を計画期間に含む「森林経営
計画」を策定している者又は調査期日前５年間に継続して林業を行
い、育林若しくは伐採を実施した者に限る。）
(4) 農作業の受託の事業
(5) 委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う
素材生産の事業（ただし、素材生産については、調査期日前１年間に
200㎥以上の素材を生産した者に限る。）

農林水産省
https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/
noucen/gaiyou/attach/pdf/index-13.pdf

101

は
博物館相当施
設

博物館法第29条に基づき、国・都道府県・指定都市教育委員会が、登録館に類する
事業を行う施設として指定した館。設置主体は制限なし。学芸員相当職員の必置、
年間100日以上の開館等が登録要件となっている。

文化庁「博物館の
概要」

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bijutsuk
an_hakubutsukan/shinko/gaiyo/

85

は
博物館類似施
設

登録・相当施設以外で、社会教育調査上把握している館。設置主体その他、特に制
限はない。

文化庁「博物館法
制度上の博物館の
区分と現状」

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/c
housa/shougai/014/shiryo/06101611/01
1.htm

85

ひ HP（ヒューム）管 ヒューム管、鉄筋コンクリートを用いた管で下水道や灌漑事業に使われる。 流山市HP
https://www.city.nagareyama.chiba.jp/life
/1001972/1001993/1002021/1002025.ht
ml

43

127



ひ 標準耐用年数
会計上の原価償却をするための標準的（又は法定）耐用年数であり、実際の施設等
の使用限界（実施用年数）とは異なる。

熊本市上下水道事
業経営戦略

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=37634&sub_i
d=1&flid=270356

43

び
BOD（生物化学
的酸素要求量）

河川水の中の有機物等の汚濁物質を微生物が分解するときに必要とする酸素量の
ことである。この数値が大きくなればその水の中には汚染物質が多く、水が汚れてい
ることを意味する。

熊本市（熊本市水
保全年報）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=22850&sub_i
d=6&flid=324143

74

ふ 付加価値額

域内に所在する事業所が事業活動を通じて新たに生み出した価値を指し、生産高
（売上高）から商品仕入高、材料費、および外注加工費を差し引いたもの。また、域
内の総生産高から、原材料費等の「中間投入」を控除した値。県民経済計算におけ
る「県内総生産」と同じ概念。（※経済センサスにおける「付加価値額」とは異なるの
で注意。）

内閣府（地域経済
分析システム
（RESAS））

https://resas.go.jp/regioncycle/#/map/4
3/43100/1/2018

97

ふ 普通会計
「普通会計」は、主に税金など自主的に使えるお金を何に使ったかを全国統一の
ルールで計算するときの「ものさし」となるもの。他の都市と比較するときは、すべてこ
の普通会計の数値を用いている。

熊本市（財政ってな
あに？）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=2422&sub_id
=72&flid=287844

115

ふ 不登校
何らかの心理的、情緒的、身体的あるいは社会的要因・背景により、登校しないある
いはしたくともできない状況にあるために年間30日以上欠席した者のうち、病気や経
済的な理由による者を除いたもの。

学校不適応対策調
査研究協力者会議

https://www.nier.go.jp/shido/centerhp/1
syu-kaitei/1syu-kaitei090330/1syu-
kaitei.3futoko.pdf

80

ぶ VU管 塩化ビニル製の排水用に用いられる管 流山市HP
https://www.city.nagareyama.chiba.jp/life
/1001972/1001993/1002021/1002025.ht
ml

43

へ 平均初婚年齢
平均初婚年齢とは、届出年に結婚生活に入り届け出たものについて、初めて結
婚式をあげたときまたは同居を始めたときのうち早いほうの年齢の平均である。

大分県HP
https://www.pref.oita.jp/uploaded/attach
ment/2038730.pdf

27

へ 平衡機能障害
平衡機能障害は、姿勢を調節する機能の障害であり、四肢体幹に異常がないにも関
わらず起立や歩行に何らかの異常を来すこと。

障害者職業総合セ
ンターHP

https://www.nivr.jeed.go.jp/research/rep
ort/shiryou/p8ocur000000169f-
att/shiryou19_06.pdf

59

ほ
保育所等訪問
支援給付

保育所等に通う障がい児に、その保育所等を訪問し、障がい児以外の児童と集団生
活への適応のための専門的な支援を行う。

『熊本市の保健福
祉』（2021年度）

― 61

ほ
保育所等利用
待機児童

保育の必要性の認定(２号又は３号) がされ、特定教育・保育施設(認定こども園の幼
稚園機能部分及び幼稚園を除く。 ) 又は特定地域型保育事業の利用の申込がされ
ているが、利用していない児童の人数を把握すること。

厚生労働省「保育
所等利用待機児童
の定義」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-
Shingikai-11901000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-
Soumuka/0000140763.pdf

81

ほ
放課後等デイ
サービス給付

就学している障がい児に、授業の終了後又は休業日に児童発達支援センター等の
施設において生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の促進の支援を行
うもの。

厚生労働省「放課
後等デイサービス
ガイドライン」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-
Shingikai-12201000-
Shakaiengokyokushougaihokenfukushibu-
Kikakuka/0000082829.pdf

61

ほ 保留児童数

自治体によってその範囲は異なるが、熊本市が「保留児童」として発表している数
は、保育園への入園希望がかなっていないが「特定の園のみへの入所を希望する
者」、「育児休業の延長を希望する者」、「求職活動を休止している者」の合計数、す
なわち「待機児童」の数にカウントされない、いわゆる「隠れ待機児童」の人数であ
る。

熊本市保育幼稚園
課「待機児童の状
況について」

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=48916&sub_i
d=1&flid=348850

81

め
名目経済成長
率

物価の変動による影響を含んだ市内総生産の伸び率のこと。経済成長率は、市内
総生産の対前年度増加率。
※「名目」とは各年度の市場価格で計算した値であり、そこから物価変動分を除いた
ものが「実質」である。

横浜市「市民経済
計算」

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-
info/yokohamashi/tokei-
chosa/portal/sna.html#:~:text=%E7%B5%8
C%E6%B8%88%E6%88%90%E9%95%B7%E7%8
E%87%E3%81%AF%E3%80%81%E5%B8%82,%E
3%81%97%E3%81%9F%E3%81%93%E3%81%A
8%E3%82%92%E8%A1%A8%E3%81%97%E3%8
1%BE%E3%81%99%E3%80%82

94

ゆ 有配偶出生率
国勢調査による配偶関係の「有配偶」「未婚」「死別」「離別」のうち、「有配偶」の女子
人口を用いて算出した有配偶女子人口千人に対する嫡出出生数の割合のこと。

厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw
/jinkou/tokusyu/syussyo-
4/syussyo6.html#:~:text=%E6%9C%89%E9%
85%8D%E5%81%B6%E5%87%BA%E7%94%9F%
E7%8E%87%EF%BC%88%E5%9B%BD%E5%8B
%A2%E8%AA%BF%E6%9F%BB,%E5%AB%A1%
E5%87%BA%E5%87%BA%E7%94%9F%E6%95%
B0%E3%81%AE%E5%89%B2%E5%90%88%E3%
80%82%EF%BC%89

27

よ 要介護認定

要介護認定は、介護サービスの必要度（どれ位、介護のサービスを行う必要がある
か）を判断するもの。
介護サービスの必要度（どれ位、介護サービスを行う必要があるか）の判定は、客観
的で公平な判定を行うため、コンピュータによる一次判定と、それを原案として保健
医療福祉の学識経験者が行う二次判定の二段階で行う。判定を経て、要介護状態
区分が決まる。要介護状態区分は、介護が必要な度合いに応じて要支援1、2、要介
護1～５と７段階で設定されている。自立から要支援、要介護と進むにつれて介護が
必要な度合いが高くなっていき、利用できる介護サービス（サービス費）の上限も増
加する。

厚生労働省HP
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit
e/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/n
intei/gaiyo2.html

54

ち
地域経済分析
システム

地域経済分析システム（RESAS：リーサス）は、地方創生の様々な取り組みを情報面
から支援するために、経済産業省と内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議
事務局が提供している。

内閣府（地域経済
分析システム
（RESAS））

https://resas.go.jp/#/43/43100 97

ち 地域コミュニティ

地域社会においては、PTAや子ども会、敬老会等、様々な地域コミュニティが存在し
ている。その中でも、地縁による団体である自治会・町内会等は、住民相互の連絡、
区域の環境美化、集会施設の維持管理等、良好な地域社会の維持及び形成に資す
る地域的な共同活動を行っている。

総務省
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichi
_gyousei/bunken/chiikikomyunitei.html

89

ち
地域版ハザード
マップ

災害が起きたときの被害想定区域や危険個所をはじめ、避難場所等を明記した行政
が配布するハザードマップを住民自らが地域の実情に合わせて作成したもの。

熊本市HP「地域版
ハザードマップ」に
ついて

https://www.city.kumamoto.jp/hpkiji/pub/
detail.aspx?c_id=5&id=7002

46

ち
昼夜間人口比
率

常住人口（夜間人口）100人当たりの昼間人口の割合であり、100を超えているときは
通勤・通学人口の流入超過、100を下回っているときは流出超過を示している。

総務省統計局
https://www.stat.go.jp/data/kokusei/200
5/jutsu1/yougo.html

110

ち 超高齢社会
超高齢社会とは、65歳以上の人口の割合が全人口の21％を占めている社会を指
す。

公益財団法人長寿
科学振興財団

https://www.tyojyu.or.jp/net/kenkou-
tyoju/tyojyu-shakai/nihon.html

54

と 登録博物館

博物館法2、4、10～16、18、19条に基づき、都道府県教育委員会または指定都市教
育委員会の登録審査を受けた館。設置主体は教育委員会、一般社団・財団法人、
宗教法人等。館長・学芸員の必置、年間150日以上の開館等が登録要件となってい
る。

文化庁「博物館登
録制度について」

https://www.mext.go.jp/kaigisiryo/conten
t/000091755.pdf

85

と
都市交通特性
値

都市交通特性とは、外出率、1人当たりトリップ数、目的別トリップ数、交通手段分担
率 等を指す。

国土交通省（全国
都市交通特性調
査）

https://www.mlit.go.jp/toshi/tosiko/toshi_
tosiko_tk_000033.html

36

と トリップ トリップとは、「目的をもって、人がある地点から他の地点へ移動すること」を指す。

国土交通省「全国
都市交通特性調査
データ利用の手引
き」（平成30年3月
改訂）

https://www.mlit.go.jp/common/0012294
30.pdf

36

な 内部障害

内部障害は、身体障害者福祉法に定める、肢体不自由以外の体の内部の障害であ
る。身体障害者福祉法で定める障害のうち、心臓機能障害、腎臓機能障害、呼吸器
機能障害、膀胱・直腸機能障害、小腸機能障害、ヒト免疫不全ウイルスによる免疫
機能障害（HIV感染症）、肝臓機能障害の7つを指す。

身体障害者福祉法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=324AC1000000
283_20230401_504AC0000000104

59

な 75％水質値
年間の日間平均値の全データをその値の小さいものから順に 並べ 0.75×ｎ番目　
（ｎは日間平均値のデータ数）のデータ値をもって 75％水質値とする。　（0.75×ｎが
整数でない場合は端数を切り上げた整数番目の値をとる。）

熊本県（水質調査
報告書）

https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/l
ife/109992_187042_misc.pdf

74

に 二級河川
河川法によって定められた一級河川以外で「公共の利害に重要な関係がある河川」
であり、都道府県知事が指定する。本市では、坪井川や井芹川等が該当する。

熊本市（熊本市施
設白書）

https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=16097&class_set_id
=2&class_id=294

75

に 認定こども園

教育･保育を一体的に行う施設で､いわば幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っ
ている施設。就学前のこどもに幼児教育・保育を提供する機能及び地域における子
育て支援を行う機能を備え､認定基準を満たす施設は､都道府県等から認定を受け
ることができる｡認定こども園には､地域の実情や保護者のニーズに応じて選択が可
能となるよう「幼保連携型」「幼稚園型」「保育所型」「地方裁量型」など、多様なタイプ
がある｡

内閣府「認定こども
園概要」

https://www8.cao.go.jp/shoushi/kodomoe
n/gaiyou.html

81

ね 年齢3区分
人口を0～14 歳の「年少人口」、15～64 歳の「生産年齢人口」、および 65 歳以上の
「老年人口」の３区分に分けて年齢別に集計する区分のこと。

熊本県「熊本の統
計情報」

https://www.pref.kumamoto.jp/uploaded/
attachment/13897.pdf

16

の 農業経営体

農林業経営体のうち、(1)、(2)又は(4)のいずれかに該当する事業を行う者をいう。

※農林業経営体…農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、
生産又は作業に係る面積・頭羽数が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う
者をいう。
(1) 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業
(2) 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、
その他の事業の規模が次の農林業経営体の基準以上の農業
①露地野菜作付面積 15 ａ
②施設野菜栽培面積 350 ㎡
③果樹栽培面積 10 ａ
④露地花き栽培面積 10 ａ
⑤施設花き栽培面積 250 ㎡
⑥搾乳牛飼養頭数 1 頭
⑦肥育牛飼養頭数 1 頭
⑧豚飼養頭数 15 頭
⑨採卵鶏飼養羽数 150 羽
⑩ブロイラー年間出荷羽数 1,000 羽
⑪その他 調査期日前１年間における農業生産物の総販売額50万
円に相当する事業の規模
(3) 権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を
除く。）を行うことができる山林（以下「保有山林」という。）の面
積が３ha以上の規模の林業（調査実施年を計画期間に含む「森林経営
計画」を策定している者又は調査期日前５年間に継続して林業を行
い、育林若しくは伐採を実施した者に限る。）
(4) 農作業の受託の事業
(5) 委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う
素材生産の事業（ただし、素材生産については、調査期日前１年間に
200㎥以上の素材を生産した者に限る。）

農林水産省
https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/
noucen/gaiyou/attach/pdf/index-13.pdf

101

は
博物館相当施
設

博物館法第29条に基づき、国・都道府県・指定都市教育委員会が、登録館に類する
事業を行う施設として指定した館。設置主体は制限なし。学芸員相当職員の必置、
年間100日以上の開館等が登録要件となっている。

文化庁「博物館の
概要」

https://www.bunka.go.jp/seisaku/bijutsuk
an_hakubutsukan/shinko/gaiyo/

85

は
博物館類似施
設

登録・相当施設以外で、社会教育調査上把握している館。設置主体その他、特に制
限はない。

文化庁「博物館法
制度上の博物館の
区分と現状」

https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/c
housa/shougai/014/shiryo/06101611/01
1.htm

85

ひ HP（ヒューム）管 ヒューム管、鉄筋コンクリートを用いた管で下水道や灌漑事業に使われる。 流山市HP
https://www.city.nagareyama.chiba.jp/life
/1001972/1001993/1002021/1002025.ht
ml

43
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データで考える熊本市の都市政策 2023 

編集後記 

 『データで考える熊本市の都市政策 2023』の作成には、都市政策研究所の職員全員で取り組みまし

た。専門分野が異なる職員研究員と博士研究員で各章のデータ収集や執筆を分担しました。また、そこ

から見える熊本市の特徴は何か、所内でのディスカッションや読み合わせを何度も行いました。さらに、

掲載内容については関係課への照会も行い、現場に詳しい各課職員の意見も反映しました。掲載を見送

ったデータも含めると膨大なデータを取り扱ったため編集作業も大変でしたが、EBPM に基づいた市政

運営が求められている現在において、統計データの「活用」が、全ての部署にとって必要なものである

ことを実感しました。 

この『データで考える熊本市の都市政策 2023』が、多くの本市職員や市民の皆様に広く活用され、

都市政策に役立てられることを願っております。 
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美濃口 紀子（同文化財保護主幹兼主査）     

羽廣 正樹（同技術参事）            

永田 裕（同主任技師）             

劉  強（同研究員、博士（工学））        

本田 藍（同研究員、博士（学術））        

劉 海強（同研究員、博士（工学））        

 

～令和 4（2022）年度～ 

中村 司（同副所長） 

眞原 賢一郎（同主幹兼主査）           

陳 釗（同研究員、博士（経済学））         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よ 要支援、要介護

介護保険制度では、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態（要介護状
態）になった場合や、家事や身支度等の日常生活に支援が必要であり、特に介護予
防サービスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護の必要度合いに応
じた介護サービスを受けることができる。この要介護状態や要支援状態にあるかどう
かの程度判定を行うのが要介護認定（要支援認定を含む。）であり、介護の必要量
を全国一律の基準に基づき、客観的に判定する仕組み。
要介護認定は、まず、市町村の認定調査員による心身の状況調査（認定調査）及び
主治医意見書に基づくコンピュータ判定を行う。（一次判定）
次に保健・医療・福祉の学識経験者により構成される介護認定審査会により、一次
判定結果、主治医意見書等に基づき審査判定を行う。（二次判定）
この結果に基づき、市町村が申請者についての要介護認定を行う。

厚生労働省「要介
護認定の仕組みと
手順」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-
Shingikai-11901000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-
Soumuka/0000126240.pdf

54

り 療育手帳
療育手帳は、児童相談所又は知的障害者更生相談所において、知的障害があると
判定された方に交付される手帳。

厚生労働省HP

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit
e/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukus
hi/techou.html#:~:text=%E5%85%88%E9%A0
%AD%E3%81%B8%E6%88%BB%E3%82%8B-
,%E7%99%82%E8%82%B2%E6%89%8B%E5%B8
%B3,%E4%BA%A4%E4%BB%98%E3%81%95%E
3%82%8C%E3%82%8B%E6%89%8B%E5%B8%B
3%E3%81%A7%E3%81%99%E3%80%82

58

り 緑被率
緑被率とは、緑の総量を把握する指標で、「対象区域」の面積に占める「緑被地（一
定の緑に覆われている土地）」の面積の割合 であり、上空から見た航空写真などを
用いて、見た目の特徴や植生場所を元に分類し測定する。

熊本市（熊本市緑
の基本計画第3章）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=930&sub_id=
5&flid=249190

68

り 林業経営体

農林業経営体のうち、(3)又は(5)のいずれかに該当する事業を行う者をいう。

※農林業経営体…農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、
生産又は作業に係る面積・頭羽数が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う
者をいう。
(1) 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業
(2) 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、
その他の事業の規模が次の農林業経営体の基準以上の農業
①露地野菜作付面積 15 ａ
②施設野菜栽培面積 350 ㎡
③果樹栽培面積 10 ａ
④露地花き栽培面積 10 ａ
⑤施設花き栽培面積 250 ㎡
⑥搾乳牛飼養頭数 1 頭
⑦肥育牛飼養頭数 1 頭
⑧豚飼養頭数 15 頭
⑨採卵鶏飼養羽数 150 羽
⑩ブロイラー年間出荷羽数 1,000 羽
⑪その他 調査期日前１年間における農業生産物の総販売額50万
円に相当する事業の規模
(3) 権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を
除く。）を行うことができる山林（以下「保有山林」という。）の面
積が３ha以上の規模の林業（調査実施年を計画期間に含む「森林経営
計画」を策定している者又は調査期日前５年間に継続して林業を行
い、育林若しくは伐採を実施した者に限る。）
(4) 農作業の受託の事業
(5) 委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う
素材生産の事業（ただし、素材生産については、調査期日前１年間に
200㎥以上の素材を生産した者に限る。）

農林水産省
https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/
noucen/gaiyou/attach/pdf/index-13.pdf

102

れ 連携中枢都市圏

人口減少･少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持続可能なものとし、住
民が安心して暮らしていけるよう圏域の中心的役割を担う連携中枢都市が近隣市町
村と連携して、「圏域全体の経済成長のけん引」「高次の都市機能の集積・強化」「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」の3つの取組を実施し、人々が集まる魅力
的な圏域を形成する「連携中枢都市圏構想」を計画的に推進するため、本市は2016
年3月30日に近隣の16市町村と連携協約を締結し、熊本連携中枢都市圏を形成し
た。

熊本市HP
https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=12353

111

ろ 老人福祉施設
「特別養護老人ホーム」 「養護老人ホーム」 「老人短期入所施設」 「軽費老人ホー
ム」「老人福祉センター」「老人介護支援センター」「老人デイサービスセンター」の７
つを指す。

老人福祉法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=338AC0000000
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データで考える熊本市の都市政策 2023 

編集後記 

 『データで考える熊本市の都市政策 2023』の作成には、都市政策研究所の職員全員で取り組みまし

た。専門分野が異なる職員研究員と博士研究員で各章のデータ収集や執筆を分担しました。また、そこ

から見える熊本市の特徴は何か、所内でのディスカッションや読み合わせを何度も行いました。さらに、

掲載内容については関係課への照会も行い、現場に詳しい各課職員の意見も反映しました。掲載を見送

ったデータも含めると膨大なデータを取り扱ったため編集作業も大変でしたが、EBPM に基づいた市政

運営が求められている現在において、統計データの「活用」が、全ての部署にとって必要なものである

ことを実感しました。 

この『データで考える熊本市の都市政策 2023』が、多くの本市職員や市民の皆様に広く活用され、

都市政策に役立てられることを願っております。 

 

 

執筆者 ※肩書は執筆時のものです 

蓑茂 壽太郎（熊本市都市政策研究所長、農学博士） 

鮫島 裕和（同副所長）             

美濃口 紀子（同文化財保護主幹兼主査）     

羽廣 正樹（同技術参事）            

永田 裕（同主任技師）             

劉  強（同研究員、博士（工学））        

本田 藍（同研究員、博士（学術））        

劉 海強（同研究員、博士（工学））        

 

～令和 4（2022）年度～ 

中村 司（同副所長） 

眞原 賢一郎（同主幹兼主査）           

陳 釗（同研究員、博士（経済学））         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

よ 要支援、要介護

介護保険制度では、寝たきりや認知症等で常時介護を必要とする状態（要介護状
態）になった場合や、家事や身支度等の日常生活に支援が必要であり、特に介護予
防サービスが効果的な状態（要支援状態）になった場合に、介護の必要度合いに応
じた介護サービスを受けることができる。この要介護状態や要支援状態にあるかどう
かの程度判定を行うのが要介護認定（要支援認定を含む。）であり、介護の必要量
を全国一律の基準に基づき、客観的に判定する仕組み。
要介護認定は、まず、市町村の認定調査員による心身の状況調査（認定調査）及び
主治医意見書に基づくコンピュータ判定を行う。（一次判定）
次に保健・医療・福祉の学識経験者により構成される介護認定審査会により、一次
判定結果、主治医意見書等に基づき審査判定を行う。（二次判定）
この結果に基づき、市町村が申請者についての要介護認定を行う。

厚生労働省「要介
護認定の仕組みと
手順」

https://www.mhlw.go.jp/file/05-
Shingikai-11901000-
Koyoukintoujidoukateikyoku-
Soumuka/0000126240.pdf
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り 療育手帳
療育手帳は、児童相談所又は知的障害者更生相談所において、知的障害があると
判定された方に交付される手帳。

厚生労働省HP

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit
e/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukus
hi/techou.html#:~:text=%E5%85%88%E9%A0
%AD%E3%81%B8%E6%88%BB%E3%82%8B-
,%E7%99%82%E8%82%B2%E6%89%8B%E5%B8
%B3,%E4%BA%A4%E4%BB%98%E3%81%95%E
3%82%8C%E3%82%8B%E6%89%8B%E5%B8%B
3%E3%81%A7%E3%81%99%E3%80%82

58

り 緑被率
緑被率とは、緑の総量を把握する指標で、「対象区域」の面積に占める「緑被地（一
定の緑に覆われている土地）」の面積の割合 であり、上空から見た航空写真などを
用いて、見た目の特徴や植生場所を元に分類し測定する。

熊本市（熊本市緑
の基本計画第3章）

https://www.city.kumamoto.jp/common/U
ploadFileDsp.aspx?c_id=5&id=930&sub_id=
5&flid=249190

68

り 林業経営体

農林業経営体のうち、(3)又は(5)のいずれかに該当する事業を行う者をいう。

※農林業経営体…農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、
生産又は作業に係る面積・頭羽数が、次の規定のいずれかに該当する事業を行う
者をいう。
(1) 経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業
(2) 農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、
その他の事業の規模が次の農林業経営体の基準以上の農業
①露地野菜作付面積 15 ａ
②施設野菜栽培面積 350 ㎡
③果樹栽培面積 10 ａ
④露地花き栽培面積 10 ａ
⑤施設花き栽培面積 250 ㎡
⑥搾乳牛飼養頭数 1 頭
⑦肥育牛飼養頭数 1 頭
⑧豚飼養頭数 15 頭
⑨採卵鶏飼養羽数 150 羽
⑩ブロイラー年間出荷羽数 1,000 羽
⑪その他 調査期日前１年間における農業生産物の総販売額50万
円に相当する事業の規模
(3) 権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を
除く。）を行うことができる山林（以下「保有山林」という。）の面
積が３ha以上の規模の林業（調査実施年を計画期間に含む「森林経営
計画」を策定している者又は調査期日前５年間に継続して林業を行
い、育林若しくは伐採を実施した者に限る。）
(4) 農作業の受託の事業
(5) 委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う
素材生産の事業（ただし、素材生産については、調査期日前１年間に
200㎥以上の素材を生産した者に限る。）

農林水産省
https://www.maff.go.jp/j/tokei/kouhyou/
noucen/gaiyou/attach/pdf/index-13.pdf

102

れ 連携中枢都市圏

人口減少･少子高齢社会にあっても、地域を活性化し経済を持続可能なものとし、住
民が安心して暮らしていけるよう圏域の中心的役割を担う連携中枢都市が近隣市町
村と連携して、「圏域全体の経済成長のけん引」「高次の都市機能の集積・強化」「圏
域全体の生活関連機能サービスの向上」の3つの取組を実施し、人々が集まる魅力
的な圏域を形成する「連携中枢都市圏構想」を計画的に推進するため、本市は2016
年3月30日に近隣の16市町村と連携協約を締結し、熊本連携中枢都市圏を形成し
た。

熊本市HP
https://www.city.kumamoto.jp/hpKiji/pub
/detail.aspx?c_id=5&id=12353

111

ろ 老人福祉施設
「特別養護老人ホーム」 「養護老人ホーム」 「老人短期入所施設」 「軽費老人ホー
ム」「老人福祉センター」「老人介護支援センター」「老人デイサービスセンター」の７
つを指す。

老人福祉法
https://elaws.e-
gov.go.jp/document?lawid=338AC0000000
133
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